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様式第２号（その１の１） 

基  本  計  画  書 

基        本        計        画 

事 項 記 入 欄  備   考 

計 画 の 区 分 学部の学科の設置  

フ リ ガ ナ 

設 置 者 

ｶﾞｯｺｳﾎｳｼﾞﾝ   ﾒｲｼﾞｮｳﾀﾞｲｶﾞｸ 
学 校 法 人  名 城 大 学 

 

フ リ ガ ナ 

大 学 の 名 称 
ﾒｲｼﾞｮｳﾀﾞｲｶﾞｸ 
名 城 大 学  (Meijo University) 

 

大学本部の位置  愛知県名古屋市天白区塩釜口一丁目５０１番地  

大 学 の 目 的 
本大学は、教育基本法及び学校教育法の規定するところに従い、学術の中心として、深く専門の教育研究を行

い、合わせて広汎な教養を培い、創造的な知性と豊かな人間性を備えた有能な人材を養成するとともに学術・

文化の進展に寄与することを目的とする。 
 

新設学部等の目的 
 応用化学科は、化学反応や分子の構造変化から成り立っている諸現象を化学的センスに基づいて理解できる人

材の育成を目指す。そのうえで、綿密にデザインされた物質の設計やその性質を原子・分子レベルで解明し、

社会や産業の発展に役立つ付加価値の高い物質を開発できる創造性豊かな人材の養成を目的とする。 
 

新 

設 

学 

部 

等 

の 

概 

要 

新設学部等の名称 
修 業 
年 限 

入 学 
定 員 

編入学 
定 員 

収 容 
定 員 

学位又 
は称号 

開設時期及 
び開設年次 

所  在  地 

 

理工学部 
[Faculty of Science 
and Technology] 

 
応用化学科 
[Department of 

Applied Chemistry] 
 

計 

年 
 
 
 

4 

人 
 
 
 

60 
 
 
 

60 

年次 
人 

 
 

－ 
 
 
 

－ 

人 
 
 
 

240 
 
 
 

240 

 
 
 
 

学士 
（工学） 

 
 
 

年  月 
第 年次  

 
 

平成 25 年 4 月 
第 1 年次 

愛知県名古屋市天白区 
塩釜口一丁目 501 番地 

同一設置者内における 
変 更 状 況 
（ 定 員 の 移 行 、 
名 称 の 変 更 等 ） 

・平成 25 年 4 月設置予定 理工学部 メカトロニクス工学科（75）（平成 24 年 4 月届出予定） 
・平成 25 年 4 月名称変更予定（平成 24 年 4 月届出予定） 

理工学部 機械システム工学科→機械工学科 
建設システム工学科→社会基盤デザイン工学科 

 ・平成 25 年 4 月入学定員変更予定 
理工学部 電気電子工学科〔定員減〕   （△15）  材料機能工学科〔定員減〕 （△30） 

機械システム工学科〔定員減〕 （△25）  交通機械工学科〔定員減〕 （△20） 
建設システム工学科〔定員減〕 （△40）  環境創造学科〔定員減〕   （△5） 

 

教
育
課
程 

新設学部等の名称 
開設する授業科目の総数 

卒業要件単位数 
 

講義 演習 実習 計 
理工学部 応用化学科 94 科目 16 科目 15 科目 125 科目 124 単位 

教 

員 

組 

織 

の 

概 

要 

学 部 等 の 名 称  
専任教員等 兼任 

教員 

 

教 授 准教授 講 師 助 教 計 助 手 

新 

設 

分 

理工学部 応用化学科 
人 

5 
(4) 

人 
3 

(2) 

人 
0 

(0) 

人 
2 

(2) 

人 
10 
(8) 

人 
0 

(0) 

人 
38 

(15) 

計 
5 

(4) 
3 

(2) 
0 

(0) 
2 

(2) 
10 
(8) 

0 
(0) 

38 
(15) 

既 

設 

分 

法学部 
法学科 

14 
(14) 

7 
(7) 

0 
(0) 

1 
(1) 

22 
(22) 

0 
(0) 

100 
(100) 

応用実務法学科 
10 

(10) 
6 

(6) 
1 

(1) 
0 

(0) 
17 

(17) 
0 

(0) 
17 

(17) 

経営学部 
経営学科 

13 
(13) 

5 
(5) 

0 
(0) 

0 
(0) 

18 
(18) 

0 
(0) 

39 
(39) 

国際経営学科 
9 

(9) 
4 

(4) 
0 

(0) 
1 

(1) 
14 

(14) 
0 

(0) 
17 

(17) 
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教 

員 

組 

織 

の 

概 

要 

既 

設 

分 

経済学部 
経済学科 

12 
(12) 

3 
(3) 

0 
(0) 

1 
(1) 

16 
(16) 

0 
(0) 

27 
(27) 

 

産業社会学科 
8 

(8) 
3 

(3) 
0 

(0) 
1 

(1) 
12 

(12) 
0 

(0) 
11 

(11) 

理工学部 

理工学部 
2 

(2) 
0 

(0) 
0 

(0) 
0 

(0) 
2 

(2) 
0 

(0) 
0 

(0) 
平成 24 年 4 月 
設置届出予定： 
理工学部メカト

ロニクス工学科 数学科 
8 

(8) 
7 

(7) 
1 

(1) 
3 

(3) 
19 

(19) 
0 

(0) 
55 

(55) 

情報工学科 
10 

(10) 
6 

(6) 
0 

(0) 
3 

(3) 
19 

(19) 
0 

(0) 
41 

(41) 

電気電子工学科 
12 

(13) 
5 

(6) 
0 

(0) 
0 

(0) 
17 

(19) 
0 

(0) 
36 

(36) 

材料機能工学科 
7 

(7) 
5 

(4) 
0 

(0) 
0 

(0) 
12 

(11) 
0 

(0) 
31 

(31) 

機械システム工学科 
9 

(10) 
6 

(6) 
0 

(0) 
0 

(0) 
15 

(16) 
0 

(0) 
51 

(51) 

交通機械工学科 
10 

(10) 
4 

(4) 
1 

(1) 
0 

(0) 
15 

(15) 
0 

(0) 
46 

(46) 

メカトロニクス工学科 
5 

(4) 
3 

(4) 
3 

(1) 
1 

(0) 
12 
(9) 

0 
(0) 

42 
(19) 

建設システム工学科 
6 

(7) 
5 

(6) 
0 

(0) 
1 

(1) 
12 

(14) 
0 

(0) 
30 

(30) 

環境創造学科 
6 

(6) 
7 

(7) 
1 

(1) 
0 

(0) 
14 

(14) 
0 

(0) 
29 

(29) 

建築学科 
8 

(8) 
9 

(9) 
0 

(0) 
0 

(0) 
17 

(17) 
0 

(0) 
34 

(34) 

教養教育等 
9 

(9) 
2 

(2) 
0 

(0) 
3 

(3) 
14 

(14) 
0 

(0) 
93 

(93) 

農学部 

農学部 
1 

(1) 
0 

(0) 
0 

(0) 
1 

(1) 
2 

(2) 
0 

(0) 
0 

(0) 

生物資源学科 
9 

(9) 
7 

(7) 
1 

(1) 
0 

(0) 
17 

(17) 
0 

(0) 
17 

(17) 

応用生物化学科 
6 

(6) 
5 

(5) 
0 

(0) 
2 

(2) 
13 

(13) 
0 

(0) 
7 

(7) 

生物環境科学科 
6 

(6) 
4 

(4) 
1 

(1) 
2 

(2) 
13 

(13) 
0 

(0) 
13 

(13) 

教養教育等 
1 

(1) 
0 

(0) 
0 

(0) 
0 

(0) 
1 

(1) 
0 

(0) 
26 

(26) 

薬学部 

薬学科 
27 

(27) 
25 

(25) 
0 

(0) 
10 

(10) 
62 

(62) 
2 

(2) 
54 

(54) 

教養教育等 
0 

(0) 
1 

(1) 
0 

(0) 
0 

(0) 
1 

(1) 
0 

(0) 
29 

(29) 

分析センター 
0 

(0) 
0 

(0) 
0 

(0) 
0 

(0) 
0 

(0) 
1 

(1) 
0 

(0) 

都市情報学部 都市情報学科 
19 

(19) 
7 

(7) 
0 

(0) 
0 

(0) 
26 

(26) 
1 

(1) 
36 

(36) 

人間学部 人間学科 
13 

(13) 
7 

(7) 
0 

(0) 
2 

(2) 
22 

(22) 
0 

(0) 
43 

(43) 

情報センター 
1 

(1) 
1 

(1) 
0 

(0) 
0 

(0) 
2 

(2) 
0 

(0) 
0 

(0) 

教職センター 
2 

(2) 
4 

(4) 
0 

(0) 
0 

(0) 
6 

(6) 
0 

(0) 
21 

(21) 

総合数理教育センター 
1 

(1) 
1 

(1) 
0 

(0) 
0 

(0) 
2 

(2) 
0 

(0) 
0 

(0) 

大学教育開発センター 
0 

(0) 
0 

(0) 
4 

(4) 
0 

(0) 
4 

(4) 
0 

(0) 
0 

(0) 

総合研究所 
1 

(1) 
0 

(0) 
0 

(0) 
0 

(0) 
1 

(1) 
0 

(0) 
0 

(0) 
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既
設
分 

計 
245 

(247) 
149 

(151) 
13 

(11) 
32 

(31) 
439 

(440) 
4 

(4) 
627 

(604) 
 

合 計 
250 

(251) 
152 

(153) 
13 

(11) 
34 

(33) 
449 

(448) 
4 

(4) 
665 

(619) 

教 

員 

以 

外 

の 

職 

員 

の 

概 

要 

職  種 専  任 兼  任 計 

大学全体 

事  務  職  員  
人 

217 
（217） 

人 
147 

（147） 

人

364 
（364） 

技  術  職  員  
8 

（8） 
4 

（4） 
12 

（12） 

図 書 館 専 門 職 員  7 
（7） 

1 
（1） 

8 
（8） 

そ の 他 の 職 員  
1 

（1） 
7 

（7） 
8 

（8） 

計 233 
（233） 

159 
（159） 

392 
（392） 

校

地

等 

区  分 専  用 共  用 共用する他の 
学校等の専用 

計 借用地 
【校舎敷地】 
貸主：蒲郡市 
借用面積： 
200.00 ㎡ 
借用期間： 
平成 16 年 6 月 1
日から 25 年 10 か

月間 

校 舎 敷 地 205,470.26 ㎡ 0.00 ㎡ 0.00 ㎡ 205,470.26 ㎡ 

運 動 場 用 地  174,372.29 ㎡ 0.00 ㎡ 0.00 ㎡ 174,372.29 ㎡ 

小 計 379,842.55 ㎡ 0.00 ㎡ 0.00 ㎡ 379,842.55 ㎡ 

そ の 他 156,935.74 ㎡ 0.00 ㎡ 0.00 ㎡ 156,935.74 ㎡ 

合 計 536,778.29 ㎡ 0.00 ㎡ 0.00 ㎡ 536,778.29 ㎡ 

校    舎 
専  用 共  用 共用する他の 

学校等の専用 計 
 196,885.25 ㎡ 

(196,885.25 ㎡) 
0.00 ㎡ 

(0.00 ㎡) 
0.00 ㎡ 

 (0.00 ㎡) 
196,885.25 ㎡  

(196,885.25 ㎡)  

教室等 
講義室 演習室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設 

大学全体 
142 室 104 室 136 室 

25 室 
（補助職員 4 人） 

5 室 
（補助職員 0 人） 

専 任 教 員 研 究 室  
新設学部等の名称 室  数 

届出学科全体 
応用化学科 10 室 

図
書
・
設
備 

新設学部 
等の名称  

図書 
〔うち外国書〕 

冊 

学術雑誌 
〔うち外国書〕 

視聴覚資料 
 

点 

機械・器具 
 

点 

標 本 
 

点 

学部全体 
 
大学全体での共

用分 
 
図書 

〔331,101〕  
学術雑誌 

〔323,030〕  
電子ジャーナル  

〔19,790〕  
視聴覚資料 

〔13,089〕  
機械・器具 

〔28,080〕  

種 電子ジャーナル 
〔うち外国書〕 

応用化学科 
331,101〔66,220〕 

(331,101〔66,220〕) 

4,272〔1,627〕  

(4,272〔1,627〕 ) 

2,583〔2,583〕  

(2,583〔2,583〕 ) 

13,089 

(13,089) 

451 

(343) 

0 

(0) 

計 
331,101〔66,220〕 

(331,101〔66,220〕) 

4,272〔1,627〕  

(4,272〔1,627〕 ) 
2,583〔2,583〕  

(2,583〔2,583〕 ) 
13,089 

(13,089) 
451 

(343) 

0 

(0) 

図書館 
面積 閲覧座席数 収納可能冊数 

大学全体 
13,513.73 ㎡  1,528 席      1,080,000 冊 

体育館 
面積 体育館以外のスポーツ施設の概要 

8,042.41 ㎡  テニスコート プール 

経費の 
見積り 
及び維 
持方法 
の概要 

経 

費 

の 

見 

積 

り 

区 分 開設前年度 第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次 

学部全体 

 

図書費には電

子ジャーナル

購入費を含む 

教員１人当り研究費等  478 千円  478 千円  478 千円  478 千円  － 千円  － 千円  

共 同 研 究 費 等  34,455 千円  34,455 千円  34,455 千円  34,455 千円  － 千円  － 千円  

図 書 購 入 費 23,073 千円  23,073 千円  23,073 千円  23,073 千円  23,073 千円  － 千円  － 千円  

設 備 購 入 費 419,639 千円  419,639 千円  419,639 千円  419,639 千円  419,639 千円   － 千円  － 千円  

学生１人当り納付金 
第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次 

1,490 千円  1,230 千円  1,230 千円  1,230 千円  － 千円   － 千円  

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常費補助金、資産運用収入、雑収入等 
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既 

設 

大 

学 

等 

の 

状 

況 

大 学 の 名 称 名 城 大 学  

学 部 等 の 名 称 
修業 
年限 

入学 
定員 

編入学 
定 員 

収容 
定員 

学位又 
は称号 

定 員 
超過率 

開設 
年度 

所 在 地 

 
 
法学部 

 
  法学科 
 
  応用実務法学科 

年 
 
 
 

4 
 

4 

人 
 
 
 

360 
 

170 

年次 
人 

 
 

－ 
 

－ 

人 
 
 
 

1,440 
 

680 

 
 
 
 

学士（法学） 
 

学士（法学） 

倍 
 

1.04 
 

1.04 
 

1.03 

 
 
 
 

平成 11 年度 
 

平成 11 年度 

愛知県名古

屋市天白区

塩釜口一丁

目 501 番地 

 

経営学部 
 
経営学科 
 
国際経営学科 

 
 

4 
 

4 

 
 

195 
 

90 

 
 

－ 
 

－ 

 
 

780 
 

360 

 
 

学士（経営学） 
 

学士（経営学） 

1.14 
 

1.14 
 

1.13 

 
 

平成 12 年度 
 

平成 12 年度 

 

経済学部 
 

経済学科 
 

産業社会学科 

 
 

4 
 

4 

 
 

185 
 

100 

 
 

－ 
 

－ 

 
 

740 
 

400 

 
 

学士（経済学） 
 

学士（経済学） 

1.13 
 

1.12 
 

1.13 

 
 

平成 12 年度 
 

平成 12 年度 

 

理工学部 
 
数学科 

 
情報工学科 

   
   電気電子工学科 

 
材料機能工学科 
 
機械システム工学科 
 
交通機械工学科 

 
建設システム工学科 
 
環境創造学科 
 
建築学科 
 
 
 
工学系（1 年次） 

 
 

4 
 

4 
 

4 
 

4 
 

4 
 

4 
 

4 
 

4 
 

4 
 
 
 

4 

 
 

85 
 

101 
 

101 
 

67 
 

101 
 

91 
 

91 
 

67 
 

95 
 
 
 

306 

 
 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

－ 
 
 
 

－ 

 
 

340 
 

404 
 

404 
 

268 
 

404 
 

364 
 

364 
 

268 
 

380 
 
 
 

1,224 

 
 

学士（理学） 
 

学士（工学） 
 

学士（工学） 
 

学士（工学） 
 

学士（工学） 
 

学士（工学） 
 

学士（工学） 
 

学士（工学） 
 

学士（工学） 
 
 
 

学士（工学） 

1.06 
 

1.11 
 

1.14 
 

1.04 
 

1.09 
 

1.09 
 

1.06 
 

0.84 
 

1.07 
 

1.09 
 
 
 

1.08 

 
 

平成 12 年度 
 

平成 16 年度 
 

平成 12 年度 
 

平成 12 年度 
 

平成 12 年度 
 

平成 12 年度 
 

平成 12 年度 
 

平成 12 年度 
 

平成 12 年度 
 
 
 

平成 12 年度 

・平成 23 年 4 月から、

交通科学科を交通機械

工学科へ名称変更。 

・平成 20 年度入学試験

から、学科別及び数学科

を除く 8 学科をひと括

りとした「系別募集」を

実施。（情報工学科 44

人、電気電子工学科 44

人、材料機能工学科 28

人、機械システム工学科

44 人、交通機械工学科

39 人、建設システム工

学科 39 人、環境創造学

科 28 人、建築学科 40

人） 

・系別募集は、1 年次で

は学科別の配属がない

ため、系単位で算出し

た。 

・平成 25 年度入学試験

から、数学科を除く工学

系学科での「系別募集」

を廃止し、「学科別募集」

を実施予定。 

農学部 
 
  生物資源学科 
 
  応用生物化学科 
 
  生物環境科学科 

 
 

4 
 

4 
 

4 

 
 

100 
 

100 
 

100 

 
 

－ 
 

－ 
 

－ 

 
 

400 
 

400 
 

400 

 
 

学士（農学） 
 

学士（農学） 
 

学士（農学） 

1.15 
 

1.16 
 

1.11 
 

1.20 

 
 

平成 11 年度 
 

平成 11 年度 
 

平成 17 年度 

 

薬学部 
 
  薬学科（6 年制） 

 
 

6 

 
 

250 

 
 

－ 

 
 

1,500 

 
 

学士（薬学） 

 
 

1.06 

 
 

平成 18 年度 
愛知県名古

屋市天白区

八事山 150
番地 

・平成 18 年 4 月から薬剤師

養成のための薬学教育 6 年

制への移行に伴い入学定員

を次のとおり変更。 
薬学部医療薬学科 125 名（収

容定員 500 名）、薬学科 125
名（収容定員 500 名） 
⇒薬学部薬学科（6 年制） 
250 名（収容定員 1,500 名） 

 薬学部 
 
  医療薬学科（4 年制） 
 
  薬学科（4 年制） 

 
 

4 
 

4 

 
 

－ 
 

－ 

 
 

－ 
 

－ 

 
 

－ 
 

－ 

 
 

学士（薬学） 
 

学士（薬学） 

 
 

－ 
 

－ 

 
 
 

平成 8 年度 
 

平成 8 年度 



－5－ 

 

 
 

既 

設 

大 

学 

等 

の 

状 

況 

 都市情報学部 
 

都市情報学科 

 
 

4 

 
 

200 

 
 

－ 

 
 

800 

 

 

学士 
（都市情報学） 

 
 

1.09 
 

 
 

平成 7 年度 

岐阜県可児

市虹ヶ丘四

丁目3番の3 

 

 人間学部 
 
  人間学科 

 
 

4 

 
 

200 

 
 

－ 

 
 

800 

 
 

学士 
（人間学） 

 
 

1.12 

 
 

平成 15 年度 

愛知県名古

屋市天白区

塩釜口一丁

目 501 番地 

 

大 学 の 名 称 名 城 大 学 大 学 院  

学  部  等  の  名  称 
修業 
年限 

入学

定員 
編入学 
定  員 

収容 
定員 

学位又 
は称号 

定 員 
超過率 

開設 
年度 

所 在 地 

 
大学院法学研究科 
法律学専攻 
 
 修士課程 
 
 博士後期課程 

年 
 
 
 

2 
 

3 

人 
 
 
 

15 
 

8 

年次 
人 

 
 

－ 
 

－ 

人 
 
 
 

30 
 

24 

 
 
 
 

修士（法学） 
 

博士（法学） 

倍 
 
 
 

0.36 
 

0.24 

 
 
 
 

昭和 42 年度 
 

昭和 44 年度 

愛知県名古

屋市天白区

塩釜口一丁

目 501 番地 

〔基礎学部〕 
法学部  
 法学科 
応用実務法学科 

 大学院経営学研究科 
経営学専攻 
 
 修士課程 
 
 博士後期課程 

 
 
 

2 
 

3 

 
 
 

30 
 

3 

 
 
 

－ 
 

－ 

 
 
 

60 
 

9 

 
 
 

修士（経営学） 
 

博士（経営学） 

 
 
 

0.86 
 

0.44 

 
 
 

平成 13 年度 
 

平成 15 年度 

〔基礎学部〕 
経営学部 
 経営学科 
 国際経営学科 

大学院経済学研究科 
 経済学専攻 
 
  修士課程 
 
  博士後期課程 

 
 
 

2 
 

3 

 
 
 

10 
 

3 

 
 
 

－ 
 

－ 

 
 
 

20 
 

9 

 
 
 

修士（経済学） 
 

博士（経済学） 

 
 
 

0.70 
 

0.55 

 
 
 

平成 12 年度 
 

平成 14 年度 

〔基礎学部〕 
経済学部  
 経済学科 
 産業社会学科 

 大学院理工学研究科 
  数学専攻 
 
   修士課程 
 
   博士後期課程 

 
 
 

2 
 

3 

 
 
 

8 
 

2 

 
 
 

－ 
 

－ 

 
 
 

16 
 

6 

 
 
 

修士（理学） 
 

博士（理学） 

 
 
 

0.43 
 

0.33 

 
 
 

平成 14 年度 
 

平成 7 年度 

〔基礎学部〕 
理工学部  
 数学科 
 情報工学科 
 電気電子工学科 
 材料機能工学科 

機械システム工学科 
交通機械工学科 
建設システム工学科 
環境創造学科 
建築学科 
 

平成 23 年 4 月から、

交通科学科を交通機

械工学科へ名称変更。 

  情報工学専攻 
 
   修士課程 

 
 

2 

 
 

30 

 
 

－ 

 
 

60 

 
 

修士（工学） 

 
 

1.46 

 
 

平成 14 年度 
  電気電子工学専攻 
 
   修士課程 

 
 

2 

 
 

20 

 
 

－ 

 
 

40 

 
 

修士（工学） 

 
 

1.35 

 
 

平成 14 年度 
  材料機能工学専攻 
 
   修士課程 

 
 

2 

 
 

30 

 
 

－ 

 
 

60 

 
 

修士（工学） 

 
 

1.54 

 
 

平成 14 年度 
  機械システム工学専攻 
 
   修士課程 

 
 

2 

 
 

20 

 
 

－ 

 
 

40 

 
 

修士（工学） 

 
 

2.47 

 
 

平成 14 年度 

交通科学専攻 
 
 修士課程 

 
 

2 

 
 

16 

 
 

－ 

 
 

32 

 
 

修士（工学） 

 
 

1.55 

 
 

平成 14 年度 
  建設システム工学専攻 
 
   修士課程 

 
 

2 

 
 

20 

 
 

－ 

 
 

40 

 
 

修士（工学） 

 
 

0.75 

 
 

平成 14 年度 
  環境創造学専攻 
 
   修士課程 

 
 

2 

 
 

10 

 
 

－ 

 
 

20 

 
 

修士（工学） 

 
 

0.40 

 
 

平成 14 年度 



－6－ 

 

既 

設 

大 

学 

等 

の 

状 

況 

  建築学専攻 
 
   修士課程 

 
 

2 

 
 

16 

 
 

－ 

 
 

32 

 
 

修士（工学） 

 
 

1.18 

 
 

平成 14 年度 

愛知県名古

屋市天白区

塩釜口一丁

目 501 番地 

 

  電気電子・情報・材料工学専攻 
 
   博士後期課程 

 
 

3 

 
 

10 

 
 

－ 

 
 

30 

 
 

博士（工学） 

 
 

0.23 

 
 

平成 5 年度 

  機械工学専攻 
 
   博士後期課程 

 
 

3 

 
 

5 

 
 

－ 

 
 

15 

 
 

博士（工学） 

 
 

0.40 

 
 

平成 4 年度 

  社会環境デザイン工学専攻 
 
   博士後期課程 

 
 

3 

 
 

5 

 
 

－ 

 
 

15 

 
 

博士（工学） 

 
 

0.13 

 
 

平成 4 年度 

大学院農学研究科 
  農学専攻 
 
   修士課程 
 
   博士後期課程 

 
 
 

2 
 

3 

 
 
 

20 
 

5 

 
 
 

－ 
 

－ 

 
 
 

40 
 

15 

 
 
 

修士（農学） 
 

博士（農学） 

 
 
 

1.72 
 

0.20 

 
 
 

昭和 48 年度 
 

昭和 51 年度 

〔基礎学部〕 
農学部 
 生物資源学科 
 応用生物化学科 
 生物環境科学科 

大学院薬学研究科 
薬学専攻 
 

博士課程（4 年制） 

 
 
 

4 

 
 
 

4 

 
 
 

－ 

 
 
 

4 

 
 
 

博士（薬学） 

 
 
 

2.25 

 
 
 

平成 24 年度 

愛知県名古

屋市天白区

八事山 150
番地 

〔基礎学部〕 
薬学部 
薬学科（6 年制） 

大学院薬学研究科 
薬学専攻 

 
   博士後期課程 

 
 

 
3 

 
 
 

－ 

 
 
 

－ 

 
 
 

20 

 
 
 

博士（薬学） 

 
 
 

－ 

 
 
 

平成 46 年度 

〔基礎学部〕 
薬学部 
薬学科（4 年制） 

 医療薬学科 
（4 年制） 

平成 24 年 4 月から、

学生募集停止（薬学専

攻博士後期課程） 
大学院都市情報学研究科 
  都市情報学専攻 
 
   修士課程 
 
   博士後期課程 

 
 
 

2 
 

3 

 
 
 

8 
 

4 

 
 
 

－ 
 

－ 

 
 
 

16 
 

12 

 

 

 

修士 
（都市情報学） 

博士 
（都市情報学） 

 
 
 

1.06 
 

0.41 

 
 
 

平成 11 年度 
 

平成 13 年度 

岐阜県可児

市虹ヶ丘四

丁目3番の3 

〔基礎学部〕 
都市情報学部 
 都市情報学科 

大学院人間学研究科 
   人間学専攻 
 
   修士課程 

 
 
 

2 

 
 
 

8 

 
 
 

－ 

 
 
 

16 

 
 
 

修士（人間学） 

 
 
 

0.25 

 
 
 

平成 23 年度 

愛知県名古

屋市天白区

塩釜口一丁

目 501 番地 

〔基礎学部〕 
人間学部 
 人間学科 

大学院総合学術研究科 
  総合学術専攻 
 
   博士前期課程 
 
   博士後期課程 

 
 
 

2 
 

3 

 
 
 

8 
 

4 

 
 
 

－ 
 

－ 

 
 
 

16 
 

12 

 
 
 

修士（学術） 
 

博士（学術） 

 
 
 

0.43 
 

0.33 

 
 
 

平成 14 年度 
 

平成 14 年度 

 

大学院大学・学校づくり研究科 
  大学・学校づくり専攻 
 
   修士課程 

 
 
 

2 

 
 
 

10 

 
 
 

－ 

 
 
 

20 

 

 

 

修士 
（教育経営） 

 
 
 

0.45 

 
 
 

平成 18 年度 

 



－7－ 

 
 

既
設
大
学
等
の
状
況 

大学院法務研究科 
  法務専攻 
 
   専門職学位課程 

 
 
 

3 

 
 
 

40 

 
 
 

－ 

 
 
 

120 

 
 
 

法務博士 
（専門職） 

 
 
 

0.73 

 
 
 

平成 16 年度 

愛知県名古

屋市天白区

塩釜口一丁

目 501 番地 

〔基礎学部〕 
法学部 
 法学科 
 応用実務法学科 
平成 22 年 4 月から、

入学定員減 
（50→40） 

附属施設の概要 

名 称：理工学部実習棟（天白 3 号館） 
目 的：理工学部機械系学科（材料機能工学科、機械システム工学科、交通機械工学

科）に必要な附属工場として、実験・実習及び卒業研究に利用 
（主要施設：共同利用工場（機械、溶鍛等）、実験室（機械工作、溶接等）、

製図室） 
所 在 地：愛知県名古屋市天白区塩釜口一丁目 507 番地、505 番地 
設置年月：昭和 42 年 2 月 
規 模 等：4186.32 ㎡ 

 



学校法人名城大学 設置認可等に関わる組織の移行表 

平成２４年度                      平成２５年度 

 

名城大学     名城大学     
法学部 

法学科 

応用実務法学科 

 
360 
170 

 
－ 
－ 

 
1440 
680 

法学部 

法学科 

応用実務法学科 

 
360 
170 

 
－ 
－ 

 
1440 
680 

 

経営学部 

経営学科 

国際経営学科 

 
195 
90 

 
－ 
－ 

 
780 
360 

経営学部 

経営学科 

国際経営学科 

 
195 
90 

 
－ 
－ 

 
780 
360 

 

経済学部 

経済学科 

産業社会学科 

 
185 
100 

 
－ 
－ 

 
740 
400 

経済学部 

経済学科 

産業社会学科 

 
185 
100 

 
－ 
－ 

 
740 
400 

 

理工学部 

数学科 

情報工学科 

電気電子工学科 

材料機能工学科 

 

 

機械システム工学科 

 

交通機械工学科 

 

 

建設システム工学科 

 

環境創造学科 

建築学科 

 
85 

145 
145 
95 

 
 

145 
 

130 
 
 

130 
 

95 
135 

 
－ 
－ 
－ 
－ 
 
 
－ 
 
－ 
 
 
－ 
 
－ 
－ 

 
340 
580 
580 
380 

 
 

580 
 

520 
 
 

520 
 

380 
540 

理工学部 

数学科 

情報工学科 

電気電子工学科 

材料機能工学科 

応用化学科 

 

機械工学科 

 

交通機械工学科 

メカトロニクス工学科 

 

社会基盤デザイン工学科 

 

環境創造学科 

建築学科 

 
85 

145 
130 
65 
60 

 
120 

 
110 
75 

 
90 

 
90 

135 

 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
 
－ 
 
－ 
－ 
 
－ 
 
－ 
－ 

 
340 
580 
520 
260 
240 

 
480 

 
440 
300 

 
360 

 
360 
540 

 
 
 
入学定員変更 
入学定員変更 
学部の学科の設置

（届出） 
学科の名称変更 
及び入学定員変更 
入学定員変更 
学部の学科の設置

（届出） 
学科の名称変更 
及び入学定員変更 
入学定員変更 
 

農学部 

生物資源学科 

応用生物化学科 

生物環境科学科 

 
100 
100 
100 

 
－ 
－ 
－ 

 
400 
400 
400 

農学部 

生物資源学科 

応用生物化学科 

生物環境科学科 

 
100 
100 
100 

 
－ 
－ 
－ 

 
400 
400 
400 

 

薬学部 

薬学科（6年制） 

 
250 

 
－ 

 
1500 

薬学部 

薬学科（6年制） 

 
250 

 
－ 

 
1500 

 

都市情報学部 

都市情報学科 

 
200 

 
－ 

 
800 

都市情報学部 

都市情報学科 

 
200 

 
－ 

 
800 

 

人間学部 

人間学科 

 
200 

 
－ 

 
800 

人間学部 

人間学科 

 
200 

 
－ 

 
800 

 

 
 

入学 
定員 

編入学 
定 員 

収容 
定員 

入学 
定員 

編入学 
定 員 

収容 
定員 変更事由 



学校法人名城大学 設置認可等に関わる組織の移行表 

平成２４年度                      平成２５年度 

 

名城大学大学院     名城大学大学院     
法学研究科 

法律学専攻(M) 

法律学専攻(D) 

 
15 
8 

 
－ 
－ 

 
30 
24 

法学研究科 

法律学専攻(M) 

法律学専攻(D) 

 
15 
8 

 
－ 
－ 

 
30 
24 

 

経営学研究科 

経営学専攻(M) 

経営学専攻(D) 

 
30 
3 

 
－ 
－ 

 
60 
9 

経営学研究科 

経営学専攻(M) 

経営学専攻(D) 

 
30 
3 

 
－ 
－ 

 
60 
9 

 

経済学研究科 

経済学専攻(M) 

経済学専攻(D) 

 
10 
3 

 
－ 
－ 

 
20 
9 

経済学研究科 

経済学専攻(M) 

経済学専攻(D) 

 
10 
3 

 
－ 
－ 

 
20 
9 

 

 理工学研究科 

数学専攻(M) 

数学専攻(D) 

 
8 
2 

 
－ 
－ 

 
16 
6 

 理工学研究科 

数学専攻(M) 

数学専攻(D) 

 
8 
2 

 
－ 
－ 

 
16 
6 

 

情報工学専攻(M) 30 － 60 情報工学専攻(M) 30 － 60  
電気電子工学専攻(M) 20 － 40 電気電子工学専攻(M) 20 － 40  
材料機能工学専攻(M) 30 － 60 材料機能工学専攻(M) 30 － 60  
機械システム工学専攻(M)  20 － 40 機械システム工学専攻(M) 20 － 40  
交通科学専攻(M) 16 － 32 交通科学専攻(M) 16 － 32  
建設システム工学専攻(M) 20 － 40 建設システム工学専攻(M) 20 － 40  
環境創造学専攻(M) 10 － 20 環境創造学専攻(M) 10 － 20  
建築学専攻(M) 16 － 32 建築学専攻(M) 16 － 32  
電気電子・情報・材料工学専攻(D) 10 － 30 電気電子・情報・材料工学専攻(D) 10 － 30  
機械工学専攻(D) 5 － 15 機械工学専攻(D) 5 － 15  
社会環境デザイン工学専攻(D) 5 － 15 社会環境デザイン工学専攻(D) 5 － 15  

農学研究科 

農学専攻(M) 

 
20 

 
－ 

 
40 

農学研究科 

農学専攻(M) 

 
20 

 
－ 

 
40 

 

農学専攻(D) 5 － 15 農学専攻(D) 5 － 15  
薬学研究科 

薬学専攻(D)(4 年制） 

 
4 

 
－ 

 
16 

薬学研究科 

薬学専攻(D)(4 年制) 

 
4 

 
－ 

 
16  

都市情報学研究科 

都市情報学専攻(M) 

都市情報学専攻(D) 

 
8 
4 

 
－ 
－ 

 
16 
12 

都市情報学研究科 

都市情報学専攻(M) 

都市情報学専攻(D) 

 
8 
4 

 
－ 
－ 

 
16 
12 

 

人間学研究科 

人間学専攻(M) 

 
8 

 
－ 

 
16 

人間学研究科 

人間学専攻(M) 

 
8 

 
－ 

 
16 

 

総合学術研究科 

総合学術専攻(M) 

総合学術専攻(D) 

 
8 
4 

 
－ 
－ 

 
16 
12 

総合学術研究科 

総合学術専攻(M) 

総合学術専攻(D) 

 
8 
4 

 
－ 
－ 

 
16 
12 

大学・学校づくり研究科 

大学・学校づくり専攻(M) 

 
10 

 
－ 

 
20 

大学・学校づくり研究科 

大学・学校づくり専攻(M) 

 
10 

 
－ 

 
20 

 

法務研究科 

法務専攻（P） 

 
40 

 
－ 

 
120 

法務研究科 

法務専攻（P） 

 
40 

 
－ 

 
120 

 

 

入学 
定員 

編入学 
定 員 

収容 
定員 

入学 
定員 

編入学 
定 員 

収容 
定員 変更事由 



- 1 - 
 

様式第２号（その２の１） 
      

教 育 課 程 等 の 概 要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 

配当 

年次 

単位数 授業形態 専任教員等の配置 

備考 必 

修 

選 

択 

自 

由 

講 

義 

演 

習 

実
験
・
実
習 

教 

授 

准
教
授 

講 
師 

助 

教 
助 

手 

総 

合 

基 

礎 

部 

門 

英語コミュニケーションⅠ 1 前 1 
  

○ 
       

兼 3  

英語コミュニケーションⅡ 1 後 1 
  

○ 
       

兼 3  

英語コミュニケーションⅢ 2 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 3  

英語コミュニケーションⅣ 2 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 3  

プラクティカル･イングリッシュⅠ 3 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

プラクティカル･イングリッシュⅡ 3 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

ドイツ語Ⅰ 1 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

ドイツ語Ⅱ 1 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

ドイツ語Ⅲ 2 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

ドイツ語Ⅳ 2 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

フランス語Ⅰ 1 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

フランス語Ⅱ 1 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

フランス語Ⅲ 2 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

フランス語Ⅳ 2 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

中国語Ⅰ 1 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

中国語Ⅱ 1 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

中国語Ⅲ 2 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

中国語Ⅳ 2 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

体育科学Ⅰ 1 前 
 

1 
   

○ 
     

兼 2  

体育科学Ⅱ 1 後 
 

1 
   

○ 
     

兼 2  

体育科学Ⅲ 2 前 
 

1 
   

○ 
     

兼 5  

体育科学Ⅳ 2 後 
 

1 
   

○ 
     

兼 5  

人文科学基礎Ⅰ 1 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 2  

人文科学基礎Ⅱ 1 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 2  

社会科学基礎Ⅰ 1 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 2  

社会科学基礎Ⅱ 1 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 2  

アジア文化論Ⅰ 2 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 2  

アジア文化論Ⅱ 2 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 2  

欧米文化論Ⅰ 2 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 3  

欧米文化論Ⅱ 2 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 3  

国際関係論 3 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

文学 3 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

日本国憲法 3 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 2  

国際経済論 3 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

心理学 3 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 2  

基礎ゼミナールⅠ 1 前 
  

1 
 

○ 
 

5 3 
 

2 
 

兼 138 学部共通 

基礎ゼミナールⅡ 1 後 
  

1 
 

○ 
 

5 3 
 

2 
 

兼 138 学部共通 

小計（37科目） － 2 46 2 － 5 3 0 2 0 兼 168 － 

専

門

教

育

部

門 

微分積分Ⅰ 1 前 2  
 

○ 
       

兼 1  

微分積分Ⅱ 1 後 2  
 

○ 
       

兼 1  

線形代数Ⅰ 1 前 2  
 

○ 
       

兼 1  

線形代数Ⅱ 1 後 2  
 

○ 
       

兼 1  

物理学Ⅰ 1 前 
 

2 
 

○ 
  

1 1 
   

兼 1  

物理学Ⅱ 1 後 
 

2 
 

○ 
  

1 1 
   

兼 1  

物理学演習 1 後   1 
  

○ 
      

兼 1  

物理学実験Ⅰ 1 前   1 
   

○ 1 
  

1 
 

兼 1  



- 2 - 
 

科目 

区分 
授業科目の名称 

配当 

年次 

単位数 授業形態 専任教員等の配置 

備考 必 

修 

選 

択 

自 

由 

講 

義 

演 

習 

実
験
・
実
習 

教 

授 

准
教
授 

講 

師 

助 

教 

助 

手 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

物理学実験Ⅱ 1 後   1 
   

○ 1 
  

1 
 

兼 1  

化学Ⅰ 1 前 2 
  

○ 
       

兼 1  

化学Ⅱ 1 後 2 
  

○ 
       

兼 1  

化学実験Ⅰ 1 前   1 
   

○ 
     

兼 2  

化学実験Ⅱ 1 後   1 
   

○ 
     

兼 2  

地学Ⅰ 2 前   2  
 

○ 
       

兼 1  

地学Ⅱ 2 後   2  
 

○ 
       

兼 1  

地学実験Ⅰ 2 前   1  
   

○ 
     

兼 2  

地学実験Ⅱ 2 後   1  
   

○ 
     

兼 2  

生物学 1 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

生物学実験 2 前 
 

1 
   

○ 
     

兼 1 集中 

理工学概論 1 前 
 

2 
 

◯ 
  

1 
    

兼 10 オムニバス 

技術者倫理 2 後 2   
 

○ 
       

兼 1  

コンピューターリテラシー 1 前 2   
 

○ 
       

兼 1  

数学基礎演習Ⅰ 1 前     1 
 

○ 
      

兼 1  

数学基礎演習Ⅱ 1 後     1 
 

○ 
      

兼 1  

物理学基礎演習Ⅰ 1 前     1 
 

○ 
      

兼 1  

物理学基礎演習Ⅱ 1 後     1 
 

○ 
      

兼 1  

化学基礎演習Ⅰ 1 前     1 
 

○ 
      

兼 2  

化学基礎演習Ⅱ 1 後     1 
 

○ 
      

兼 2  

英語基礎演習Ⅰ 1 前     1 
 

○ 
      

兼 1  

英語基礎演習Ⅱ 1 後     1 
 

○ 
      

兼 1  

化学基礎論 1 前 2  
  

○ 
  

1 
     

 

応用化学数学 1 後   2 
 

○ 
     

1 
  

 

電磁気学 1 後   2 
 

○ 
  

1 
     

 

化学反応論 2 後   2 
 

○ 
  

1 
     

 

量子化学Ⅰ 2 前   2 
 

○ 
     

1 
  

 

量子化学Ⅱ 2 後   2 
 

○ 
     

1 
  

 

量子化学演習 2 後   1 
  

○ 
  

1 
    

 

有機化学Ⅰ 1 後   2 
 

○ 
  

1 
     

 

有機化学Ⅱ 2 前   2 
 

○ 
  

1 
     

 

有機化学演習 2 前   1 
  

○ 
 

1 
     

 

高分子化学 2 後   2 
 

○ 
   

1 
    

 

高分子物性 3 前   2 
 

○ 
   

1 
    

 

高分子材料 3 後   2 
 

○ 
       

兼 1  

生化学 3 前   2 
 

○ 
   

1 
    

 

生活支援化学 3 後   2 
 

○ 
   

1 
    

 

コロイド化学 3 前   2 
 

○ 
   

1 
    

 

複合材料 3 後   2 
 

○ 
       

兼 1  

物理化学Ⅰ 1 後   2 
 

○ 
  

1 
     

 

物理化学Ⅱ 2 前   2 
 

○ 
  

1 
     

 

物理化学演習 2 前   1 
 

 ○ 
 

1 
     

 

化学工学 2 後   2 
 

○ 
       

兼 1  

物質構造学 2 後   2 
 

○ 
   

1 
    

 

固体物性化学 3 前 
 

2 
 

○ 
  

1 
     

 

金属材料 3 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

電子材料 3 前 
 

2 
 

○ 
     

1 
  

 

半導体工学 3 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

流動現象学 3 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

無機化学Ⅰ 1 後 
 

2 
 

○ 
  

1 
     

 

無機化学Ⅱ 2 前 
 

2 
 

○ 
  

1 
     

 

無機化学演習 2 前 
 

1 
 

 ○ 
    

1 
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科目 

区分 
授業科目の名称 

配当 

年次 

単位数 授業形態 専任教員等の配置 

備考 必 

修 

選 

択 

自 

由 

講 

義 

演 

習 

実
験
・
実
習 

教 

授 

准
教
授 

講 

師 

助 

教 

助 

手 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

化学結晶学 2 前 
 

2 
 

○ 
  

1 
     

 

錯体化学 2 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

触媒化学 3 前 
 

2 
 

○ 
     

1 
  

 

環境材料 3 後 
 

2 
 

○ 
   

1 
 

1 
  

オムニバス 

表面工学 3 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

電気化学 3 前 
 

2 
 

○ 
  

1 
     

 

エネルギー化学 3 後  2 
 

○ 
  

1 
     

 

工業力学 2 後  2 
 

○ 
       

兼 1  

分析化学 2 後 
 

2 
 

○ 
  

1 
     

 

製図基礎 3 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

機械要素 3 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

機械設計・製図 3 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

真空工学 3 前 
 

2 
 

○ 
 

 
     

兼 1  

機器分析 3 後 
 

2 
 

○ 
 

 1 
     

 

先端化学 1 前 2 
  

○ 
  

5 3 
 

2 
  

オムニバス 

安全工学 1 前 2 
  

○ 
   

1 
    

 

実験技術論 1 後 
 

2 
 

○ 
   

1 
 

1 
  

オムニバス 

分離精製工学 2 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

科学表現論 3 前 
 

2 
 

○ 
   

1 
    

 

先端技術管理 3 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

応用化学実験Ⅰ 2 前 2 
    

○ 2 1 
 

1 
  

 

応用化学実験Ⅱ 2 後 2 
    

○ 1 2 
 

1 
  

 

応用化学実験Ⅲ 3 前 3 
    

○ 1 2 
 

1 
  

 

応用化学実験Ⅳ 3 後 2 
    

○ 3 1 
    

 

応用化学ゼミナール 3 後 2 
  

○  
 

5 3 
 

2 
  

オムニバス 

卒業研究 4 通 4 
   

○ 
 

5 3 
 

2 
  

 

小計（86科目） － 37 110 8 － 5 3 0 2 0 兼 3 8 － 

教 

科 

部 

門 

職業指導論Ⅰ 3 前 
  

2 ○  
 

 
    

兼１  

職業指導論Ⅱ 3 後 
  

2 ○  
 

 
    

兼１  

小計（2科目） － 0 0 4 － 0 0 0 0 0 兼１ － 

合計（125 科目） － 39 156 14 － 5 3 0 2 0 兼 180 － 

学位又は称号 学士（工学） 学位又は学科の分野 工学関係 

卒業要件及び履修方法 授業期間等 

（１）必修科目                39 単位 

（２）選択科目   総合基礎部門     18 単位以上 

          専門教育部門     67 単位以上 

          計          85 単位以上 

          合計        124 単位以上 

（履修科目の登録の上限：50単位（年間）） 

１学年の学期区分 2 学期  

１学期の授業期間 15 週  

１時限の授業時間 90 分  
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様式第２号（その２の１） 

      

教 育 課 程 等 の 概 要 

（理工学部 材料機能工学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 

配当 

年次 

単位数 授業形態 専任教員等の配置 

備考 必 

修 

選 

択 

自 

由 

講 

義 

演 

習 

実
験
・
実
習 

教 

授 

准
教
授 

講 
師 

助 

教 
助 

手 

総 

合 

基 

礎 

部 

門 

英語コミュニケーションⅠ 1 前 1 
  

○ 
       

兼 23  

英語コミュニケーションⅡ 1 後 1 
  

○ 
       

兼 23  

英語コミュニケーションⅢ 2 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 6  

英語コミュニケーションⅣ 2 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 6  

プラクティカル･イングリッシュⅠ 3 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

プラクティカル･イングリッシュⅡ 3 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

ドイツ語Ⅰ 1 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 8  

ドイツ語Ⅱ 1 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 8  

ドイツ語Ⅲ 2 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

ドイツ語Ⅳ 2 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

フランス語Ⅰ 1 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 9  

フランス語Ⅱ 1 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 9  

フランス語Ⅲ 2 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

フランス語Ⅳ 2 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 1  

中国語Ⅰ 1 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 10  

中国語Ⅱ 1 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 10  

中国語Ⅲ 2 前 
 

1 
 

○ 
       

兼 2  

中国語Ⅳ 2 後 
 

1 
 

○ 
       

兼 2  

体育科学Ⅰ 1 前 
 

1 
 

 
 

○ 
     

兼 12  

体育科学Ⅱ 1 後 
 

1 
 

 
 

○ 
     

兼 12  

体育科学Ⅲ 2 前 
 

1 
 

 
 

○ 
     

兼 3  

体育科学Ⅳ 2 後 
 

1 
 

 
 

○ 
     

兼 3  

人文科学基礎Ⅰ 1 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 3  

人文科学基礎Ⅱ 1 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 3  

社会科学基礎Ⅰ 1 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 3  

社会科学基礎Ⅱ 1 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 3  

アジア文化論Ⅰ 1 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 3  

アジア文化論Ⅱ 1 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 3  

欧米文化論Ⅰ 1 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 5  

欧米文化論Ⅱ 1 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 5  

文化人類学 1 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

文学 2 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 2  

日本国憲法 2 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 3 ※集中 

美学 2 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

心理学 2 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 5 ※集中 

基礎ゼミナールⅠ 1 前 
 

1 
 

 ○ 
      

兼 32  

基礎ゼミナールⅡ 1 後 
 

1 
 

 ○ 
      

兼 31  

総合講座Ⅰ 1･2･3･4 前 
  

1 ○ 
   

1 
   

兼 12 オムニバス 

総合講座Ⅱ 1･2･3･4 後 
  

1 ○ 
  

1 
    

兼 12 オムニバス 

小計（39科目） － 2 48 2 － 1 1 0 0 0 兼 140 － 

専

門

教

育

部

門 

数学Ⅰ 1 前 2 
  

○ 
       

兼 15  

数学Ⅱ 1 前 2 
  

○ 
       

兼 15  

数学Ⅲ 1 後 2 
  

○ 
       

兼 16  

数学Ⅳ 1 後 2 
  

○ 
       

兼 13  

物理学Ⅰ 1 前 2 
  

○ 
  

2 
    

兼 10  

物理学Ⅱ 1 後 2 
  

○ 
  

2 
    

兼 10  
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科目 

区分 
授業科目の名称 

配当 

年次 

単位数 授業形態 専任教員等の配置 

備考 必 

修 

選 

択 

自 

由 

講 

義 

演 

習 

実
験
・
実
習 

教 

授 

准
教
授 

講 

師 

助 

教 

助 

手 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

物理学Ⅲ 2 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

物理学演習 1 後 
 

1 
  

○ 
      

兼 12  

物理学実験Ⅰ 1 前 
 

1 
   

○ 4 1 
 

1 
 

兼 16  

物理学実験Ⅱ 1 後 
 

1 
   

○ 4 1 
 

1 
 

兼 16  

化学Ⅰ 1 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 10  

化学Ⅱ 1 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 10  

化学実験Ⅰ 1 後 
 

1 
   

○ 
     

兼 5  

化学実験Ⅱ 2 前 
 

1 
   

○ 
     

兼 3  

地学Ⅰ 2 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

地学Ⅱ 2 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

地学実験Ⅰ 2 前 
 

1 
   

○ 
     

兼 2  

地学実験Ⅱ 2 後 
 

1 
   

○ 
     

兼 2  

環境倫理 1 後 2 
  

○ 
       

兼 5  

技術者倫理 1 前 2 
  

○ 
       

兼 5  

コンピューターサイエンス 1 前 2 
  

○ 
  

1 
    

兼 8  

コンピューターリテラシーⅠ 1 前 2 
  

○ 
       

兼 3  

コンピューターリテラシーⅡ 1 後 2 
  

○ 
       

兼 3  

理工学概論Ⅰ 1 前 2 
  

○ 
  

1 2 
   

兼 33 オムニバス 

理工学概論Ⅱ 1 後 2 
  

○ 
   

2 
   

兼 44 オムニバス 

数学基礎演習Ⅰ 1 前 
  

1 
 

○  
     

兼 3  

数学基礎演習Ⅱ 1 後 
  

1 
 

○  
     

兼 3  

物理学基礎演習Ⅰ 1 前 
  

1 
 

○  
     

兼 4  

物理学基礎演習Ⅱ 1 後 
  

1 
 

○  
     

兼 4  

化学基礎演習Ⅰ 1 前 
  

1 
 

○ 
      

兼 2  

化学基礎演習Ⅱ 1 後 
  

1 
 

○ 
      

兼 2  

英語基礎演習Ⅰ 1 前 
  

1 
 

○ 
      

兼 3  

英語基礎演習Ⅱ 1 後 
  

1 
 

○ 
      

兼 3  

図学 2 後 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

応用数学Ⅰ 2 前 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

応用数学Ⅱ 2 前 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

応用数学Ⅲ 2 前 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

電気磁気学Ⅰ 2 前 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

電気磁気学Ⅱ 2 後 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

電気磁気学Ⅲ 3 前 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

量子力学Ⅰ 2 後 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

量子力学Ⅱ 3 前 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

量子力学Ⅲ 3 後 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

量子力学演習Ⅰ 2 後 
 

1 
  

○ 
  

1 
   

  

量子力学演習Ⅱ 3 前 
 

1 
  

○ 
      

 H24 年度開講せず 

電子回路設計・製作 2 前 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

電気回路基礎 2 前 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

アナログ電子回路 2 後 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

デジタル電子回路 3 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

物性基礎論Ⅰ 2 前 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

物性基礎論Ⅱ 2 後 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

物性基礎論演習Ⅰ 2 前 
 

1 
  

○ 
    

1 
 

  

物性基礎論演習Ⅱ 2 後 
 

1 
  

○ 
 

1 
    

  

熱力学 2 前 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

統計力学 2 後 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

結晶材料Ⅰ 2 後 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

結晶材料Ⅱ 3 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

結晶材料Ⅲ 3 後 
 

2 
 

○ 
  

1 
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科目 

区分 
授業科目の名称 

配当 

年次 

単位数 授業形態 専任教員等の配置 

備考 必 

修 

選 

択 

自 

由 

講 

義 

演 

習 

実
験
・
実
習 

教 

授 

准
教
授 

講 

師 

助 

教 

助 

手 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

材料加工学Ⅰ 3 前 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

材料加工学Ⅱ 3 後 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

機械要素 4 前 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

半導体基礎論 3 前 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

半導体工学 3 後  2 
 

○ 
   

1 
   

  

電子デバイス工学 4 前  2 
 

○ 
  

1 
    

  

磁性体工学 3 前 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

誘電体工学 3 後 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

金属材料 3 前 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

機能性複合材料 3 後 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

セラミックス材料 3 後 
 

2 
 

○ 
       

兼 1  

有機材料 3 後 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

材料力学Ⅰ 2 後 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

材料力学Ⅱ 3 前 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

材料力学演習Ⅰ 2 後 
 

1 
  

○ 
 

1 
    

  

材料力学演習Ⅱ 3 前 
 

1 
  

○ 
      

 H24 年度開講せず 

材料強度学 3 後 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

材料設計学Ⅰ 3 前 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

材料設計学Ⅱ 3 後 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

機械設計・製図 3 後 
 

2 
 

○ 
   

1 
   

  

構造解析学Ⅰ 3 前 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

構造解析学Ⅱ 3 後 
 

2 
 

○ 
  

1 
    

  

計測信号処理 4 前 
 

2 
 

○  
 

1 
    

  

分析化学 2 前 
 

2 
 

○  
 

1 
    

  

材料機能工学実験Ⅰ 2 後 2 
   

 ○ 2 1 
 

1 
 

兼 6  

材料機能工学実験Ⅱ 3 前 2 
   

 ○ 3 1 
 

1 
 

兼 5  

材料機能工学実験Ⅲ 3 後 2 
   

 ○ 6 3 
   

兼 7  

材料機能ゼミナール 3 後 
 

1 
  

○ 
 

10 5 
 

1 
 

  

卒業研究 4 通 4 
   

○ 
 

10 5 
 

1 
 

  

小計（87科目） － 36 110 8 － 10 5 0 1 0 兼 162 － 

教 
科 

部 

門 

生物学Ⅰ 1 後 
  

2 ○  
 

 
    

兼 1  

生物学Ⅱ 1 後 
  

2 ○  
 

 
     

H24 年度開講せず 

生物学実験Ⅰ 2 前 
  

1 
 

 ○  
    

兼 1 集中 

生物学実験Ⅱ 2 後 
  

1 
 

 ○  
    

兼 1 集中 

職業指導論Ⅰ 3 前 
  

2 ○  
 

 
    

兼 1  

職業指導論Ⅱ 3 後 
  

2 ○  
 

 
     

H24 年度開講せず 

小計（6科目） － 0 0 10 － 0 0 0 0 0 兼 2 － 

合計（132 科目） － 38 158 20 － 10 5 0 1 0 兼 269 － 

学位又は称号 学士（工学） 学位又は学科の分野 工学関係 

卒業要件及び履修方法 授業期間等 

（１）必修科目                38 単位 

（２）選択科目   総合基礎部門     18 単位以上 

          専門教育部門     68 単位以上 

          計          86 単位以上 

          合計        124 単位以上 

（履修科目の登録の上限：50単位（年間）） 

１学年の学期区分 2 学期  

１学期の授業期間 15 週  

１時限の授業時間 90 分  
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様式第２号（その３の１） 

 
授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

総 

合 

基 

礎 

部 
門 

英語コミュニケ

ーションⅠ 

 英語コミュニケーションⅠの学習目標は、高校までに習得

してきた英語の語彙、基本構造を徹底して再確認することに

設定される。広範な文献読解、基本的な表現法、リスニング

の実体験を通じて積極的に英語に親しんでいく。この授業科

目を通じて、英語を単文単位で運用できる基礎能力の獲得を

目指す。 

 

英語コミュニケ

ーションⅡ 

 英語コミュニケーションⅡの学習目標は、英語コミュニケ

ーションⅠに準じ、そこで習得された英語運用能力を発展さ

せ、複雑な文章構造にも対応できる理解力を養成することで

ある。英検、TOEIC などの検定試験にも対応できるよう、

英語表現のさらなる発展的な学習を目指す。この授業科目を

通じて、複文、重文単位で運用できる英語能力の獲得を目指

す。 

 

英語コミュニケ

ーションⅢ 

 英語コミュニケーションⅢは、英語コミュニケーション

Ⅰ・Ⅱを受け、理工学部生が専門英語を読み解く際、役に立

つ英語の基本的な構文や構造を意識的に学習していく。さら

には語彙の広範囲化や、複雑な文構造の分析能力の獲得を目

指す。 

 

英語コミュニケ

ーションⅣ 

 英語コミュニケーションⅣは、英語コミュニケーションⅠ

～Ⅲを通じて学んできた学習内容を総合的に理解し、リーデ

ィング･スピーキング･リスニングの各場面において実際的

な場面を想定しつつ、科学に関する英語表現をマスターし

て、国際レベルで活躍するために求められる英語を活用でき

る能力の向上を目指す。 

 

プラクティカル･

イングリッシュ

Ⅰ 

 会話・プレゼンテーション・（プレゼンテーションの内容

に基づく）エッセイライティングを通じ、spoken English、
written English 双方の能力をのばす。授業最初の 15 分を

プレゼンテーションにあて、あとの時間に会話練習を行う。

プレゼンテーションについては、クラスを 3～4 人のグルー

プに分け、グループごとにプレゼンテーションに取り組む。

発表の後、発表内容に基づくエッセイを提出し、教師からの

指導を受ける。この授業科目を通じて、国際的場面で運用可

能な英語能力の獲得を目指す。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

総 

合 

基 

礎 

部 

門 

プラクティカル･

イングリッシュⅡ 

 プラクティカル・イングリッシュⅠで学習した内容および

技能を、理工学部の学生として自発的に発信できる程度まで

さらに発展させることを目指す。授業の形式は、プラクティ

カル・イングリッシュⅠと同様である。この授業では、特に、

会話の練習と、プレゼンテーション・エッセイライティング

に取り組むこととする。プレゼンテーションの題目は、日本・

日本文化、科学・環境問題等、受講生が最も現在興味あるこ

とを英語で表現することを試みる。 

 

ドイツ語Ⅰ  ドイツ語Ⅰは、初めてドイツ語を学ぶ学生のための入門コ

ースである。まず簡単な導入授業（ヨーロッパ言語の中のド

イツ語について）を行ない、発音の規則を概説した後、基礎

的な文法事項を学習する。初級文法の 2 本の柱は動詞と名詞

であり、動詞領域では人称変化、名詞領域においては名詞の

性・数・格、冠詞等の格変化、前置詞などを重点的に扱うこ

とになる。その過程で基本語彙や表現を修得させ、併せてド

イツ語の文の構造に対する感覚を養う。 

 

ドイツ語Ⅱ  ドイツ語Ⅱは、ドイツ語Ｉにおいて扱った文法事項を踏ま

えつつ、さらに基礎的知識の理解を深めさせる。まずドイツ

語特有の動詞（分離動詞・非分離動詞）、助動詞、動詞の時制・

法について学び、さらに関係代名詞、受動態等、より高度な

内容を扱うことにより、初級文法を完成させる。Ⅱを終了し

た段階で、易しい文章であれば、辞書を片手に読めるような

学力の養成を目指す。 

 

ドイツ語Ⅲ ドイツ語Ｉ・Ⅱを踏まえた上で、一定の内容のあるドイツ

語を読みこなしていく。その過程で、これまでに獲得した、

ドイツ語に関するそれ自体多量の知識を整理・統合し、応用

していくことになる。平行して初級文法の重点的な復習を行

ない、またＩ・Ⅱでは扱いきれなかった文法事項などを学習

しつつ、文章の文法的構成を把握させ、ドイツ文の読解能力

の向上を目指す。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

総 

合 

基 

礎 

部 

門 

ドイツ語Ⅳ  ドイツ語Ⅲを引き継いで、中級ドイツ語への橋渡しの学習

を行う。基本文法の復習を継続し、総合的な運用能力のさら

なる向上を図りつつ、中級ドイツ語のテクストを読解する力

を涵養する。ドイツ語はヨーロッパ言語の特性をかなり明瞭

な形で保持しており、その理解を深めることによって、学習

者の言語能力一般の向上をも目指す。 

 

フランス語Ⅰ  初めてフランス語を学ぶ学生のための入門コース。フラン

ス語の学習は、外国語を身につけるという実践的な効用のみ

ならず、フランス語を母国語とする人々の生き方、考え方、

感受性等を理解することにも繋がる。発音からはじめて初級

文法を学びながら、基本表現の習得を通じてフランス語に親

しむことを目的とする。単に文法の知識を詰め込むのではな

く、ごく身近な日常表現を覚えるなど、「使えるフランス語」

を体得させる。 

 

フランス語Ⅱ  フランス語Ⅰに引き続いて初級文法の基礎知識を学びなが

ら、簡単な日常会話に慣れるだけでなく、平易な文が読める

ような学力を養う。文法に関しては、動詞の様々な時制、法、

中性代名詞、関係代名詞の他、受動態など、フランス語固有

の表現形式にも触れる。新たにⅡで獲得した知識を、Ⅰで獲

得したものと整理・統合し、初級文法を完成させる。学生の

希望により、仏語検定の問題にも取り組みたい。 

 

フランス語Ⅲ  フランス語Ⅰ・Ⅱで学習した文法の知識を補足しながら、

平易なテキストを読み、フランス語の運用能力を身につける。

文法に関してはフランス語の時制を中心に復習し、フランス

語特有の論理を学ぶ。テキストの読解を中心に授業を進める

が、併せてできるだけ多くのフランス語に触れて、聞き取り、

発音の訓練を行う。言語能力の向上とともに、広く社会、歴

史、科学、文化に関する教養を養うことにもなる。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

総 

合 

基 

礎 
部 
門 

フランス語Ⅳ  フランス語Ⅲで始めたテキストの読解を継続し、読解力を

深める。文法的には、時制の一致、完了など、様々な動詞の

形を中心に学ぶ。まとまったテキストを正確に読むためには、

一般的な文法の知識のみならず、社会、歴史、科学、文化に

関する知識が不可欠となる。このような総合的観点から、フ

ランス語テキストの読解を訓練し、深く読み、深く考える訓

練を行う。 

 

中国語Ⅰ  この授業では、中国語の特徴や入門レベルでの表現形式を

学んでいくが、その際、我々の母語である日本語、あるいは

既習外国語である英語と比較しながら、中国語について学習

していく。さらに外国語を学習することは、当該言語を使用

している民族や地域の文化、ものの考え方、認識の仕方を学

び、異文化を理解することでもある。したがって、この授業

では、中国語について学ぶだけでなく、同時に、中国語話者

のものの見方や考え方についても理解を深めていくことを目

的とする。 

 

中国語Ⅱ  中国語Ⅰに引き続いて初級文法の基礎知識を学びながら、

個々の文法規則が相互に関連し合って、ひとつの体系を形作

る様を実感できるようにする。その過程で、簡単な日常会話

に慣れるだけでなく、平易な文が読めるような学力を養う。 

 

中国語Ⅲ  中級レベルの文章表現を教材として用いて中国語の表現の

特徴を解説し、構文を把握するなど、総合的な運用能力の向

上を図ることを、講義の柱の一つとする｡加えて、本文の内容

を理解することにより、中国という地域の歴史の長さ、中華

民族の自己の文化に対する自尊心の高さ、改革・解放後の急

速な経済発展による現代社会の危うさなど、中国社会や文化

について理解を深めることをもう一つの柱とする。 

 

中国語Ⅳ  中国語Ⅲで始めたテキストの読解を継続し読解力を深め

る。まとまったテキストを正確に読むためには、一般的な文

法の知識のみならず、社会、歴史、科学、文化に関する知識

が不可欠となる。このような総合的観点から、中国語テキス

トの読解を訓練し、深く読み、深く考える訓練を行い、総合

的な運用能力のさらなる涵養を目指す。 

 



5 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

総 

合 

基 

礎 
部 

門 

体育科学Ⅰ  運動・スポーツに積極的に参加し体力の保持増進に努める

とともに、自ら運動処方を作成する能力を養う。また運動・

スポーツによって得られるチームワークを深め、社会に必要

な人間性、協調性を涵養する。開講コースから 1 コースを選

択する。後半 2 回は講義を行う。なお、開講実技種目は曜日・

時限によって異なるが、バスケットボール、バレーボール、

卓球、フィットネス、サッカー、ソフトボール、テニスが予

定されている。 

 

体育科学Ⅱ  運動・スポーツを通じて体力を向上させ、かつ自らの体力

を把握し、運動処方を作成する能力を養う。また運動・スポ

ーツによって得られるチームワークを深めるとともに、社会

に必要な人間性、協調性を養う。開講コースから 1 コースを

選択する。原則として体育科学Ⅰとは異なる種目を選択する。

後半 2 回は講義を行う。なお、開講実技種目は曜日・時限に

よって異なるが、バスケットボール、バレーボール、卓球、

フィットネス、サッカー、ソフトボール、テニスが予定され

ている。 

 

体育科学Ⅲ  健康の保持増進を目的として、運動・スポーツによって体

力の向上に努めるとともに、個人の実状に応じた運動処方を

作成する能力を養う。また、運動・スポーツを通じて社会性、

協調性、そして豊かな人間性を涵養する。開講コースから 1
コースを選択する。後半 2 回は講義を行う。なお、開講実技

種目は曜日・時限によって異なるが、バレーボール、卓球、

サッカー、ソフトボール、テニス、バドミントン、フットサ

ルが予定されている。 

 

体育科学Ⅳ  前期開講の体育科学Ⅲに引き続き、健康の保持増進を目的

として、運動・スポーツによって体力の向上に努めるととも

に、個人の実状に応じた運動処方を作成する能力を養う。ま

た、運動・スポーツを通じて社会性、協調性、そして豊かな

人間性を涵養する。開講コースから 1 コースを選択する。原

則として体育科学Ⅲとは異なる種目を選択する。後半 2 回は

講義を行う。なお、開講実技種目は曜日・時限によって異な

るが、バレーボール、卓球、サッカー、ソフトボール、テニ

ス、バドミントン、フットサルが予定されている。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

総 

合 

基 

礎 
部 

門 

人文科学基礎Ⅰ  人間の存在の意味を問う授業としてこれは設定され、哲学、

心理学、倫理学の基礎的体系を学ぶ。それと同時に、これら

学問の枠にとらわれることなく、文学や美学などの様々な学

問体系を援用し、かつまた具体的事例の分析を通し、できる

限り実証的方法によって人間の持つ精神面の理解を深めるよ

うにし、理工系の大学生に必要とされる基礎教養の獲得を目

指す。 

 

人文科学基礎Ⅱ  人文科学基礎Ｉを引継ぎ、ややもすれば無機質的な理工学

系学問の習得から生じる「物質的現実世界」だけにとらわれ

ずに、「精神的現実世界」をも深く探求するための新しい価値

観を学ぶ。かつまた、高度に組織化された産業社会の、とも

すれば人間疎外の起こりやすい環境の中での人間関係のあり

方を具体的事例の分析を通し実証的に追求し、総合的な判断

力、思考力、教養力の向上を目指す。 

 

社会科学基礎Ⅰ  社会科学とは、社会環境と人間との相互関係を科学的に明

らかにする学問体系のことで、この授業では先ず、我々が存

在する社会が、歴史的にも空間的にも相対的条件の産物であ

ることを、具体的事例を通して学ぶ。これらを総合的に学ぶ

ことにより、社会・歴史・文化的事象に関する基礎教養の獲

得を目指す。 

 

社会科学基礎Ⅱ  社会科学基礎Ｉを承け、社会環境を相対化することにより、

幅広い社会観を修得し、特に国際的感性を高める。ここでは

主に、従来の学問分野では歴史学、社会学、民族学などの基

礎を学ぶとともに、学際的分野の授業として設定されている。 

この授業科目を通じて、人類の歴史・文化の特徴的な在り方

を多方面から学ぶことで、国際レベルで活躍するに相応しい

判断力・思考力・教養力の向上を目指す。 

 

アジア文化論Ⅰ  アジア文化論Ⅰで扱う学問領域は、主に当該地域に関連す

る文学と歴史学である。ここではアジアという地域を媒体と

して、それぞれの文化・国民性・歴史的背景などを学ぶこと

により、具体的なイメージとして地域文化を理解する。国際

理解の出発点として、アジア地域の異文化を歴史・文学など

多角的側面から解明することにより、国際的な地域社会理解

の基礎と背景を修得し、人文社会理解と国際理解を深めるこ

とを主眼とする。 
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様式第２号（その３の１） 
 

授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

総 

合 

基 

礎 

部 

門 

アジア文化論Ⅱ  アジア文化論Ⅱで扱う学問領域は、主に当該地域に関連す

る経済学・社会学・文化人類学など多岐にわたる。ここでは

アジア文化論Ⅰでの修得を基礎とし、的確に現実社会を理解

するため、当該地域の産業・環境といったより具体的、現実

的諸問題を社会的な意識へと発展させる。こうした多面的な

理解を踏まえたうえで、世界の中でのアジアとしての役割、

位置づけなど、幅広い認識のうえに国際的視野を修得する。 

 

欧米文化論Ⅰ  欧米文化論Ⅰで扱う学問領域は、主に当該地域に関連する

文学と歴史学である。ここでは欧米という地域を媒体として、

それぞれの文化・国民性・歴史的背景などを学ぶことにより、

具体的なイメージとして地域文化を理解する。国際理解の出

発点として、欧米地域の異文化を歴史・文学など多角的側面

から解明することにより、国際的な地域社会理解の基礎と背

景を修得し、人文社会理解と国際理解を深めることを主眼と

する。 

 

欧米文化論Ⅱ  欧米文化論Ⅱで扱う学問領域は、主に当該地域に関連する

経済学・社会学・文化人類学など多岐にわたる。ここでは欧

米文化論Ｉでの修得を基礎とし、的確に現実社会を理解する

ため、当該地域の産業・環境といったより具体的、現実的諸

問題を社会的な意識へと発展させる。こうした多面的な理解

を踏まえたうえで、世界の中での欧米としての役割、位置づ

けなど、幅広い認識のうえに国際的視野を修得する。 
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様式第２号（その３の１） 
 

授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

総 

合 

基 

礎 

部 
門 

国際関係論  地球上のどの国も「世界」というネットワーク・システム

の各結節点である以上、孤立した存在ではありえない。「国内」

政治と「国際」政治が直接、間接にリンクする実情からして、

国家間関係というシステムの構造や特徴を理解することは、

世界市民でもある私たちにとって必要不可欠な課題と言え

る。この講義を通じて、国際関係に特有のシステムを理解し

た受講生が、社会に出た後も自ら思考力と想像力とを働かせ、

例えば国際社会における秩序形成と関連して、日本の社会政

策や安全保障について内省する契機を得られるよう配慮した

い。 

 

文学  この授業では、さまざまな作品の読解を通じて、人間の内

部世界に展開される文学的現象を読み解くことで、感情世界

の豊かな育成および、人間社会の論理を超えた想像力の不思

議に対する視座の獲得に努める。 

 

日本国憲法  「憲法を学ぶ」ためには、憲法になにが書かれているかを

知るということだけでなく、なぜ憲法がそのように書かれて

いるのかを知る必要がある。憲法は国家としての日本の「か

たち」を定めるが、そこにはそれを理念的に支える「憲法の

原理」がある。この授業では現在の日本が抱える憲法問題を

題材にしながら、国家と社会のあるべき関わり方、人権を保

障する意義、国民主権の実現方法などを「憲法の原理」から

再考する。 

 

国際経済論 日常的に触れながら、なかなか体系的な理解の進まないの

が経済という主題である。ますますグローバル化の進む世界

の一員たる私たちは、グローバリゼーションが今や、まず「経

済の」グローバル化として認識される以上、経済のイロハを

知らずに済ますことは難しくなっている。本講義では、やが

て社会人として自立する理工系の学生にとっても必須の知識

となりうる、国際経済に関する基礎的な専門用語や概念を学

ぶことを通して、国際経済の基本的構造、ひいては「経済」

とはそもそも何かを理解する契機を提供する。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

総 

合 

基 

礎 

部 

門 

心理学  私たちは心の成り立ちと独自の働きに強い関心を抱いてい

るものの、それらを心理学的な観点から正しく理解している

わけでは、必ずしもない。人間の意識内で生起するさまざま

な現象に関する学問的知見を体系的に学ぶことは、私たちが

生きるうえで必要不可欠な知的営為である。この講義では、

そうした心理学の概要を学ぶ。人間存在を深い次元で決定づ

ける精神性や心理構造に対する分析力、理解力の獲得を目指

す。 

 

基礎ゼミナールⅠ  基礎ゼミナールⅠでは、学科間の壁を越え、演習形式によ

る授業を行う。担当する教員の専門領域に応じて、様々なテ

ーマを取り上げる中で、①大学における学びのコツと工夫、

②レポート等文章課題の作成の仕方、③情報収集・整理の方

法、④プレゼンテーション技法などの習得を適宜織り込み、

大学における学びへの円滑な接続を図る。 

学部共通 

基礎ゼミナールⅡ  基礎ゼミナールⅡではⅠと同様、担当教員の専門領域に応

じて異なるテーマを取り上げつつ、演習形式による授業を行

う。課題に基づく発表やディスカッションを通して、受講者

にⅠで学んだことを実践させつつ深化させ、もって知的世界

への探求に必須の基礎力とモチベーションを養う。 

学部共通 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

微分積分Ⅰ  微積分の予備的な事柄として、実数の性質と連続関数の基

本的な定理を学ぶ。次に微分法の規則を学ぶ。ここでは合成

関数の微分法と平均値の定理が重要である。指数関数、対数

関数、三角関数、逆三角関数について必要とされる事柄を学

習する。多変数の微分法については主に微分の計算を学ぶ。

計算技術の修得を重視し、適宜演習を交えて講義を行う。①2
変数までの微分の計算が出来ること、②関数のグラフの概形

がかける知識・能力の修得を目指す。 

 

微分積分Ⅱ  微分と積分は逆演算である。微分法の計算から積分法の公

式が得られることを確認し、それらを使って、初等関数であ

る指数関数、三角関数、有理関数についての不定積分の計算

法を修得する。多変数の積分は 2 変数を主に取り扱う。累次

積分、変数変換などの計算を通して計算力の向上を図る。最

後に 1 変数の微分積分学の基本定理に相当する、偏微分と重

積分を使ってのグリーンの公式を理解する。計算技術の修得

を重視し、適宜演習を交えて講義を行う。①2 変数までの積分

の計算が自由自在に出来ること、②計算力の向上を図るため

の知識・能力の修得を目指す。 

 

線形代数Ⅰ  線形代数学は微分積分学とならんで、大学初年の数学の 2
本の大きな柱である。それは線形数学の理論が自然科学や工

学はもちろんのこと、情報科学や社会科学などの分野でも応

用されているからである。m 行 n 列からなる実数を成分とす

る行列の計算やいろいろな性質を学習する。次いで、n 次の

行列式を定義し、行列式の基本的性質やさまざまな行列式の

具体的な計算を取り扱い、①行列の四則計算、行列式の計算

ができ、②その応用として、連立 1 次方程式を解くための知

識・能力の修得を目指す。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 
部 

門 

線形代数Ⅱ  線形代数Ⅰに続いて、平面と空間のベクトルを考察したの

ち、平面や空間の直接の一般化である数ベクトル空間および

一般の線形写像の基礎的理論を展開する。その後、行列の固

有値・固有ベクトル、行列の対角化などについて詳しく学習

する。全体を通じて、演習を交えて講義を行い、①線形写像

が行列を使って表せること、②行列の固有値および固有ベク

トルが求められること、③行列の対角化等を理解し、具体的

な計算ができるようになることを目指す。 

 

物理学Ⅰ  物理学のなかでも力学は最も古くから体系化され、物理学

全体の発展の基礎となった分野である。力学で導入される力、

運動量、エネルギー等の概念は自然科学全体をつらぬく基本

概念であり、これらの概念は自然科学のさまざまな分野に普

遍的に現れる。物理学 Iでは、力学のうち質点の運動を扱う。

まず、運動の法則を学び、次に質点の運動の例として、空気

抵抗が働く場合の放物体の運動や振動などを学習する。講義

を通じて、等加速度運動、円運動、放物体の運動、単振動、

減衰振動などの運動を数理的に取り扱う能力の習得を目指

す。 

 

物理学Ⅱ  物理学 I に引き続き、物理学Ⅱでは力学のうち積分定理と

剛体の運動を扱う。まず、積分定理でエネルギーや角運動量

などの保存則を学び、次に、剛体の静力学と動力学を学習す

る。講義を通じて、質点における保存力や角運動量などの概

念とその保存則、また、重心、力のモーメント、慣性モーメ

ントなどの剛体における概念を理解し、剛体の並進運動や固

定軸まわりの回転運動などの運動を数理的に取り扱う能力の

習得を目指す。 

 

物理学演習  物理学は講義だけでは身に付かないため、物理学演習にお

いて毎時間演習問題を解くことにより、力学の基礎的問題は

すべて解けるようにする。特に計算力の向上を目指す。具体

的には、物理学Ⅰ、Ⅱの範囲のうち、等加速度運動、円運動、

放物体の運動、単振動、保存力、エネルギー保存則、角運動

量、重心、力のモーメント、慣性モーメント、剛体のつりあ

い、剛体の固定軸まわりの回転運動などの問題を解く能力の

習得を目指す。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

物理学実験Ⅰ  各班ごとに提示された実験テーマを、実験指導書を参考に

しながら 1 日に 1 テーマずつ遂行していく。物理学実験Ⅰで

は、化学天秤、ヤング率／剛性率、仕事当量、光の屈折・回

折・干渉、振動のコンピューターシミュレーションの 5 つの

実験を行う。理工学分野の実験を習得する上で必要な基礎技

術、実験装置や各種測定装置の基本的な使い方を、実際の測

定を通じて体得する。また、日常生活で見る一般の事象に対

する理化学的な考察法、得られた結果をまとめ分析する能力、

および理工学分野で必要な実験レポートの作成に関する共通

概念を習得することを目指す。 

 

物理学実験Ⅱ  物理学実験Ⅰに引き続き、物理学実験Ⅱでは、金属の電気

抵抗、荷電粒子の運動、熱起電力、分光計、波形の合成のコ

ンピューターシミュレーションの 5 つの実験を行う。理工学

分野の実験を習得する上で必要な技術の向上、実験装置や各

種測定装置のより優れた使い方を、実際の測定を通じて体得

する。また、得られた結果をまとめ分析する能力の向上、お

よび理工学部の学生らしい、より完成度の高い実験報告レポ

ートが作成できるような能力を習得することを目指す。 

 

化学Ⅰ  化学は 100 あまりの元素の組み換え方の“好み”を学び取

っていく分野であるといえ、その性質上社会とのつながりが

密接である。学生諸君が将来どの分野で活躍するにせよ化学

に関する正しい認識を身につけることが必須である。化学Ⅰ

では、i) 原子・分子の構造、ii) 化学結合論、iii) 化学反応論、

iv) 酸・塩基、および v) 酸化還元反応について、原理を理解

することを目的とし、①原子軌道と混成軌道の観点から化学

結合および分子のかたちを説明できる能力の習得、②化学反

応の機構を理解し、自在に記述できる能力の獲得を目指す。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 
門 

化学Ⅱ  化学Ⅱでは、化学Ⅰに続いて熱化学や有機化学を学ぶこと

で、化学反応の原理や物質の構成の理解を深めるとともに、

i) 化石燃料や原子力などのエネルギー、ii) 地球環境問題、iii) 
生体物質、および iv) 化学物質の材料利用について、日常生

活とのかかわりあいを強調して理解することを目的とする。 
全体を通して、①化学反応に伴うエネルギー収支を理解し、

熱化学方程式を記述できること、②地球に存在するエネルギ

ーや環境問題を化学的に説明できること、および③日常利用

している物質の構造と反応機構を説明できる能力の向上を目

指す。 

 

化学実験Ⅰ  種々の化学現象を理解するためには、実際に物質に触れ、

現象を観察する実験を体験することが重要である。化学実験

Ⅰでは、定性分析および容量分析における知識・技術を体験

的に学習する。 

 レポート形式の実験ノートに、定性分析によって得られた

結果、および容量分析によって得られたデータを計算処理す

ることで求められた値をまとめ、考察することで、実験の目

的および手法の理解を深める。技術者・研究者として必要不

可欠な実験の計画・実行およびデータ解析の能力を養う。 

 

化学実験Ⅱ  化学実験Ⅱでは、有機化学実験および生化学実験を通じて

有機化合物の合成、化学反応速度論、および酵素反応におけ

る知識・技術を体験的に学習し、理解を深める。将来、理工

学系の専門を修得しようとする学生にとってはこの程度の実

験を学習しておく必要がある。 
 本実験では、各操作の意味や目的、あるいは原理を十分考

えることにより、化学の本質に迫ることが可能である。得ら

れた結果をまとめ、分析・考察を行い、レポート形式の実験

ノートを作成する。実験とレポート作成を通じて、正確に実

験を遂行し、データを解析する能力、および論理的な思考力

を養う。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 
門 

地学Ⅰ  地球に関係する幅広い自然現象のうち、固体地球に関する

ことを学ぶ。まず、固体地球の概観を学習した後、プレート

テクトニクスおよび関連する地震・火山などの諸現象につい

て学ぶ。また、固体地球に記録された地球の歴史についても

概説する。これらの講義を通じて、これまで中学・高校で得

た知識を体系化するとともに、大学レベルでの理解を目指す。

また、地球を一つのシステムとして捉える自然観の基礎を養

う。 

 

地学Ⅱ  地球に関係する幅広い自然現象のうち、水圏・気圏および

宇宙の中の地球の位置づけを学ぶ。また、地球の誕生から生

命がどのように進化し、我々人類が発展してきたかも学ぶ。

地学Ⅰの内容およびこれらの内容を修得することで、地球を

総括的に理解し、地球環境問題などの諸問題に対応できる能

力をつけることを目指す。 

 

地学実験Ⅰ  この実験実習では、主に固体地球の表層部で起こっている、

あるいは起こった諸現象を理解し、解明するための、もっと

も基礎的な手法の習得を目指す。主に地形図および数値地図

を用いた地形解析を行い、地形断面図、水系図、接峰面図の

作成を行う。また、地表をつくる岩石の肉眼・偏光顕微鏡観

察も行う。地形図の判読能力の習得、岩石の肉眼および顕微

鏡下での特徴の理解、偏光顕微鏡の基礎的な操作方法の習得

を目的とする。  

 

地学実験Ⅱ  地学実験Ⅰの発展的内容として、地質図の読み方と書き方、

地層の野外観察、ボーリングデータにもとづく地質断面図の

作成などを行う。次の 5 つ能力の習得を目指す。①地層の走

向傾斜と地形との関係を理解できる。②ルートマップから地

質図を作成することができる。③地質図から地質断面図を作

成することができる。④ボーリングデータから地質構造を読

みとり、地質断面図を作成できる。⑤野外において走向傾斜

の測定や鍵層の追跡ができる。 
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様式第２号（その３の１） 
 

授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

生物学  生物学については、生命の発達、生物としての成長の過程

において、さまざまな形で教授されている。本授業は、生物

の形態の比較や、個体の仕組み・働きについて観察と記録を

通じて検討し、環境に適応して生存・生息してきた生物の基

礎的な事項について学習することで、生物学全体を体系的に

理解できる能力、他の物事への応用力の獲得（向上）を目指

す。 

 

生物学実験  生物学への理解をより深めることを目的に、（前半）植物材

料を用いて、細胞・組織・器官の形態と生育状況の観察を行

う、（後半）生物の季節的変化、集団、生命の連続性について

の実験を実施する。また、実際に教壇に立つ場合に備え、実

験・観察に用いる材料や方法についても検討し、各種生物の

形態と機能を理解するとともに、顕微鏡の操作技術、スケッ

チの方法、生物の分類、成長の解析法など、研究の基礎的手

法の獲得（向上）を目指す。 

集中 
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様式第２号（その３の１） 
 

授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 
部 

門 

理工学概論  理工学部には１０の工学系学科および物理、化学教室があ

る。この講義では、工学系の各分野および物理・化学の分野

において、現在どのようなことが行われ、どのように社会に

役立っているか、また課題は何か、将来にはどのような展望

が開けているかについて学ぶ。次代を担う技術者として専攻

分野の情報だけではなく幅広い知識・素養を身につけ、将来

の技術開発に不可欠な総合力の養成を目指す。 
（オムニバス方式／全１５回） 
（４坂東俊治／１回：応用化学分野） 
化学を他分野と融合させた領域から、新たなテクノロジーや

産業が生み出されることを理解する。 
（１９大道武生／１回：メカトロニクス分野） 
将来、メカトロニクスの活躍が期待される分野での実用例を

列挙することができる。 
（３４酒巻史郎／１回：環境創造分野） 

環境問題の具体例を挙げ、その背景を簡潔に説明することが

できる。 

（３５佐川雄二／２回：情報分野） 
情報技術と融合した通信技術の最近の動向について要点を列

挙できる。 
（５０多和田昌弘／２回：電気電子分野） 
身の回りで役立つ電気電子技術の実施例を列挙することがで

きる。 
（６１服部友一／１回：材料機能分野） 
材料開発に必要な知識について理解する。 
（６２原田守博／１回：社会基盤デザイン分野） 
建設システムが対象とする社会基盤施設と自分たちの生活の

関わりを説明できる。 

（６６藤山一成／２回：機械分野） 
今日の主な機械技術を列挙できる。 
（７３武藤厚／１回：建築分野） 

建築学の基礎的な知識と能力について理解できる。 

（７４村上好生／１回：交通機械分野） 
工学面から省エネルギーを達成する方法を、自分の意見とし

て述べることができる。 
（７９山中三四郎／２回：物理・化学分野） 
理工学分野における物理・化学の役割を理解できる。 

オムニバス 
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様式第２号（その３の１） 
 

授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

技術者倫理  技術的な分野において、問題を技術者の立場とともにユー

ザーの立場から見ること、また問題の中に解決のために必要

ないくつかの条件を見抜くこと、そしてその条件に従って考

えることによって、表現能力や議論能力の基礎を身につける。

日常を問題解決の実践の場と考え、安全性と責任に関する倫

理問題、情報管理と倫理問題、組織における倫理問題などの

日常的な倫理問題にフォーカスし、技術者が出会う倫理問題

を考える練習を行う。 

 

コンピューター 

リテラシー 

 大学の授業や卒業研究に必要なコンピューターの基礎知識

と操作技術及び問題解決のための基礎的素養を身に付けるこ

とが目的である。具体的に身につけるべき能力は、(1)コンピ

ューターの基礎と基本的操作、(2)インターネットや電子メー

ルの正しい取扱いや情報倫理の理解、(3)レポートや論文の文

献情報管理・簡単なレポート作成、(4)データ収集・加工・集

計及びそれらのデータのグラフ表現・統計処理、(5)プレゼン

テーション資料の作成・発表、(6)情報発信のための Web ペー

ジの作成、(7)これまでに学んだ各アプリケーションの効果的

活用による簡単な課題の解決、である。 

 

数学基礎演習Ⅰ  日常、道具として使っているレベルの数学なら、具体例の

計算を十分やれば無理なく会得できるという信念に達するよ

う微分を主体として授業を行う。 

「順序良く、そして充分な量の具体例を計算すれば、理屈は

自然に身につく」ということを、易しい例で実感し、「要は自

分のやる気だ」と確信が持てたところで、自発的学習のきっ

かけとして、毎回練習問題を提示する。 
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様式第２号（その３の１） 
 

授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 
門 

数学基礎演習Ⅱ  高等学校で積分を十分に学習できなかった学生に、演習も

多く取り入れ、まったくの基礎から大学での 1 年次の学習ま

でを解説する。簡単な積分の計算が出来るようになること、

また、線形代数については、線形空間の基礎を確認して、行

列の対角化までを学び、線形空間のイメージがつかめること

を到達目標とする。 

 

物理学基礎演習Ⅰ  大学で学ぶ「物理学Ⅰ･Ⅱ」の授業は高校での物理学履修を

前提として進められる。高校で物理を履修しなかった学生や

工業高校出身者にとっては、「物理学Ⅰ･Ⅱ」の講義はかなり

難解であり、不安を感じる学生も少なくない。本講義はこれ

らの学生や物理を不得意とする学生を対象とした授業であ

る。物理学基礎演習Ⅰでは、物理学 I に対応して、等加速度

直線運動、ニュートンの運動の法則、運動方程式のたて方、

放物運動、等速円運動、弾力とフックの法則、単振動などを

学習する。物体の運動を微分積分を用いて数理的に取り扱う

能力の習得を目指す。 

 

物理学基礎演習Ⅱ  物理学基礎演習Ⅰに引き続いて、物理学基礎演習Ⅱでは物

理学Ⅱに対応した授業を行う。具体的には、仕事、位置エネ

ルギー、運動エネルギー、運動量、力積、運動量保存の法則、

重心、力のつり合い条件、回転運動、慣性モーメント、角運

動量などを学習する。保存則の理解と剛体の運動を微分積分

を用いて数理的に取り扱う能力の習得を目指す。 

 

化学基礎演習Ⅰ  化学基礎演習 Iでは、高校までの化学の内容にも立ち戻っ

て化学の基礎をしっかり身につけ、化学Ｉの理解を助けるこ

とを目的とする。i) 原子・分子の構造、ii) 化学結合論、iii) 物
質の状態、iv) 化学反応論、v) 酸・塩基、および vi) 酸化還

元反応について、基本知識を習得する。授業では、演習問題

を解いていくことで理解を深め、①モル計算、②原子と分子

の構造、③化学結合の種類と原理、および④基本的な化学反

応式の理解と記述能力を養う。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

化学基礎演習Ⅱ  化学基礎演習Ⅱでは、化学基礎演習Ⅰに続いて、高校まで

の化学の内容にも立ち戻って化学の基礎をしっかり身につ

け、化学Ⅱの理解を助けることを目的とする。i) エネルギー、

ii) 有機化学、iii) 環境、iv) 高分子化合物、v) 色とにおいの

化学、vi) 生体物質、および vi) 合成化学品などの材料化学に

ついて、基本知識を習得する。授業では、演習問題を解いて

いくことで理解を深め、①ヘスの法則、②有機化合物や環境

汚染物質の構造と反応機構、および③生体物質や合成化学品

の構造や性質の理解と記述能力を養う。 

 

英語基礎演習Ⅰ  英語運用能力は、21 世紀を生きる技術者にとって決定的に

重要である。英語力に不安を感じる学生に対して、ごく基礎

からはじめて、大学での授業にキャッチ・アップできる基礎

学力、国際的に通用するコミュニケーション基礎能力、学士

レベルの英語運用能力の修得を目指す。 

 

英語基礎演習Ⅱ 英語基礎演習Ⅱでは、英語基礎演習Ⅰで学習した語彙・文

法に対する知識をさらに発展させる。特に高校卒業までに学

習した語彙・文法の再確認と徹底理解に努める。情報伝達手

段として、単文構造の理解に加えて、重文・複文構造などの

複雑な内容にも対応できる総合的な英語力の養成を目指す。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

化学基礎論  身の回りにある化学物質を原子・分子のレベル（ミクロ的

視点）でとらえ、原子や分子の構造及び化学結合についての

理解を深める。化学反応に関与する物質の間に成り立つ関係

と化学量論の考え方を習得し、化学反応式の記述、およびそ

の定量的な化学計算ができることを目的とする。この授業科

目を通じて、化学の諸現象を支配している基礎的な概念や法

則を理解できる力を身につける。 

 

応用化学数学  複素関数、線形代数、微積分について学ぶ。これらを使い

こなすことによって、専門教育の多くの科目で取り扱う理論

を数学的観点からも理解できるようになる。そのための基盤

となる数学的応用力を身につけることを目的とする。この授

業科目を通じて、化学分野で用いられる基礎関数、微分方程

式、線形代数を十分理解し、確実に計算できる能力の獲得を

目指す。 

  

電磁気学  物質の電気・磁気応答の基礎を理解し、定量的な取り扱い

ができることを目的とする。そのためには、微分・積分、線

形代数等の計算方法を身につけることが必要である。この授

業科目を通じて、理解しにくい電磁気現象を分子や原子の構

造に立ち返って考えられる能力の獲得を目指す。 

  

化学反応論  化学反応が時間とともに進行していく様子を定量的に取り

扱う方法を修得する。反応速度の定義、測定法、解析法、反

応機構との関連など、反応速度に関する基礎の修得を目的と

する。また、工業的に重要度の高い不均一触媒反応の速度論

の修得も目指す。この授業科目を通じて、①化学反応論の基

礎的概念について説明できる、②一次反応・二次反応など、

異なる速度式に従う反応を分類できる、③化学反応の理論を

理解し、実際の反応と関係づけられる、④触媒反応・溶液反

応など、さまざまな分子機構による反応を解析できる力を身

につける。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 
門 

量子化学Ⅰ  化学は量子力学の原理の発現の場であり、この立場から化

学をできるだけ演繹的に研究し、本質を理解するのが量子化

学である。量子化学の導入的科目であり、量子化学の成り立

ちや基礎的な考え方について講述する。この授業科目を通じ

て、電子軌道および電子状態を量子論から理解する力を身に

つける。 

 

量子化学Ⅱ  量子化学 Iの内容から一般の原子や分子に発展させ、実際

の原子や分子における電子軌道やエネルギー準位について講

述する。この授業科目を通じて、原子や分子の電子軌道およ

びエネルギー準位について理解できる力を身につける。 

  

量子化学演習  量子化学 I および量子化学Ⅱで学んだ事について、実際の

自然現象や分析技術に当てはめながら、身近な現象を量子論

の観点から講述する。また、実際に量子化学計算を体験する。

この授業科目を通じて、量子論の観点から分光学の基礎を理

解できる力を身につける。 

  

有機化学Ⅰ  有機化合物の結合、構造、反応についての基本原理を習得

する。有機化学 Iでは、炭化水素とハロゲン化アルキルの化

学を中心に学ぶ。この授業科目を通じて、①有機化学で重要

な化学結合の性質を説明できる、②基本的な有機化合物の構

造について説明できる、③有機反応機構を正しく表記できる、

④炭化水素の性質を説明できる、⑤芳香族性について説明で

きる、⑥ハロゲン化アルキルの性質を説明できる知識・能力

を身につける。 

  

有機化学Ⅱ  有機化合物の結合、構造、反応についての基本原理を習得

する。有機化学Ⅱでは、酸素・窒素・その他の元素を含む化

合物の化学を中心に学ぶ。この授業科目を通じて、①アルコ

ール・エーテル・フェノール・スルフィドの性質を説明でき

る、②カルボニル化合物・カルボン酸誘導体の性質を説明で

きる、③アミンなど含窒素有機化合物の性質を説明できる、

④分光法を使って有機化合物の構造を決定できる、⑤生体関

連化合物の性質を説明できる知識を身につける。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

有機化学演習  有機化合物の結合、構造、反応についての基本原理につい

て、演習問題を通じて習得する。この授業科目を通じて、①

炭素を含む共有結合の性質を説明できる、②有機化合物の構

造について説明できる、③有機反応機構を説明できる、④官

能基ごとに化合物の性質を説明できる、⑤芳香族性について

説明できる、⑥分光法を用いた構造決定ができる知識・技術・

能力を身につける。 

 

高分子化学  高分子化学の概念の確立と発展の歴史を振り返ったあと、

合成法に関する入門的解説を行う。反応様式を大きく逐次重

合と連鎖重合に大別し、逐次重合では、重縮合、重付加、付

加縮合を、連鎖重合では、ラジカル・アニオン・カチオン・

開環重合を解説する。近年の展開として、高分子合成の精密

制御法について学ぶ。一般的な合成高分子の範疇に入らない、

興味深い高分子群についても具体例とともに概観する。この

授業科目を通じて、①高分子化学の歴史と現実を知り、その

過程にどのような展開があったかを理解し、②高分子合成法

を分類して学ぶことで、基本的な重合法やその背景となる理

論、応用例を学び、高分子化学が身の回りの様々な産業と深

くかかわっていることを理解する。 

  

高分子物性  高分子の分子構造、溶液構造、結晶構造、高次構造の基礎

とその解析法、次いで固体物性、特に熱物性と分子構造との

関連性について論述する。これらにより、高分子の構造と物

性について分子論に立脚した系統的な理解を図ることを目的

とする。この授業科目を通じて、高分子の一次構造・二次構

造・高次構造を理解し、高分子鎖の形態・溶液構造・ゴム弾

性・結晶化・ガラス転移・粘弾性といった高分子物性の基礎

事項の本質について理解し、応用のための力を身につける。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 
門 

高分子材料  代表的な高分子材料について、種類、分子連鎖の構造と性

質（熱可塑性と熱硬化性）、機械的強度と変形特性（粘弾性）、

特性を活かした用途について学び、また切削加工や射出成型

など加工法や製造法について学習する。さらにフィルムや繊

維、添加物質による改質や複合強化、および環境対策の観点

より、生分解性プラスチックや高分子材料のリサイクルにつ

いて学習する。この授業科目を通じて、種々の高分子材料に

ついて、その特徴を把握し、工学的応用や成形・加工法、改

質と複合強化についての知識を習得する。 

 

生化学  生命現象を分子レベルから理解するための、生体分子の構

造や、タンパク質、多糖、生体膜の構造と機能についての理

解を深める。具体的には、生命現象が分子の作用によって営

まれていることを概観した上で、基本的な細胞の構造、細胞

内小器官の構造と機能、さらにはアミノ酸、糖、脂質、核酸

およびタンパク質の基本的な構造について理解する。 

  

生活支援化学  本講義では、私たちの身の回りで生活を支える機能性の高

い有機材料の基礎を学び、それらの物質の構造と機能性の発

現との関係について理解することを目的とする。光機能、有

機色素・染料、電気・電子機能、界面活性、分離機能および

生体機能を有する材料について具体例を取り上げながら講義

を進める。 

  

コロイド化学  物質の三態が形成する気‐液、液‐液、および液‐固界面

等において高分子を含む分子あるいは粒子の形成する集合体

の構造やその機能が果たす役割について、基礎と事例につい

て熱力学的および分子論的立場から論述する。また、後半で

は生体膜を題材に、より高度な組織化を議論する。溶液中に

微粒子が分散した状態であるコロイドには、エマルジョンや

ゲル、サスペンジョンが含まれ、バターや牛乳などがその代

表例である。コロイド粒子の基本的な性質を理解し、より組

織化された分子の集合体を扱う超分子化学を学ぶ。 
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区分 
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専 

門 

教 

育 

部 
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複合材料  性質の異なる複数の材料を組み合わせることによって個々

の材料にはない優れた特徴を持たせた材料が複合材料であ

る。本授業では、代表的な複合材料である繊維強化プラスチ

ック（FRP）を中心に、その構成素材・内部構造・成形加工

法・力学的挙動について学び、複合材料の機能性を利用する

基礎を習得する。さらに、複合材料がどのように活用されて

いるか、どのような問題点があるかについて、具体例を挙げ

ながら講義する。この授業科目を通じて、①材料の複合化に

よる機能発現の基礎を理解し、②設計された機能を発現させ

るためには、成形加工技術との連携が必要であることを体得

し、③一方向繊維強化複合材料の力学的挙動と異方性につい

て理解できる力を身につける。 

  

物理化学Ⅰ  物理化学Ⅰでは、化学反応はもちろん、世の中の全ての現

象と密接に関連する熱力学の基礎について講述する。物質の

三態の関係を学習したのち、状態量と内部エネルギー、仕事

と熱の関係などの基礎概念について学び、これらをもとに熱

力学第一法則を理解する。さらに、準静的変化、エントロピ

ー、熱機関の効率について学び、熱力学第二法則を理解する。

また、自由エネルギーや化学ポテンシャルなど、化学反応に

関わる各種熱力学関数についても学ぶ。この授業科目を通じ

て、①熱と仕事の関係について説明できる、②熱力学第一法

則・第二法則を理解できる力を身につける。 

  

物理化学Ⅱ  物理化学Ⅰに引き続き、熱力学の基本的概念、特に反応過

程に関係する熱力学的物理量について学習する。さらに、統

計力学的な考え方についても学ぶ。エンタルピーについて学

び、化学反応系における標準生成エンタルピー、標準反応エ

ンタルピーについて理解する。エントロピーの温度変化につ

いて学び、熱力学第３法則について理解する。さらに、気体

分子運動論を習得し、ボルツマン分布や分布関数など統計力

学の基礎を学習する。この授業科目を通じて、①熱力学全般

について理解し、②統計力学の初歩を理解する力を身につけ

る。 

 

 



25 
 

様式第２号（その３の１） 
 

授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 
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専 

門 

教 

育 

部 

門 

物理化学演習  物理化学Ⅰ・Ⅱで学んだ熱力学・統計力学の知識を、演習

を通して身に付ける。特に仕事と熱、状態量、内部エネルギ

ー、熱力学第 1 法則、第 2 法則、第 3 法則、エントロピー、

エンタルピー、自由エネルギー、気体分子の速度分布関数な

ど、熱力学・統計力学に関する種々の概念や物理量について

実際に課題を解くことで身につける。この授業科目を通じて、

①熱力学第 1 法則、第 2 法則、第 3 法則を理解できる、②ボ

ルツマン分布について理解できる、③簡単な系においてエン

タルピー、エントロピー、自由エネルギーなど物理量の導出

ができる知識・技術・能力の獲得を目指す。 

  

化学工学  化学プラントのような大規模製造過程において、原料から

製品に至るまでの物質の流動、混合、拡散、対流移動や加熱、

冷却に関わるエネルギーの流れについて、熱力学をもとに理

解する学問である。講義の目的は、化学反応プロセス、物質

収支、伝熱を主としたエネルギーの流れを理解することにあ

る。この授業科目を通じて、①化学プロセスでの物質収支や

エネルギー収支を定量的に理解できる、②流体輸送の速度や

流束の乱れの定量化、熱移動に関する伝導、対流、輻射伝熱

量が定量的に理解できる知識・技術・能力の獲得を目指す。 

  

物質構造学  物質を合成し、活用するためには、物質がどのようにでき

ているか、様々な性質がどのように生み出されているのかを

十分に理解する必要がある。本講義では物質の本質を深く理

解することを目的に、原子から出発し、分子や固体が生まれ

る原動力である化学結合に注目して物質の生成と各性質の発

現について講述する。この授業科目を通じて、化学結合の発

生、分子や固体の形成、それに伴って生じる分子軌道やバン

ド構造によって現れる物質固有の特性について、それらを一

連のものとして関連付け、統合的に理解できる知識・技術・

能力の獲得を目指す。 
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固体物性化学  原子や分子の電子状態を学び、それらが集合体を作るとき

に、どのように電子状態が変化していくのかを、基礎数学を

用いて理解する。原子の電子状態・エネルギー準位について

学んだのち、共有結合、混成軌道、配位結合など各種原子間

結合の様式について学習する。また、分子軌道法の概念とヒ

ュッケル法について理解する。さらに、エネルギーバンド、

磁性、電気伝導性など多数の原子・分子の集合体である固体

物質が示す性質について講述する。この授業科目を通じて、

固体は原子や分子の集合体であることを再認識し、原子・分

子の性質から固体物性を推測することができる知識・技術・

能力の獲得を目指す。 

  

金属材料  人類と材料の関わりは旧石器時代より始まるが、近代の産

業革命は鉄鋼材料の実用化によって実現されたといっても過

言ではない。この鉄鋼材料は、現代においても機械構造材料

として最も多く使用されている。本講義では、鉄鋼材料を取

り上げ、その組織構造と機械的性質の関係を講義する。この

授業科目を通じて、①機械構造材料の現状とその応用事例と

組成の関係の理解、②2 成分系状態に関する概念の習得、③熱

処理や加工に伴う組織構造及び機械的性質の変化に関する基

礎理論を習得する。 

 

電子材料  電気・電子工学では金属、半導体、絶縁体、磁性体、誘電

体などの多様な材料が多岐にわたる応用分野で用いられてい

る。本講義では、これら電子材料の原理や性質を理解し、基

礎的な知識を身につけることを目的とする。この授業科目を

通じて、エレクトロニクスに深く関係する磁性材料、誘電材

料、半導体材料等の基本的特性を理解できる能力の獲得を目

指す。 
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半導体工学  現在世の中で用いられている半導体デバイスには、シリコ

ンを用いたものと化合物半導体を用いたものがある。それぞ

れの半導体の物性や添加する不純物、更には半導体同士の接

合、半導体と金属との接合の働きなど基本的性質や構造の学

習を通じて、ダイオード、トランジスタ、FET 等の半導体デ

バイスの中で何が起きているか、その現象を理解することを

目的とする。この授業科目を通じて、①シリコンおよび化合

物半導体の物性、②不純物ドーピングによる物性制御法、③

半導体－半導体接合の機構、④半導体－金属接合の機構、⑤

不純物ドーピングおよび接合を用いたダイオード、トランジ

スタ、FET、LED、LD の動作機構について理解できる力を

身につける。 

  

流動現象学  コロイドや高分子材料などの流動体の示す力学は、このよ

うな材料を評価して活用するために不可欠である。本講義で

は、流体力学の基礎から解説し、化学工学分野で重要な「流

れの性質」を学ぶとともに、レオロジーへ議論を発展させる

ことにより、材料の特性を講述し、コロイドや高分子材料に

対する深い理解へと導いていく。この授業科目を通じて、①

流体と流動体の運動を分類、解析し、それらの挙動について

力学を用いて説明できる、②材料設計や工業的合成プロセス

を設計するための重要な因子と概念を理解できる力を身につ

ける。 

  

無機化学Ⅰ  無機化合物の基本的性質・事項（命名法、周期性、結合性、

構造、物性、反応性）を理解し、典型元素をベースとする基

本的な化合物の構造式の記述および性質について学ぶ。授業

では、電子配置・軌道と構造との関連および化学結合、物質

の反応性を主に講義し、無機化合物の物性・結合性・各種パ

ラメータとの関係および基本的な無機化学反応の理解を深め

ることを目的とする。この授業科目を通じて、基本的な無機

化合物の構造式およびそれらの物性・結合性・各種パラメー

タとの関係を把握し、基本的な無機化学反応を理解できる力

を身につける。 
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無機化学Ⅱ  無機化合物の基本的性質・事項（命名法、周期性、結合性、

構造、物性、反応性）を理解し、基本的な無機化合物の構造

式の記述および性質について学ぶ。授業では、電子配置・軌

道と構造との関連および化学結合、物質の反応性を主に講義

し、無機化合物の物性・結合性・各種パラメータとの関係お

よび基本的な無機化学反応の理解を深めることを目的とす

る。この授業科目を通じて、無機化合物を電子配置・軌道と

構造との関連から、また、化学結合と物質の反応性を理解で

きる力を身につける。 

  

無機化学演習  自然界には約 90 種類の原子が存在する。有機化学では主に

O、 C、 H などの限られた元素のみを取り扱うが、無機化学

ではこれらを含むすべての元素が対象となる。従って、原子

から化合物に至るまで多様な性質を理解することが必要とな

る。本講義では、演習問題を通して、無機化学Ⅰ、Ⅱで学習

した内容への理解を深めることを目的とする。この授業科目

を通じて、原子や無機化合物の性質を理解できる力を身につ

ける。 

 

化学結晶学  本講義では、結晶構造・結晶成長を理解する上で必要な基

礎知識を学ぶ。分子・結晶構造、および電子構造などの理解

において不可欠な群論に関する基礎知識を身につけ、さらに

結晶成長メカニズムの基礎を理解することを目的とする。こ

の授業科目を通じて、点群を中心とする群論の基礎、ならび

に結晶成長メカニズムの基本を理解できる力を身につける。 

 

錯体化学  本講義では錯体化学の基礎的な知識の習得を目指す。金属

錯体における結合、金属錯体の立体化学、反応、特性など錯

体化学全般に関する基礎知識の理解を目的とする。この授業

科目を通じて、①金属錯体の化学式や構造を見て命名できる、

②錯体の結合状態を理論的に理解し、簡単な分子軌道図を描

くことができる、③錯体の分子軌道図から電子スペクトルが

どのように起こるか理解できる、④錯体の反応性を配位子場

理論に基づいて説明できる力を身につける。 
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触媒化学  触媒を理解するために必要な基礎概念や触媒反応機構と実

用触媒開発の重要性について概説する。触媒反応速度論と反

応機構の決定法について講述したのち、固体触媒の形態や評

価法について解説する。また、触媒活性点や劣化機構につい

て学ぶ。さらに、無機化学工業や有機化学工業、自動車産業

における触媒の応用例を紹介する。この授業科目を通じて、

触媒の概念を理解し、触媒反応のキーポイントについて討議

できる力を身につける。 

  

環境材料  人間社会に密接に関連したエネルギー変換、化学合成、大

気環境のそれぞれの立場からみた生活支援材料について学

ぶ。太陽電池材料、二次電池材料、光触媒材料など現在の環

境問題への対策において重要な鍵となる各種化学材料につい

て学ぶ。さらに、有機・生体材料、高分子材料において、環

境負荷の少ない各種材料について学習する。この授業科目を

通じて、①環境問題に対し、材料研究の観点から対策・改善

法について考える力、②環境問題に対し、化学的手段を用い

た解決法を提示することができる力を身につける。 
 

（オムニバス方式／全１５回） 

（７ 田中正剛／８回） 

ライフサイクルアセスメントについて概説し，本当の意味の

エコロジーについて紹介する。その中で、化学が貢献できる

さまざまな環境材料について講義する。 

（１０ 才田隆広／７回） 

環境と材料について概説する。化学に密接に関連したエネ

ルギー変換やエネルギー貯蓄について環境材料の観点から講

義する。 

オムニバス 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

表面工学  半導体、触媒、電池電極、摩擦・潤滑、濡れ性における、

重要な機能を発現する上で、表面の制御は極めて重要である。

さらに、近年著しく進歩する、バイオ、医療、ナノ材料の分

野では、対象物質の表面の占める割合は大きく、表面の物理・

化学に対する正しい理解が必須である。本講義では、表面構

造、吸着、表面電子構造論、表面ダイナミクスといった表面

科学の基礎を学ぶ。各専門で活用できる表面科学の常識を身

につけることを目的とする。この授業科目を通じて、①吸着

過程、表面構造・電子状態を理解し、電子論をもとに吸着モ

デルについて、また、②表面固有のダイナミクスについて説

明できる力を身につける。 

 

電気化学 本講義では、電極と電解質の系で起こる様々な化学反応を

物理化学的視点から概説する。電子の移動の観点から電気分

解反応の基本について学んだのち、標準電極電位、標準水素

電極、式量電位について学習する。さらに電気化学反応を扱

う上で基本となるネルンストの式を理解する。この授業科目

を通じて、イオン導電性、起電力、電極電位、電極反応速度

など、電気化学の基礎が理解でき、物質のエネルギーと平衡

について定量的な議論ができる力を身につける。 

  

エネルギー化学  エネルギー保存則に従うエネルギー相互変換と変換方法に

ついて学ぶ。化石燃料や太陽光発電、原子力エネルギーにつ

いて学習し、さらに燃料電池の原理や自然エネルギーを利用

した発電、バイオマスエネルギーの利用について学び、エネ

ルギーを生み出す多様な技術とそれぞれが抱える問題を認識

し、エネルギー資源の有効な利用を考える。この授業科目を

通じて、エネルギー変換とエネルギーを生みだす技術を理解

する力を身につける。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 
門 

工業力学  工業力学は、機械構造物・要素に対して十分な剛性、強度、

安定性を保証し、さらにこれらを経済的に設計するための力

学的手法を与える学問であり、連続体力学、固体力学、振動

工学および機械設計演習等の講義の基礎となる。本授業では、

ベクトル解析の基本について学んだのち、ニュートン力学に

ついて復習する。さらに解析力学について学習し、単純モデ

ルを用いて複雑な機構をモデル化し、解析する。この授業科

目を通じて、①運動の幾何学的表現（運動学）の基礎につい

ての理解、②ニュートンの運動法則を理解し、質点や剛体な

どの運動の解析ができる力を身につける。 

 

分析化学  物質の特性を理解するためには、その物質を構成する要素

に分けてその性質を調べることから始まり、何がどのくらい

の量で、どこにどのような形態で含まれているかを解析して

いくことが必要である。授業では、基礎的な演習問題を取り

入れながら、従来からの湿式分析法を中心に物質の化学的性

質を理解するための解説を行う。この授業科目を通じて、化

学物質を取り扱う際に、分離・分析の手法をどのように適用

するのかを習得し、溶液内の化学反応ならびに化学平衡の考

え方を理解できる力を身につける。 

  

製図基礎  製図の基礎として線や記号の種類と書き方、基本平面図形

の書き方から始め、投影により立体を平面に表す方法（正投

影、透視投影、軸側投影）を学び、平面図より立体形状を把

握する能力を養う。また応用として簡単な設計製図（機械製

図）や電気製図を描く。毎回、授業内容に応じた課題（写図、

製図）を与える。この授業科目を通じて、①三次元的な形状

や構造についてデザインやアイディアを図面上で具象化し、

また、提示された図面から、それらを理解できる力、②寸法

計測により簡単な機械部品の設計ができる力、③情報やアイ

ディアの記録・保存・伝達の手段として的確な図示ができる

力を身につける。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 
門 

機械要素  機械要素とは機械を構成する最小の機能単位のことであ

り、機械を設計するためには機械要素について十分な知識を

身につけておかなければならない。本講義では、機械設計に

必要となる材料の性質、工作法、設計基準の基礎について解

説し、また、基本的な機械要素であるねじ、軸、軸受を取り

上げ、それらの具体的知識と設計法について解説することで、

それらを習得することを目的とする。この授業科目を通じて、

基本的な機械要素であるねじ、軸、軸受についての具体的知

識を習得し、それらの機械要素の設計法を体得し、自ら設計

することができる力を身につける。 

 

機械設計・製図  エンジニアのアイディアを具象化して第三者に伝達するの

が図面の役割であり、図面を描く作業が「製図」である。こ

の授業では、2 次元 CAD による基本的な機械要素の部品図及

び組立図の製図実習を通して、機械製図に関する規格および

規定の基礎を学習し、体得することが目標である。毎回の授

業で講義内容に応じた作図課題を与える。この授業科目を通

じて、①機械図面を描くために必要な JIS 規格を理解し，身

につける、②基本的な機械要素の図面が描けるようになる、

③簡単な機械の組立図を仕上げることができる、④2 次元

CAD の基本操作を習得し，CAD で図面が描けるようになる

ことを目指す。 

  

真空工学  真空技術は、あらゆる生産技術の現場に浸透し、一部の真

空専門家だけではなく、技術者全員に、ある程度の真空取り

扱いの基本が求められている。本講義では、真空の基礎から

始め、真空中での物理現象、真空の作り方／測り方の必須知

識を解説し、身近な真空技術や応用、さらに、今後の発展に

ついて教授し、実践の場で必要とされる基礎知識を習得する

ことを目的とする。この授業科目を通じて、圧力測定法、真

空中での物理現象、各種応用に関する知識を習得し、整理し

て、体系化できる力を身につける。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 
部 

門 

機器分析  本講義では、いろいろな分析法や分析装置についてその原

理を学び、物質の評価を行う時に、どのような分析法が最適

であるのかを判断できる能力を身につけることを目的とす

る。さらに、分析するための試料の形状や、どれくらいの量

が必要か、感度はどのくらいかという基本的な知識の習得が

できる。 

 

先端化学  応用化学分野で研究対象になっている先端技術や先端物質

群を紹介し、物理やバイオロジーとの境界領域を含め、現在

の化学領域の全体像を学ぶ。それと同時に、社会的にクロー

ズアップされている問題に対して、化学の立場から取り組め

る課題を明確に理解することを目的とする。この授業科目を

通じて、応用化学が現代社会にもたらす影響を理解できる力

を身につける。 
 
（オムニバス方式／全１５回） 

（１ 大脇健史／２回） 

化学プラントに代表される大型製造設備の重要性を現代社

会の要請と照らし合わせながら紹介する。 

（２ 永田 央／２回） 

産業革命以降の技術について概説する。また、物質合成化

学によってもたらされた最先端技術について講義する。 

（３ 坂 えり子／２回） 

地球温暖化など現在問題となっていることが、産業とどの

ように結びついているのかについて概説する。また、新規材

料や新たな材料の組み合わせが生み出す環境・エネルギーに

関わるいろいろな側面を紹介する。 

（４ 坂東俊治／３回） 

先端化学についての概説と産業革命以前の技術について解

説を行う。また、物質合成にまつわる情報や、現在、話題に

上がっている新規物質を紹介する。 

（５ 丸山隆浩／１回） 

物質合成にまつわる情報や、現在、話題に上がっている新

規物質を紹介する。 

オムニバス 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

先端化学 （６ 小澤理樹／１回） 

物質合成にまつわる情報や、現在、話題に上がっている新

規物質を紹介する。 

（７ 田中正剛／１回） 

物質合成化学によってもたらされた最先端技術について講

義する。 

（８ 藤田典史／１回） 

物質合成化学によってもたらされた最先端技術について講

義する。 

（９ 池邉由美子／１回） 

新規材料や新たな材料の組み合わせが生み出す環境・エネ

ルギーに関わるいろいろな側面を紹介する。 

（１０ 才田隆広／１回） 

新規材料や新たな材料の組み合わせが生み出す環境・エネ

ルギーに関わるいろいろな側面を紹介する。 

オムニバス 

安全工学  化学技術者には、化学物質による事故・災害を未然に防止

するなど、環境・安全と両立する技術開発が求められている。

危険物や有害物質の取り扱い法、廃棄物の処置法、さらには

事故時における適切な処置法も含めて、化学物質や装置の安

全や環境保全に関する基礎的知識について理解を深めること

を目的とする。この授業科目を通じて、化学物質を取り扱う

時の注意事項や危険性についての知識が習得でき、危険を回

避するための基本的な方法について理解することができる。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

実験技術論  化学実験を適切に効率良く進めるためには、準備の仕方か

ら結果をまとめてレポートとするまで具体的に設計し、様々

な技術を駆使して実施する必要がある。本講義では、実験準

備の仕方、基礎的な実験技術の把握と理解、実験後のデータ

処理、データのまとめ方を講述することを通じて、実験を適

切かつ高効率に進める知識を構築することを目的としてい

る。この授業科目を通じて、実験・実習で実際に利用する実

験器具類の基本原理や取り扱い方、データ処理における有効

数字の概念、分りやすくデータを分類する方法を習得するこ

とができる。 
 
（オムニバス方式／全１５回） 
（６ 小澤理樹／７回） 
統計学について概説し、それに基づいた実験計画の立案、

データの評価法と分析法を講義する。実験時のデータの取り

方やまとめ方についても講義する。 
（１０ 才田隆広／８回） 
化学実験に必要な汎用実験器具の構造と使い方および原理

について概説する。温度や圧力の制御、分離精製技術などの

実験技術について、基本操作と応用的操作を講義する。 

オムニバス 

 



36 
 

様式第２号（その３の１） 
 

授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

分離精製工学  反応により生成物を得る際、副生成物や溶媒から分離精製

する必要がある。したがって、研究開発の成否を分ける重要

な因子となる場合が多々ある。状況に応じた分離精製技術を

用いられる能力を身につけるために、様々な技術とその原理

を講述する。また、実験室レベルでの操作と、効率を求める

マスプロダクションの場合の対比を行い、効率化に関わる因

子と対処法を解説する。この授業科目を通じて、実験室レベ

ルの技術をスケールアップした時に現れる基本的な問題が理

解できるようになり、プラント等の現場で解決しなければな

らない技術的問題を予測する力を身につけることができる。 

  

科学表現論 研究者や技術者はディスカッションによって科学的議論の

精度を高め、その成果を学会や論文における発表や特許取得

によって社会還元する必要がある。そのため、ディスカッシ

ョンやディベートの訓練、口頭発表におけるプレゼンテーシ

ョン技法、レポートや報告書の書き方の基本を講述するとと

もに、実演を行い、表現能力やコミュニケーション能力を高

める。この授業科目を通じて、研究や技術開発で得た知見を

論理的に、かつ、解りやすく第三者に伝える能力が身につく。 

 

先端技術管理  研究開発で得られた成果から利益を得た上で社会にも還元

するためには、知的財産を管理したり、これまでにない成果

に基づいて起業したりする方法を知っておく必要がある。ま

た、研究開発には特許から知識や技術に関する情報を確実に

抽出する必要がある。本講義では、研究開発と社会の接点を

理解することを目的とし、知的財産法、特に特許のしくみと

研究開発との関わり、特許調査、起業に関する基本知識につ

いて講述する。この授業科目を通じて、知的財産の重要性、

適用範囲、および、その活用方法に関する知識の習得ができ

る。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 
門 

応用化学実験Ⅰ  主に分析化学、物理化学に関する基礎実験を通して、両分

野の基本的な知識・技術を体験的に学習し、理解を深めるこ

とを目的する。 

この授業科目を通じて、①基本的な分析化学、物理化学実

験に使う薬品の適切な取り扱いができる、②基本的な分析化

学、物理化学実験に用いられる器具の適切な取り扱いができ

る、③基本的な分析化学、物理化学実験についての文献調査

ができる、④実験結果をまとめ、問題点を指摘して、その原

因を追求できる力を身につける。 

 

応用化学実験Ⅱ  主に有機合成に関する化学実験を通して、本分野の知識・

技術を体験的に学習し、理解を深めることを目的とする。ま

た、実験結果に対して適切な考察を行い、結果を報告する方

法を習得する。有機合成実験に関する安全教育や薬品管理、

基本的な器具の操作を体験学習したのち、置換反応、脱離反

応、付加反応、カルボニル基の反応、エノラート反応など各

種反応に関する基本的な実験を行い、理解を深める。さらに

まとめた実験結果のプレゼンテーションを実施する。この授

業科目を通じて、①基本的な有機合成実験に使う薬品の適切

な取り扱いができる、②基本的な有機合成実験に用いられる

器具の適切な取り扱いができる、③基本的な有機合成実験に

ついての文献調査ができる、④実験結果をまとめ、問題点を

指摘して、その原因を追求できる力を身につける。 

  

応用化学実験Ⅲ  応用化学実験Ⅲでは、応用化学実験Ⅱで習得した実験技術

を応用し、多段階合成や化学発光を含む、さらに進んだ有機

合成実験を実施する。さらに、高分子合成実験も基本的な操

作を行う。また、各テーマで得られた結果に対し、プレゼン

テーションを行う。この授業科目を通じて、①有機および高

分子合成実験に使う薬品の適切な取り扱いができる、②有機

および高分子合成実験に用いられる器具の適切な取り扱いが

できる、③有機および高分子合成実験についての文献調査が

できる、④実験結果をまとめ、問題点を指摘して、その原因

を追求できる力を身につける。 
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授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 
門 

応用化学実験Ⅳ  応用化学実験Ⅳでは、電気化学に関する化学実験を実施す

る。さらに、導電性や圧電性、分光測定を通じて、化学物質

の各種物性測定の原理を学ぶ。さらにファラデーの「ろうそ

くの科学」を題材に、実験計画を自分で立案し、実施し、成

果発表を行う。この授業科目を通じて、①電気化学に関する

基本知識を実験を通して体験し理解する、②化学物質に対し

種々の物性測定を行うことができる、③与えられた課題に対

し、自分で実験計画を立案し、遂行し、さらに、得られた成

果をまとめてプレゼンテーションする能力を身につける。 

 

応用化学 

ゼミナール 

本ゼミナールでは、4 年次に開講される卒業研究において一

年間の研究活動を行う準備段階として、応用化学科の各研究

室の研究内容を十分理解し、自分が気持よく活動できる研究

室や研究テーマの選択ができることを目的とする。 
 
（オムニバス方式／全１５回） 
（１ 大脇健史／２回） 

応用化学科の教育・研究領域を理解し、卒業後の進路（就

職と進学）について概説する。また、電気化学的作用により

機能性を発現する無機材料設計に関する講義を行う。 

（２ 永田 央／２回） 

合成化学領域における研究の現状について概説する。光合

成のメカニズムを説明し、光合成を人工的に行うための設計

の指針や合成方法について講義する。 

（３ 坂 えり子／２回） 

環境・エネルギー材料領域における研究の現状について概

説する。電気的、磁気的、光学的特性に優れた新しい機能を

持った機能性セラミックス材料について講義する。 

（４ 坂東俊治／２回） 

物質・材料化学領域における研究の現状について概説する。

グラフェンの応用や光触媒に有効なナノ構造形成・新規物性

発現の概念を講義する。 

オムニバス 
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様式第２号（その３の１） 
 

授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

応用化学 

ゼミナール 

（５ 丸山隆浩／２回） 

応用化学科の教育方針を紹介し、現代社会と応用化学の関

係について概説する。半導体ナノ構造の結晶成長と応用に関

する基本的な考え方を講義する。 

（６ 小澤理樹／１回） 

自然界で形成される機能的な結晶構造を紹介し、どのよう

なメカニズムでそのような構造が形成されるのかを説明す

る。また、自己組織化を利用したナノ構造形成の概念につい

て講義する。 
（７ 田中正剛／１回） 

生活環境を豊かにする機能性高分子の紹介や、生体材料応

用を目指した高分子設計の考え方について講義する。 

（８ 藤田典史／１回） 

ポリマー化学に関する基本的な考えを述べ、低分子の自己

組織化によるポリマー形成や高分子ポリマーの合成方法を講

義する。 

（９ 池邉由美子／１回） 

材料科学の観点から、超伝導材料の基本的な物性と応用技

術への可能性を講義する。 

（１０ 才田隆広／１回） 

太陽電池や、燃料電池応用を目指した新規固定化金属材料

触媒の基本的な考え方について講義する。 

オムニバス 

卒業研究 講義科目では座学としての知識を学び、実験実習科目では

現実に起こる事象を確認し、その事実を支配する原理を認識

していく。実験で得られた事実を理解するためには、座学で

得た知識や解析能力が必要であり、その先に、更なる問題の

設定やその解決法が見えてくるものである。卒業研究は各研

究室において、これまで学んできたことを生かし、各研究室

の方針に沿って、自主的に手足を動かし、問題点を明らかに

し、その解決方法を考え、実践する科目である。 

【各研究室の研究テーマ】 

（１ 大脇健史：電気化学応用研究室） 

金属酸化物の組成比制御やエレクトロクロミック現象によ

り発色等の機能性を発現する新規無機材料開発に関する研究 
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様式第２号（その３の１） 
 

授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

専 

門 

教 

育 

部 

門 

卒業研究 （２ 永田 央：エネルギー変換有機化学研究室） 

光エネルギー変換を目指した人工分子の開発と、生体が行

う化学反応を代用する機能性分子の開拓に関する研究 

（３ 坂 えり子：機能性セラミックス材料研究室） 

優れた特性を持つ機能性セラミックスの創製と、機能性金

属酸化物の探求・物性評価に関する研究 

（４ 坂東俊治：ナノ構造・物性研究室） 

ナノ炭素材料や多孔質構造を有するナノ酸化物の作製、お

よび構造、光物性、電子物性、磁気物性の探求に関する研究 

（５ 丸山隆浩：表面化学研究室） 

表面化学反応を利用した新規ナノ材料の創製と反応メカニ

ズムの解明に関する研究 

（６ 小澤理樹：ナノ構造組織化研究室） 

ナノ粒子のバイオミメティックス応用と高機能性物質の作

製に関する研究 

（７ 田中正剛 ：高分子・生活化学研究室） 

豊かな生活を持続させる環境に配慮した機能性高分子物質

や生体に適用可能な高分子材料の開拓に関する研究 

（８ 藤田典史：高分子・超分子化学研究室） 

自己組織化により機能を発現する分子の設計と合成、およ

び新規ポリマー材料の開拓に関する研究 

（９ 池邉由美子：電子セラミックス材料研究室） 

新規高温超電導体の作製と機能性金属酸化物の探求および

物性評価に関する研究 

（１０ 才田隆広：触媒化学応用研究室） 

固体界面を媒体とした新規固定化金属錯体触媒の開発と燃

料電池応用に関する研究 
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様式第２号（その３の１） 
 

授  業  科  目  の  概  要 

（理工学部 応用化学科） 

科目 

区分 
授業科目の名称 講義等の内容 備考 

教 

科 

部 

門 

職業指導論Ⅰ この科目は工業科の教員免許状取得に必要な授業科目であ

るが、「職業指導」を行うためには、自らのキャリア形成の理

解が必要だと考える。職業指導論Ⅰでは、キャリア・カウン

セリングの理論、技法を中心に学び、多様化が進む現代社会

（近代産業社会）における職業人としてのキャリア形成との

関連を生涯発達（Life Career Developing）の視点から考える。 
また、技法では、学校現場のみならず若年者が抱える課題

を中心に実践的な指導のありかたについて学習する。 

  

職業指導論Ⅱ この科目は、職業指導論Ⅰを補完するための授業科目であ

るが、工業高校におけるキャリア教育のあり方について考え

る内容となっている。特に近年、キャリア教育の必要性から、

学校現場にその導入が推進されてきた。主に「職業観」「勤労

観」の醸成を目的としたインターンシップがその中核的な役

割を担ってきたが、「職業観」「勤労観」は時代と共にその様

相も変容しつつある。したがって、この科目では「働くこと」

に関する歴史的背景や職業との関係を踏まえて、将来の労働

市場や社会の姿などを現在得られる情報を基にして議論をし

ていく。 
また、キャリア・ガイダンスや授業を通じて、人間観·職業

観をどのように確立させていくのか、学際的見地からキャリ

ア教育（職業指導）について論述する。 
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   名  城  大  学  学  則  
 
 
   第１章 総則  
 
 （目的）  
第１条 本大学は、教育基本法及び学校教育法の規定するところに従い、学術の中心とし

て、深く専門の教育研究を行い、合わせて広汎な教養を培い、創造的な知性と豊かな人

間性を備えた有能な人材を養成するとともに学術・文化の進展に寄与することを目的と

する。  
 （自己評価等）  
第２条 本大学は、その教育研究水準の向上を図り、本大学の目的及び社会的使命を達成

するため、教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表す

る。  
② 前項の点検、評価等に関することは、別に定める。  
③ 第１項の点検及び評価の結果については、本大学の職員以外の者による検証を行う。 
 （情報の積極的な提供）  
第２条の２ 本大学における教育研究活動等の状況については、刊行物への掲載等によっ

て、積極的に情報の提供を行う。  
 
   第２章 組織  
 
 （学部）  
第３条 本大学に、次の学部及び学科を置く。  

法学部 法学科、応用実務法学科 

経営学部 経営学科、国際経営学科 

経済学部 経済学科、産業社会学科 

理工学部 数学科、情報工学科、電気電子工学科、材料機能工学科、応用化学科、

機械工学科、交通機械工学科、メカトロニクス工学科、社会基盤デザ

イン工学科、環境創造学科、建築学科 

農学部 生物資源学科、応用生物化学科、生物環境科学科 

薬学部 薬学科 

都市情報学部 都市情報学科 

人間学部 人間学科 

② 前項の各学部及び学科の収容定員は、別表第１のとおりとする。  
 （学部の人材の養成に関する目的）  
第３条の２ 前条に定める学部ごとの人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目

的に関しては、以下のように定める。  
(１ ) 法学部は、法的思考及び法的素養を修得させることにより、社会のみならず自己

に対する客観的な視点を持ち、正義感と倫理観を兼ね備えて、自分で考え判断する

ことのできる人材の養成を目的とする。  
(２ ) 経営学部は、国際感覚に富み、幅広い教養に支えられた経営諸科学の理論的・実

践的能力を社会の多様な領域で発揮する人材の養成を目的とする。  
(３ ) 経済学部は、経済という一つの窓を通じて社会を見つめ、多様化・複雑化する社

会に柔軟に対応できる自立的人間の養成を目的とする。  
(４ ) 理工学部は、幅広い素養を備え、社会に通用する専門知識とその応用力を持ち、

科学技術者として自らの手で新しい分野を創造的に切り拓いてゆく人材の養成を目

的とする。  
(５ ) 農学部は、生命・食料・環境・自然に対する幅広い専門的学識と洞察力を有し、

創造力と実践力を備えた社会に貢献できる人材の養成を目的とする。  
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(６ ) 薬学部は、薬学の確かな知識、技能とともに、生命の尊さを知り、豊かな人間性

と倫理観をもち、人々の健康と福祉の向上に貢献できる人材の養成を目的とする。  
(７ ) 都市情報学部は、サービスサイエンスの観点から、都市に関する総合的知識とバ

ランス感覚を併せ持ち、まちづくりや組織経営に関する様々な課題を分析し、解決

する人材の養成を目的とする。  
(８ ) 人間学部は、人間性への洞察を中核にすえた広い視野と深い教養を持ち、豊かな

人間性に裏打ちされ、国際的な舞台でも活躍できるコミュニケーション能力と行動

力を備えた人材の養成を目的とする。  
 （大学院）  
第４条 本大学に、大学院を置く。  
② 大学院に関することは、別に定める。  
 （専攻科）  
第５条 本大学に、専攻科を置く。  
② 専攻科に関することは、別に定める。  
 （附属施設等）  
第６条 本大学に、次の教育研究の施設等を置く。  

(１ ) 研究所  
(２ ) 農学部附属農場  
(３ ) その他附属施設等  

② 教育研究の施設等に関することは、別に定める。  
 （附属図書館）  
第７条 本大学に、附属図書館を置く。  
② 附属図書館に関することは、別に定める。  
 （事務組織）  
第８条 本大学に、経営本部、入学センター、学務センター、大学教育開発センター、学

術研究支援センター、キャリアセンター、国際交流センター、情報センター、附属図書

館及び学部事務室を置く。  
② 事務組織に関することは、別に定めるところによる。  
 （職員）  
第９条 本大学に、学長、教授、准教授、助教、助手及び事務職員を置く。  
② 本大学に、副学長、学部長、講師及びその他必要な職員を置くことができる。  
 （教授会）  
第１０条 各学部に、教授会を置く。  
② 教授会は、各学部の教授をもって構成する。ただし、必要に応じ、准教授等専任の教

育職員を参加させ、その他の職員を出席させることができる。  
③ 教授会は、次の場合に学部長が招集し、その議長となる。  

(１ ) 学部長が必要と認めたとき  
(２ ) 教授会構成員の３分の１以上の要請があったとき  
(３ ) 学長が教授会の招集を要請したとき  

④ 教授会は、次の事項を審議決定する。  
(１ ) 教育課程及び成績評価に関する事項  
(２ ) 学生の資格認定及びその身分に関する事項  
(３ ) 教授、准教授、助教、講師、助手等の専任教育職員の進退に関する事項  
(４ ) 学則の変更に関する事項  
(５ ) その他重要な事項  

⑤ 教授会に関することは、別に定める。  
 （協議会）  
第１１条 本大学に、協議会を置く。  
② 協議会に関することは、別に定める。  

（学部長会）  
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第１１条の２ 本大学に、学部長会を置く。  
② 学部長会に関することは、別に定める。  
 
   第３章 学年・学期及び休業日  
 
 （学年）  
第１２条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。  
 （学期）  
第１３条 学年を次の２学期に分ける。  
  前期 ４月１日から９月２０日まで  
  後期 ９月２１日から翌年３月３１日まで  
 （休業日）  
第１４条 休業日は、次のとおりとする。  

(１ ) 日曜日  
(２ ) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日  
(３ ) 春季休業日 ３月２１日から３月３１日まで  
(４ ) 夏季休業日 ７月２１日から９月２０日まで  
(５ ) 冬季休業日 １２月２１日から翌年１月１０日まで  

② 必要がある場合、前項に定めるもののほか、休業日を定め、又は変更することができ

る。  
 
   第４章 修業年限及び在学年限  
 
 （修業年限）  
第１５条 学部の修業年限は、４年とする。ただし、薬学部においては、６年とする。  
 （在学年限）  
第１６条 学生は、８年を超えて在学することはできない。ただし、第２２条又は第２３

条の規定により入学又は転学部等が許可された者の在学年限は、別に定める。  
② 前項の規定にかかわらず、薬学部の在学年限は、１２年とする。  
 
   第５章 入学  
 
 （入学の時期）  
第１７条 本大学の入学の時期は、毎年４月とする。ただし、第１０章及び第１１章に定

めるものについては、学期の始めとすることができる。  
 （入学資格）  
第１８条 本大学に、入学できる者は、次の各号の１に該当する者とする。  

(１ ) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者  
(２ ) 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者  
(３ ) 外国において、学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者

で文部科学大臣の指定した者  
(４ ) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外

教育施設の当該課程を修了した者  
(５ ) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定

める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣

が定める日以後に修了した者  
(６ ) 文部科学大臣の指定した者（昭和２３年文部省告示第４７号）  
(７ ) 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者

(旧規程による大学入学資格検定に合格した者を含む。 ) 
(８ ) 高等学校に２年以上在学した者又はこれに準ずる者で文部科学大臣の指定した
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ものであって、本大学において、数学の分野における特に優れた資質を有し、かつ、

高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者  
(９ ) 学校教育法第９０条第２項の規定により大学に入学した者であって、当該者をそ

の後に入学させる大学において、大学における教育を受けるにふさわしい学力があ

ると認めた者  
(１０ ) 本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上

の学力があると認めた者で、１８歳に達した者  
 （入学の出願）  
第１９条 本大学に入学を志願する者は、所定の書類を添えて願い出なければならない。 
 （入学者の選考）  
第２０条 前条の入学志願者については、別に定めるところにより、選考を行う。  
 （入学手続及び入学許可）  
第２１条 前条の選考結果に基づき、合格通知を受けた者は、指定する期日までに、所定

の入学手続きをしなければならない。  
② 学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。  
 （編入学・転入学及び再入学）  
第２２条 次の各号の１に該当する者で、編入学、転入学又は再入学（以下「編入学等」

という。）を志願する者については、選考のうえ、相当年次に編入学等を許可する。  
(１ ) 大学を卒業した者又は退学した者  
(２ ) 短期大学、高等専門学校、旧国立工業教員養成所又は国立養護教諭養成所を卒業

した者  
(３ ) 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上、総授業時数が１,７００時間以上であるものに限

る。）を修了した者（ただし、学校教育法第９０条第１項に規定する大学入学資格を有する者に限

る。） 
(４ ) 学校教育法施行規則附則第７条に定める従前の規定による高等学校、専門学校若

しくは教員養成諸学校等の課程を修了、又は卒業した者  
（転学部等）  

第２３条 転学部・転学科・コース変更（以下「転学部等」という。）を志願する者につ

いては、選考のうえ、当該の学部、学科、コースの相当年次に転学部等を許可する。  
 
   第６章 教育課程・履修方法等  
 
 （教育課程）  
第２４条 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目とし、これを各年

次に配当して編成するものとする。  
② 授業科目、単位数及び卒業要件は、別表第２のとおりとする。  
③ 第１１章で定める外国人留学生及び帰国子女として入学した者については、前項別表

第２に規定する授業科目のほか、別表第３に定める授業科目を置く。  
④ 履修方法に関することは、別に定める。  
 （教育内容等の改善）  
第２４条の２ 本大学は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究

を行う。  
② 前項の研修及び研究に関することは、別に定める。  
 （単位）  
第２５条 授業科目の単位は、次の各号の基準によるものとする。  

(１ ) 講義及び演習については、１５時間から３０時間までの授業時間をもって１単位

とする。  
(２ ) 実験、実習及び実技については、３０時間から４５時間までの授業時間をもって

１単位とする。  
② 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、
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これらの学修の成果を評価して単位を与えることができる。  
 （単位の授与）  
第２６条 授業科目を履修し、試験に合格した者には、所定の単位を与える。  
 （入学前の既修得単位等の認定）  
第２７条 教育上有益と認めるときは、本大学の第１年次に入学した者が、入学前に、次

の教育施設等（外国の大学を含む。）において行った学修及び修得した単位を、大学設

置基準に定めるところにより、本大学が定める授業科目を履修して修得したものとみな

し、６０単位を超えない範囲で認定することができる。  
(１ ) 大学又は短期大学  
(２ ) 短期大学又は高等専門学校の専攻科  
(３ ) 文部科学大臣の定めるもの  

 （本大学以外における修得単位等の認定）  
第２８条 学生が、本大学以外の教育施設等で行った学修及び修得した単位の認定は、前

条の規定を準用する。  
② 前項の修得したものとみなす単位数は、第２７条により修得したものとみなす単位数

と合わせて６０単位を超えない範囲で認定することができる。  
 （編入学等及び転学部等の単位等の認定）  
第２９条 編入学等及び転学部等をした学生の既に履修した授業科目及び修得した単位

は、各学部において認定する。  
（多様なメディアを高度に利用して行う授業） 

第２９条の２ 本大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、多様なメディアを高度に利用し

て行う授業を教室等以外の場所で履修させることができる。 

 （成績）  
第３０条 履修科目の成績は、優 (Ａ )、良 (Ｂ )、可 (Ｃ )及び不可 (Ｆ )の４種の評語をもって

表わし、優 (Ａ )、良 (Ｂ )及び可 (Ｃ )を合格とする。  
 
   第７章 休学・転学・留学・退学等  
 
 （休学）  
第３１条 疾病その他やむを得ない理由により、３月以上修学することができない者は、

学部教授会の議を経て、学部長の許可を得て休学することができる。  
② 休学期間は、１年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は、１年を限度として、

休学期間の延長を認めることができる。  
③ 休学期間は、通算して４年を超えることができない。  
④ 休学期間は、在学年限に算入しない。  
 （復学）  
第３２条 休学期間中にその理由が消滅したときは、学部教授会の議を経て、学部長の許

可を得て復学することができる。  
 （転学）  
第３３条 他の大学に入学又は転入学を志願する者は、学部長に願い出て、あらかじめそ

の許可を得なければならない。  
 （留学）  
第３４条 外国の大学又は短期大学で学修することを志願する者は、学部長の許可を得て

留学することができる。  
② 留学期間は、第３８条に定める在学期間に含めることができる。  
 （退学）  
第３５条 疾病その他やむを得ない理由により、退学しようとする者は、学部教授会の議

を経て、学長の許可を得て退学することができる。  
 （除籍）  
第３６条 次の各号の１に該当する者は、学部教授会の議を経て、学長が除籍する。  
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(１ ) 第１６条に定める在学年限を超えた者  
(２ ) 第３１条に定める休学期間を超えてなお修学できない者  
(３ ) 学費を納入しない者  
(４ ) その他成業の見込みがないと認められる者  

 （復籍）  
第３７条 前条により除籍された者で復籍しようとするものは、学部教授会の議を経て、

学長の許可を得て復籍することができる。ただし、前条第１号により除籍された者は除

く。  
 
   第８章 卒業及び学位の授与  
 
 （卒業及び学位の授与）  
第３８条 次の各号の１に該当する者には、学部教授会の議を経て、学部長が卒業を認定

し、学長は、学士の学位を授与する。  
(１ ) 本大学に４年以上在学し、第２４条に定める１２４以上の単位を修得した者  
(２ ) 本大学に３年以上在学し、別に定める要件を満たした者  

 
   第９章 教職課程及び学芸員課程  
 

（教育職員免許状の取得）  
第３９条 教育職員免許状を取得しようとする者は、教育職員免許法及び同施行規則に定

める単位を修得しなければならない。  
② 教職課程に関する授業科目、単位数、履修方法等は、別表第４のとおりとする。  
 （教育職員免許状の種類）  
第４０条 本大学において、所定の単位を修得した者は、別表第５の教育職員免許状を取

得することができる。  
 (学芸員資格の取得 ) 
第４０条の２ 学芸員の資格を取得しようとする者は、博物館法及び同施行規則に定める

単位を修得しなければならない。  
② 学芸員課程に関する授業科目及び単位数は、別表第６のとおりとする。  
 (教員免許状更新講習 ) 
第４０条の３ 本大学において、教育職員免許法に基づく教員免許状更新講習を開設する

ことができる。  
② 教員免許状更新講習に関することは別に定める。  
 
   第１０章 科目等履修生及び研究生  
 
 （科目等履修生）  
第４１条 本大学において、授業科目につき履修することを志願する者については、教育

研究に支障のない場合に限り、選考のうえ、科目等履修生として入学を許可する。  
② 授業科目を履修し、試験に合格した者には、所定の単位を与える。  
 （研究生）  
第４２条 本大学において、専門事項につき研究することを志願する者については、教育

研究に支障のない場合に限り、選考のうえ、研究生として入学を許可する。  
 
   第１１章 外国人留学生及び帰国子女  
 
 （外国人留学生）  
第４３条 外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国し、本大学に入学を志

願する者については、選考のうえ、外国人留学生として入学を許可する。  
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 （帰国子女）  
第４４条 帰国子女で、本大学に入学を志願する者については、選考のうえ、帰国子女と

して入学を許可する。  
 
   第１２章 賞罰  
 
 （表彰）  
第４５条 学生として表彰に価する行為があった者は、学部教授会及び協議会の議を経て、

学長が表彰する。  
 （懲戒）  
第４６条 本大学の規則に違反又は学生としての本分に反する行為をした者は、学部教授

会及び協議会の議を経て、学長が懲戒する。  
② 前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。  
③ 前項の退学は、次の各号の１に該当する場合に行う。  

(１ ) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者  
(２ ) 本大学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者  

 
   第１３章 厚生施設  
 
 （学生寮等）  
第４７条 本大学に、学生寮等を置く。  
② 学生寮等に関することは、別に定める。  
 
   第１４章 公開講座  
 
 （公開講座）  
第４８条 市民及び地域社会の教育文化の発展に貢献するため、本大学に公開講座を開設

することができる。  
② 公開講座に関することは、別に定める。  
 
   第１５章 学費等  
 
 （学費等）  
第４９条 学費等の種類及びその額は、学校法人名城大学の設置する学校の学費等に関す

る規則に定めるところによる。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和４２年４月１日から施行する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和４６年４月１日から施行する。ただし、第３０条、第３１条、第３２

条、第３７条、第３８条及び第３８条の２は、昭和４６年度入学者から適用する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和４７年４月１日から施行する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和４８年４月１日から施行する。  
 
   附 則  
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 この学則は、昭和４９年４月１日から施行する。ただし、第２５条及び第２５条の２は、

昭和４９年度入学者から適用する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和５０年４月１日から施行する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和５０年９月１９日から施行する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和５１年４月１日から施行する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和５２年４月１日から施行する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和５５年４月１日から施行する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和５５年４月１日から施行する。ただし、第３４条第４号は、昭和５５

年度入学者から適用する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和５６年４月１日から施行する。ただし、第２８条第４号及び第２８条

の２第４号は、昭和５６年度入学者から適用する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和５７年４月１日から施行する。ただし、第２５条の３、第３０条及び

第３１条は、昭和５７年度入学者から適用する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和５８年４月１日から施行する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和５８年４月１日から施行し、昭和５８年度入学者から適用する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和５９年４月１日から施行する。ただし、第３０条の２及び第３１条の

２は、昭和５９年度入学者から適用する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和６０年４月１日から施行する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和６０年４月１日から施行する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和６０年５月３０日から施行する。ただし、第３８条の２は、昭和６０

年度入学者から適用する。  
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   附 則  
 この学則は、昭和６１年４月１日から施行する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和６１年４月１日から施行する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和６１年４月１日から施行する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和６２年４月１日から施行する。ただし、第２条第２項の規定にかかわ

らず、昭和６２年度から平成７年度までの間の学生定員は、次のとおりとする。  
学部  学科  入学定員  総定員  

法学部一部   法学科     ４５０名    １，８００名  
 法学部二部   法学科     ２００名      ８００名  

 商学部一部   商学科     ２５０名    １，０００名  
 経済学科     ２５０名    １，０００名  

 商学部二部   商学科     ２００名      ８００名  

 理工学部一部  

 数学科      ８０名      ３２０名  
 電気電子工学科     １２０名      ４８０名  
 機械工学科     １２０名      ４８０名  
 交通機械学科     １２０名      ４８０名  
 土木工学科     １２０名      ４８０名  
 建築学科     １２０名      ４８０名  

 理工学部二部  

 数学科      ５０名      ２００名  
 電気電子工学科      ８０名      ３２０名  
 機械工学科      ８０名      ３２０名  
 交通機械学科      ５０名      ２００名  
 土木工学科      ５０名      ２００名  
 建築学科      ８０名      ３２０名  

 農学部   農学科     １２０名      ４８０名  
 農芸化学科     １２０名      ４８０名  

 薬学部   薬学科     １６０名      ６４０名  
 製薬学科      ８０名      ３２０名  

合計   ２，９００名   １１，６００名  
 
   附 則  
 １ この学則は、昭和６２年４月１日から施行する。ただし、第２８条及び第２８条の

３は、昭和６２年４月１日から適用する。  
 ２ 第２５条第１号及び第２５条の４第１号に規定する「情報処理概論Ａ・Ｂ」は、昭

和６３年４月１日から適用する。  
 
   附 則  
 この学則は、昭和６３年４月１日から施行する。ただし、第２８条の２第１号、同条第

４号及び第２８条の４第１号並びに同条第４号は、昭和６３年度入学者から適用する。  
 
   附 則  
 この学則は、平成元年４月１日から施行する。ただし、第２８条の５は、平成元年度入

学者から適用する。  
 
   附 則  
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 この学則は、平成２年４月１日から施行し、平成２年度入学者から適用する。  
 
   附 則  
 この学則は、平成２年４月１日から施行する。  
 
   附 則  
① この学則は、平成３年４月１日から施行し、平成２年４月１日以後に入学する者から

適用する。  
② 平成２年３月３１日に在学している者は、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例

による。  
 
   附 則  
１ 第２条第２項及び附則（昭和６２年４月１日施行）の学生定員にかかわらず、平成３

年度から 平成１１年度までの間の学生定員は、次のとおりとする。  
(１ ) 平成３年度から平成７年度まで  

学部  学科  入学定員  総定員  
法学部一部   法学科     ４５０名    １，８００名  

 法学部二部   法学科     ２００名      ８００名  

 商学部一部   商学科     ２５０名    １，０００名  
 経済学科     ２５０名    １，０００名  

 商学部二部   商学科     ２００名      ８００名  

 理工学部一部  

 数学科      ８０名      ３２０名  
 電気電子工学科     １４０名      ５６０名  
 機械工学科     １４０名      ５６０名  
 交通機械学科     １４０名      ５６０名  
 土木工学科     １４０名      ５６０名  
 建築学科     １４０名      ５６０名  

 理工学部二部  

 数学科      ５０名      ２００名  
 電気電子工学科      ８０名      ３２０名  
 機械工学科      ８０名      ３２０名  
 交通機械学科      ５０名      ２００名  
 土木工学科      ５０名      ２００名  
 建築学科      ８０名      ３２０名  

 農学部   農学科     １２０名      ４８０名  
 農芸化学科     １２０名      ４８０名  

 薬学部   薬学科     １６０名      ６４０名  
 製薬学科      ８０名      ３２０名  

合計   ３，０００名   １２，０００名  
(２ ) 平成８年度から平成１１年度まで  

学部  学科  入学定員  総定員  
法学部一部   法学科     ４００名    １，６００名  

 法学部二部   法学科     ２００名      ８００名  

 商学部一部   商学科     ２００名      ８００名  
 経済学科     ２００名      ８００名  

 商学部二部   商学科     ２００名      ８００名  

 理工学部一部  

 数学科      ８０名      ３２０名  
 電気電子工学科     １４０名      ５６０名  
 機械工学科     １４０名      ５６０名  
 交通機械学科     １４０名      ５６０名  
 土木工学科     １４０名      ５６０名  
 建築学科     １４０名      ５６０名  
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 理工学部二部  

 数学科      ５０名      ２００名  
 電気電子工学科      ８０名      ３２０名  
 機械工学科      ８０名      ３２０名  
 交通機械学科      ５０名      ２００名  
 土木工学科      ５０名      ２００名  
 建築学科      ８０名      ３２０名  

 農学部   農学科     １２０名      ４８０名  
 農芸化学科     １２０名      ４８０名  

 薬学部   薬学科     １６０名      ６４０名  
 製薬学科      ８０名      ３２０名  

合計   ２，８５０名   １１，４００名  
２ この学則は、平成３年４月１日から施行する。  
 
  附 則  
１ この学則は、平成３年４月１日から施行し、第３０条第４号(1)及び第３１条第１項

第４号のうち、数学科に係る規定は、平成３年４月１日以後に入学するものから適用し、

第４４条第２項は、平成２年４月１日以後に聴講が許可された者から適用する。  
２ 平成３年３月３１日に在籍している者については、改正後の規定にかかわらず、なお

従前の例による。  
 
   附 則  
 この学則は、平成３年１０月１日から施行し、平成３年７月１日から適用する。  
 
   附 則 

① この学則は、平成４年４月１日から施行する。 

② 平成４年３月３１日に在学している者については、改正後の規定にかかわらず、なお

従前の例による。ただし、第２４条に定める教育課程の適用に関する経過措置について

は、別に定める。 

 

   附 則 

 この学則は、平成５年４月１日から施行する。ただし、平成５年３月３１日に在学して

いる者については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

   附 則 

 この学則は、平成６年４月１日から施行する。ただし、平成６年３月３１日に在学して

いる者については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

   附 則 

① この学則は、平成７年４月１日から施行する。ただし、平成７年３月３１日に在学し

ている者については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

② 別表第１（第３条第２項関係）及び附則（平成３年４月１日施行）の学生定員にかか

わらず、平成７年度から平成１１年度までの間の学生定員は、次のとおりとする。 

（1） 平成７年度 

学部  学科  入学定員  収容定員  
法学部一部  法学科    ４３０名  １，７２０名  
法学部二部  法学科    ２００名    ８００名  

商学部一部  商学科    ２３５名    ９４０名  
経済学科    ２３５名    ９４０名  

商学部二部  商学科    ２００名    ８００名  
理工学部一部  数学科     ７０名    ２８０名  
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電気電子工学科    １４０名    ５６０名  
機械工学科    １３０名    ５２０名  
交通機械学科    １４０名    ５６０名  
土木工学科    １４０名    ５６０名  
建築学科    １３０名    ５２０名  

理工学部二部  

数学科     ５０名    ２００名  
電気電子工学科     ８０名    ３２０名  
機械工学科     ８０名    ３２０名  
交通機械学科     ５０名    ２００名  
土木工学科     ５０名    ２００名  
建築学科     ８０名    ３２０名  

農学部  農学科    １２０名    ４８０名  
農芸化学科    １１０名    ４４０名  

薬学部  薬学科    １５０名    ６００名  
製薬学科     ８０名    ３２０名  

都市情報学部  都市情報学科    ２００名    ８００名  
（ 2）平成８年度から平成１１年度まで  

学部  学科  入学定員  収容定員  
法学部一部  法学科    ３８０名  １，５２０名  
法学部二部  法学科    ２００名    ８００名  

商学部一部  商学科    １８５名    ７４０名  
経済学科    １８５名    ７４０名  

商学部二部  商学科    ２００名    ８００名  

理工学部一部  

数学科     ７０名    ２８０名  
電気電子工学科    １４０名    ５６０名  
機械工学科    １３０名    ５２０名  
交通機械学科    １４０名    ５６０名  
土木工学科    １４０名    ５６０名  
建築学科    １３０名    ５２０名  

理工学部二部  

数学科     ５０名    ２００名  
電気電子工学科     ８０名    ３２０名  
機械工学科     ８０名    ３２０名  
交通機械学科     ５０名    ２００名  
土木工学科     ５０名    ２００名  
建築学科     ８０名    ３２０名  

農学部  農学科    １２０名    ４８０名  
農芸化学科    １１０名    ４４０名  

薬学部  薬学科    １５０名    ６００名  
製薬学科     ８０名    ３２０名  

都市情報学部  都市情報学科    ２００名    ８００名  
 
   附 則  
① この学則は、平成８年４月１日から施行する。  
② 従前の薬学部薬学科及び製薬学科は、改正後の規定にかかわらず、平成８年３月３１

日に在学する者が、当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。  
③ 別表第１（第３条第２項関係）及び附則（平成７年４月１日施行）の学生定員にかか

わらず、平成８年度から平成１１年度までの間の学生定員は、次のとおりとする。  
学部 学科 入学定員 収容定員 

法学部一部 法学科   ４３０名 １，７２０名 

法学部二部 法学科   ２００名   ８００名 

商学部一部 商学科   ２３５名   ９４０名 
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経済学科   ２３５名   ９４０名 

商学部二部 商学科   ２００名   ８００名 

理工学部一部 

数学科    ７０名   ２８０名 

電気電子工学科   １４０名   ５６０名 

機械工学科   １３０名   ５２０名 

交通機械学科   １４０名   ５６０名 

土木工学科   １４０名   ５６０名 

建築学科   １３０名   ５２０名 

理工学部二部  

数学科     ５０名    ２００名  
電気電子工学科     ８０名    ３２０名  
機械工学科     ８０名    ３２０名  
交通機械学科     ５０名    ２００名  
土木工学科     ５０名    ２００名  
建築学科     ８０名    ３２０名  

農学部  農学科    １２０名    ４８０名  
農芸化学科    １１０名    ４４０名  

薬学部  医療薬学科    １１５名    ４６０名  
薬学科    １１５名    ４６０名  

都市情報学部  都市情報学科    ２００名    ８００名  
 
   附 則 

 この学則は、平成９年４月１日から施行する。 

 
   附 則 

① この学則は、平成１１年４月１日から施行する。 

② 従前の法学部一部法学科、法学部二部法学科、商学部一部商学科、経済学科、商学部二

部商学科、理工学部一部数学科、電気電子工学科、機械工学科、交通機械学科、土木工学

科、建築学科、理工学部二部数学科、電気電子工学科、機械工学科、交通機械学科、土木

工学科、建築学科、農学部農学科、農芸化学科は、改正後の規定にかかわらず、平成１１

年３月３１日に在学する者が、当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

③ 別表第１（第３条第２項関係）及び附則（平成８年４月１日施行）の学生定員にかかわ

らず、平成１１年度の学生定員は、次のとおりとする。 

学部  学科  入学定員  収容定員  
昼間主コース  夜間主コース  昼間主コース  夜間主コース  

法学部  法学科  ３８０名  ５０名１，５２０名  ２００名

応用実務法学科  ５０名  １５０名 ２００名  ６００名

商学部  商学科  ２３５名  ２００名 ９４０名  ８００名

経済学科  ２３５名  ９４０名  

理工学部  

数学科  ７０名  ５０名 ２８０名  ２００名

電気電子工学科  １４０名  ８０名 ５６０名  ３２０名

機械工学科  １３０名  ８０名 ５２０名  ３２０名

交通機械学科  １４０名  ５０名 ５６０名  ２００名

土木工学科  １４０名  ５０名 ５６０名  ２００名

建築学科  １３０名  ８０名 ５２０名  ３２０名

農学部  生物資源学科  １１５名  ４６０名  
応用生物化学科  １１５名  ４６０名  

薬学部  医療薬学科  １１５名  ４６０名  
薬学科  １１５名  ４６０名  

都市情報学部  都市情報学科  ２００名  ８００名  
 備考 農学部、薬学部及び都市情報学部の定員は、昼間主コースの定員の欄に記載する。 
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   附 則 

 この学則は、平成１１年４月１日から施行する。 

 
   附 則 

① この学則は、平成１２年４月１日から施行する。 

② 従前の商学部商学科、経済学科、理工学部機械工学科、交通機械学科、土木工学科は、

改正後の規定にかかわらず、平成１２年３月３１日に在学する者が、当該学科に在学しな

くなるまでの問、存続するものとする。 

③ 別表第１（第３条第２項関係）の学生定員にかかわらず、平成１２年度から平成１６年

度までの学生定員は、次のとおりとする。 

(１) 平成１２年度 

学部 学科 
入学定員 収容定員 

昼間主コース 夜間主コース 昼間主コース 夜間主コース 合計 

法学部 
法学科 375 名 50 名 1， 500 名 200 名 1， 700 名

応用実務法学科 50 名 150 名 200 名 600 名 800 名

経営学部 
経営学科 160 名 60 名 640 名 240 名 880 名

国際経営学科 70 名 40 名 280 名 160 名 440 名

経済学部 
経済学科 120 名 40 名 480 名 160 名 640 名

産業社会学科 110 名 60 名 440 名 240 名 680 名

理工学部 

数学科 50 名 40 名 200 名 160 名 360 名

情報科学科 60 名 40 名 240 名 160 名 400 名

電気電子工学科 108 名 45 名 432 名 180 名 612 名

材料機能工学科 60 名 40 名 240 名 160 名 400 名

機械システム工学科 108 名 45 名 432 名 180 名 612 名

交通科学科 98 名 45 名 392 名 180 名 572 名

建設システム工学科 98 名 45 名 392 名 180 名 572 名

環境創造学科 60 名 40 名 240 名 160 名 400 名

建築学科 98 名 50 名 392 名 200 名 592 名

農学部 
生物資源学科 115 名 460 名 460 名

応用生物化学科 115 名 460 名 460 名

薬学部 
医療薬学科 115 名 460 名 460 名

薬学科 115 名 460 名 460 名

都市情報学部 都市情報学科 200 名 800 名 800 名

合      計 2，285 名 790 名 9， 140 名 3，160 名 12，300 名

 備考 農学部、薬学部及び都市情報学部の定員は、昼間主コースの定員の欄に記載する。 

(２) 平成１３年度 

学部 学科 
入学定員 収容定員 

昼間主コース 夜間主コース 昼間主コース 夜間主コース 合計 

法学部 
法学科 370 名 50 名 1， 480 名 200 名 1， 680 名

応用実務法学科 50 名 150 名 200 名 600 名 800 名

経営学部 
経営学科 155 名 60 名 620 名 240 名 860 名

国際経営学科 70 名 40 名 280 名 160 名 440 名

経済学部 
経済学科 115 名 40 名 460 名 160 名 620 名

産業社会学科 110 名 60 名 440 名 240 名 680 名

理工学部 

数学科 50 名 40 名 200 名 160 名 360 名

情報科学科 60 名 40 名 240 名 160 名 400 名

電気電子工学科 106 名 45 名 424 名 180 名 604 名

材料機能工学科 60 名 40 名 240 名 160 名 400 名

機械システム工学科 106 名 45 名 424 名 180 名 604 名

交通科学科 96 名 45 名 384 名 180 名 564 名

建設システム工学科 96 名 45 名 384 名 180 名 564 名
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環境創造学科 60 名 40 名 240 名 160 名 400 名

建築学科 96 名 50 名 384 名 200 名 584 名

農学部 
生物資源学科 115 名 460 名 460 名

応用生物化学科 115 名 460 名 460 名

薬学部 
医療薬学科 115 名 460 名 460 名

薬学科 115 名 460 名 460 名

都市情報学部 都市情報学科 200 名 800 名 800 名

合      計 2， 260名 790 名 9， 040名 3，160 名 12， 200名

 備考 農学部、薬学部及び都市情報学部の定員は、昼間主コースの定員の欄に記載する。 

(３) 平成１４年度 

学部 学科 
入学定員 収容定員 

昼間主コース 夜間主コース 昼間主コース 夜間主コース 合計 

法学部 
法学科 365 名 50 名 1， 460 名 200 名 1， 660 名

応用実務法学科 50 名 150 名 200 名 600 名 800 名

経営学部 
経営学科 150 名 60 名 600 名 240 名 840 名

国際経営学科 70 名 40 名 280 名 160 名 440 名

経済学部 
経済学科 110 名 40 名 440 名 160 名 600 名

産業社会学科 110 名 60 名 440 名 240 名 680 名

理工学部 

数学科 50 名 40 名 200 名 160 名 360 名

情報科学科 60 名 40 名 240 名 160 名 400 名

電気電子工学科 104 名 45 名 416 名 180 名 596 名

材料機能工学科 60 名 40 名 240 名 160 名 400 名

機械システム工学科 104 名 45 名 416 名 180 名 596 名

交通科学科 94 名 45 名 376 名 180 名 556 名

建設システム工学科 94 名 45 名 376 名 180 名 556 名

環境創造学科 60 名 40 名 240 名 160 名 400 名

建築学科 94 名 50 名 376 名 200 名 576 名

農学部 
生物資源学科 115 名 460 名 460 名

応用生物化学科 115 名 460 名 460 名

薬学部 
医療薬学科 115 名 460 名 460 名

薬学科 115 名 460 名 460 名

都市情報学部 都市情報学科 200 名 800 名 800 名

合      計 2，235 名 790 名 8， 940 名 3，160 名 12，100 名

 備考 農学部、薬学部及び都市情報学部の定員は、昼間主コースの定員の欄に記載する。 

(４) 平成１５年度 

学部 学科 
入学定員 収容定員 

昼間主コース 夜間主コース 昼間主コース 夜間主コース 合計 

法学部 
法学科 360名 50名 1， 440名 200名 1， 640名

応用実務法学科 50名 150名 200名 600名 800名

経営学部 
経営学科 145名 60名 580名 240名 820名

国際経営学科 70名 40名 280名 160名 440名

経済学部 
経済学科 105名 40名 420名 160名 580名

産業社会学科 110名 60名 440名 240名 680名

理工学部 

数学科 50名 40名 200名 160名 360名

情報科学科 60名 40名 240名 160名 400名

電気電子工学科 102名 45名 408名 180名 588名

材料機能工学科 60名 40名 240名 160名 400名

機械システム工学科 102名 45名 408名 180名 588名

交通科学科 92名 45名 368名 180名 548名

建設システム工学科 92名 45名 368名 180名 548名

環境創造学科 60名 40名 240名 160名 400名
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建築学科 92名 50名 368名 200名 568名

農学部 
生物資源学科 115 名 460 名 460 名

応用生物化学科 115 名 460 名 460 名

薬学部 
医療薬学科 115 名 460 名 460 名

薬学科 115 名 460 名 460 名

都市情報学部 都市情報学科 200 名 800 名 800 名

合      計 2，210 名 790 名 8， 840 名 3，160 名 12， 000 名

 備考 農学部、薬学部及び都市情報学部の定員は、昼間主コースの定員の欄に記載する。 

(５) 平成１６年度 

学部 学科 
入学定員 収容定員 

昼間主コース 夜間主コース 昼間主コース 夜間主コース 合計 

法学部 
法学科 355 名 50 名 1， 420 名 200 名 1， 620 名

応用実務法学科 50 名 150 名 200 名 600 名 800 名

経営学部 
経営学科 140 名 60 名 560 名 240 名 800 名

国際経営学科 70 名 40 名 280 名 160 名 440 名

経済学部 
経済学科 100 名 40 名 400 名 160 名 560 名

産業社会学科 110 名 60 名 440 名 240 名 680 名

理工学部 

数学科 50 名 40 名 200 名 160 名 360 名

情報科学科 60 名 40 名 240 名 160 名 400 名

電気電子工学科 100 名 45 名 400 名 180 名 580 名

材料機能工学科 60 名 40 名 240 名 160 名 400 名

機械システム工学科 100 名 45 名 400 名 180 名 580 名

交通科学科 90 名 45 名 360 名 180 名 540 名

建設システム工学科 90 名 45 名 360 名 180 名 540 名

環境創造学科 60 名 40 名 240 名 160 名 400 名

建築学科 90 名 50 名 360 名 200 名 560 名

農学部 
生物資源学科 115 名 460 名 460 名

応用生物化学科 115 名 460 名 460 名

薬学部 
医療薬学科 115 名 460 名 460 名

薬学科 115 名 460 名 460 名

都市情報学部 都市情報学科 200 名 800 名 800 名

合      計 2，185 名 790 名 8， 740 名 3，160 名 11， 900 名

 備考 農学部、薬学部及び都市情報学部の定員は、昼間主コースの定員の欄に記載する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１２年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１２年４月１日から施行する。ただし、平成１２年３月３１日に在学し

ている者については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１２年６月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１２年１２月６日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１３年４月１日から施行する。 

 

   附 則 
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 この学則は、平成１３年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１４年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１５年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１５年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１５年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

 この学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１８年１月２６日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、平成１８年３月３１日に在学し

ている者については、改正後の規定にかかわらず、なお、従前の例による。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

   附 則 
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 この学則は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

① この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

② 第９条第２項に規定するその他必要な職員として、当分の間、助教授を置くことができ

るものとする。 

 

   附 則 

 この学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成２０年８月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

この学則は、平成２３年４月１日から施行し、平成２３年度入学者から適用する。た

だし、平成２３年３月３１日に在学している者については、改正後の規定にかかわらず、

なお従前の例による。  
 

   附 則 

この学則は、平成２３年４月１日から施行する。ただし、平成２３年３月３１日に在

学している者については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。  
 

   附 則 

この学則は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、平成２４年３月３１日に在

学している者については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。  
 

   附 則 

この学則は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、平成２４年３月３１日に在

学している者については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。  
 

   附 則 

この学則は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、平成２４年３月３１日に在

学している者については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。  
 

   附 則 

 この学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

この学則は、平成２５年４月１日から施行し、平成２５年度入学者から適用する。た
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だし、平成２５年３月３１日に在学している者については、改正後の規定にかかわらず、

なお従前の例による。  
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別表第１（第３条第２項関係） 

学部 学科 入学定員 収容定員 

法学部 
法学科 ３６０名 １，４４０名

応用実務法学科 １７０名 ６８０名

経営学部 
経営学科 １９５名 ７８０名

国際経営学科 ９０名 ３６０名

経済学部 
経済学科 １８５名 ７４０名

産業社会学科 １００名 ４００名

理工学部 

数学科 ８５名 ３４０名

情報工学科 １４５名 ５８０名

電気電子工学科 １３０名 ５２０名

材料機能工学科 ６５名 ２６０名

応用化学科 ６０名 ２４０名

機械工学科 １２０名 ４８０名

交通機械工学科 １１０名 ４４０名

メカトロニクス工学科 ７５名 ３００名

社会基盤デザイン工学科 ９０名 ３６０名

環境創造学科 ９０名 ３６０名

建築学科 １３５名 ５４０名

農学部 

生物資源学科 １００名 ４００名

応用生物化学科 １００名 ４００名

生物環境科学科 １００名 ４００名

薬学部 薬学科 ２５０名 １，５００名

都市情報学部 都市情報学科 ２００名 ８００名

人間学部 人間学科 ２００名 ８００名

合    計 ３，１５５名 １３，１２０名

 

 
 



別表第 2（第 24 条第 2 項関係）1 の 1～3 の 2（略） 
  



４の１（理工学部数学科）

　①　授業科目及び単位数

必修科目 選択科目 自由科目

英語コミュニケーションⅠ 1

英語コミュニケーションⅡ 1

英語コミュニケーションⅢ 1

英語コミュニケーションⅣ 1

プラクティカル・イングリッシュⅠ 1

プラクティカル・イングリッシュⅡ 1

ドイツ語Ⅰ 1

ドイツ語Ⅱ 1

ドイツ語Ⅲ 1

ドイツ語Ⅳ 1

フランス語Ⅰ 1

フランス語Ⅱ 1

フランス語Ⅲ 1

フランス語Ⅳ 1

中国語Ⅰ 1

中国語Ⅱ 1

中国語Ⅲ 1

中国語Ⅳ 1

体育科学Ⅰ 1

体育科学Ⅱ 1

体育科学Ⅲ 1

体育科学Ⅳ 1

人文科学基礎Ⅰ 2

人文科学基礎Ⅱ 2

社会科学基礎Ⅰ 2

社会科学基礎Ⅱ 2

アジア文化論Ⅰ 2

アジア文化論Ⅱ 2

欧米文化論Ⅰ 2

欧米文化論Ⅱ 2

国際関係論 2

文学 2

日本国憲法 2

国際経済論 2

心理学 2

基礎ゼミナールⅠ 1

基礎ゼミナールⅡ 1

微分積分Ⅰ 2

微分積分Ⅱ 2

線形代数Ⅰ 2

専
門
教
育

部
門

授業科目
単位数

総
合
基
礎
部
門
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線形代数Ⅱ 2

微分積分Ⅰ演習 1

微分積分Ⅱ演習 1

線形代数I演習 1

線形代数Ⅱ演習 1

数学序論I 2

数学序論Ⅱ 2

物理学I 2

物理学Ⅱ 2

物理学演習 1

化学I 2

化学Ⅱ 2

技術者倫理 2

コンピュータ―リテラシー 2

コンピューターサイエンス 2

数学基礎演習I 1

数学基礎演習Ⅱ 1

物理学基礎演習I 1

物理学基礎演習Ⅱ 1

化学基礎演習I 1

化学基礎演習Ⅱ 1

英語基礎演習I 1

英語基礎演習Ⅱ 1

総合数理基礎演習I 1

総合数理基礎演習Ⅱ 1

総合数理基礎演習Ⅲ 1

総合数理基礎演習Ⅳ 1

数理科学I 2

数理科学Ⅱ 2

数理物理学I 2

数理物理学Ⅱ 2

情報科学I 2

情報科学Ⅱ 2

情報科学Ⅲ 2

情報科学Ⅳ 2

情報社会と情報倫理 2

情報技術の応用と職業 2

アルゴリズム・データ構造論 2

経営情報論 2

情報ネットワーク論 2

パターン情報処理論 2

人間情報処理論 2

サイエンス・ボランティア入門I 1

サイエンス・ボランティア入門Ⅱ 1

探究活動入門I 2

専
門
教
育
部
門
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探究活動入門Ⅱ 2

微分積分Ⅲ 2

微分積分Ⅳ 2

線形代数Ⅲ 2

線形代数Ⅳ 2

数学通論I 2

数学通論Ⅱ 2

解析学I 2

解析学Ⅱ 2

解析学Ⅲ 2

解析学Ⅳ 2

解析学Ⅴ 2

解析学Ⅵ 2

解析学Ⅶ 2

解析学Ⅷ 2

代数学Ⅰ 2

代数学Ⅱ 2

代数学Ⅲ 2

代数学Ⅳ 2

代数学Ⅴ 2

代数学Ⅵ 2

代数学Ⅶ 2

代数学Ⅷ 2

幾何学I 2

幾何学Ⅱ 2

幾何学Ⅲ 2

幾何学Ⅳ 2

幾何学Ⅴ 2

幾何学Ⅵ 2

幾何学Ⅶ 2

幾何学Ⅷ 2

数理情報I 2

数理情報Ⅱ 2

数理情報Ⅲ 2

数理情報Ⅳ 2

数理情報Ⅴ 2

数理情報Ⅵ 2

数理情報Ⅶ 2

数理情報Ⅷ 2

計算機科学I 4

計算機科学Ⅱ 4

計算機科学Ⅲ 2

計算機科学Ⅳ 2

計算機科学Ⅴ 2

計算機科学Ⅵ 2

計算機科学Ⅶ 2

計算機科学Ⅷ 2

専
門
教
育
部
門
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教職研究I 1

教職研究Ⅱ 1

数学基礎研究 4

数学講究 8

　②　卒業に必要な要件

(1) 必修科目  24単位

(2) 選択科目　　　総合基礎部門  20単位以上

　　　　　　　専門教育部門  80単位以上

計 100単位以上

合計 124単位以上

４の２（理工学部情報工学科）

　①　授業科目及び単位数

必修科目 選択科目 自由科目

英語コミュニケーションⅠ 1

英語コミュニケーションⅡ 1

英語コミュニケーションⅢ 1

英語コミュニケーションⅣ 1

プラクティカル・イングリッシュⅠ 1

プラクティカル・イングリッシュⅡ 1

ドイツ語Ⅰ 1

ドイツ語Ⅱ 1

ドイツ語Ⅲ 1

ドイツ語Ⅳ 1

フランス語Ⅰ 1

フランス語Ⅱ 1

フランス語Ⅲ 1

フランス語Ⅳ 1

中国語Ⅰ 1

中国語Ⅱ 1

中国語Ⅲ 1

中国語Ⅳ 1

体育科学Ⅰ 1

体育科学Ⅱ 1

体育科学Ⅲ 1

体育科学Ⅳ 1

人文科学基礎Ⅰ 2

人文科学基礎Ⅱ 2

社会科学基礎Ⅰ 2

社会科学基礎Ⅱ 2

アジア文化論Ⅰ 2

アジア文化論Ⅱ 2

欧米文化論Ⅰ 2

欧米文化論Ⅱ 2

国際関係論 2

文学 2

日本国憲法 2

専
門
教
育
部
門

総
合
基
礎
部
門

授業科目
単位数
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国際経済論 2

心理学 2

基礎ゼミナールⅠ 1

基礎ゼミナールⅡ 1

微分積分Ⅰ 2

微分積分Ⅱ 2

線形代数Ⅰ 2

線形代数Ⅱ 2

物理学Ⅰ 2

物理学Ⅱ 2

物理学演習 1

物理学実験Ⅰ 1

物理学実験Ⅱ 1

化学Ⅰ 2

化学Ⅱ 2

化学実験Ⅰ 1

化学実験Ⅱ 1

地学Ⅰ 2

地学Ⅱ 2

地学実験Ⅰ 1

地学実験Ⅱ 1

生物学 2

生物学実験 1

理工学概論 2

技術者倫理 2

コンピューターリテラシー 2

数学基礎演習Ⅰ 1

数学基礎演習Ⅱ 1

物理学基礎演習Ⅰ 1

物理学基礎演習Ⅱ 1

化学基礎演習Ⅰ 1

化学基礎演習Ⅱ 1

英語基礎演習Ⅰ 1

英語基礎演習Ⅱ 1

情報通信ネットワーク 2

情報理論 2

情報セキュリティ 2

情報通信システム 2

信号伝送論 2

符号理論 2

ワイヤレス通信 2

コンピュータアーキテクチャⅠ 2

コンピュータアーキテクチャⅡ 2

ディジタル回路Ⅰ 2

ディジタル回路Ⅱ 2

電気電子回路Ⅰ 2

電気電子回路Ⅱ 2

ディジタル信号処理Ⅰ 2

総
合
基
礎
部
門

専
門
教
育
部
門
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ディジタル信号処理Ⅱ 2

組込システム 2

システム制御Ⅰ 2

システム制御Ⅱ 2

ハードウェア記述言語 2

センサ工学 2

ロボットシステム 2

アルゴリズム・データ構造Ⅰ 2

アルゴリズム・データ構造Ⅱ 2

オペレーティングシステム 2

データベース 2

ソフトウェア工学 2

言語・オートマトン 2

人工知能 2

数値解析 2

コンパイラ 2

プログラミング言語論 2

パターン認識 2

アドバンストアルゴリズム 2

数理計画法 2

マルチメディア基礎 2

画像処理 2

コンピュータグラフィックス 2

コンピュータビジョン 2

感性情報処理 2

音声・音響信号処理 2

バーチャルリアリティ 2

言語情報処理 2

情報工学の世界 2

情報工学基礎演習 1

テクニカルリテラシー 2

離散数学 2

確率論 2

統計解析 2

情報数学基礎 2

応用解析 2

電磁気学Ⅰ 2

電磁気学Ⅱ 2

プログラミング演習Ⅰ 1

プログラミング演習Ⅱ 1

プログラミング演習Ⅲ 1

プログラミング演習Ⅳ 1

情報工学実験Ⅰ 2

情報工学実験Ⅱ 2

情報工学実験Ⅲ 2

インターンシップ 1

ゼミナール 2

情報技術の応用と職業 2

卒業研究 4

専
門
教
育
部
門
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職業指導論Ⅰ 2

職業指導論Ⅱ 2

　②　卒業に必要な要件

(1) 必修科目  17単位

(2) 選択科目　　　総合基礎部門  20単位以上

　　　　　　　専門教育部門  87単位以上

計 107単位以上

合計 124単位以上

４の３（理工学部電気電子工学科）

　①　授業科目及び単位数

必修科目 選択科目 自由科目

英語コミュニケーションⅠ 1

英語コミュニケーションⅡ 1

英語コミュニケーションⅢ 1

英語コミュニケーションⅣ 1

プラクティカル・イングリッシュⅠ 1

プラクティカル・イングリッシュⅡ 1

ドイツ語Ⅰ 1

ドイツ語Ⅱ 1

ドイツ語Ⅲ 1

ドイツ語Ⅳ 1

フランス語Ⅰ 1

フランス語Ⅱ 1

フランス語Ⅲ 1

フランス語Ⅳ 1

中国語Ⅰ 1

中国語Ⅱ 1

中国語Ⅲ 1

中国語Ⅳ 1

体育科学Ⅰ 1

体育科学Ⅱ 1

体育科学Ⅲ 1

体育科学Ⅳ 1

人文科学基礎Ⅰ 2

人文科学基礎Ⅱ 2

社会科学基礎Ⅰ 2

社会科学基礎Ⅱ 2

アジア文化論Ⅰ 2

アジア文化論Ⅱ 2

欧米文化論Ⅰ 2

欧米文化論Ⅱ 2

国際関係論 2

文学 2

日本国憲法 2

国際経済論 2

心理学 2

総
合
基
礎
部
門

教
科

部
門

単位数
授業科目
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基礎ゼミナールⅠ 1

基礎ゼミナールⅡ 1

微分積分Ⅰ 2

微分積分Ⅱ 2

線形代数Ⅰ 2

線形代数Ⅱ 2

物理学Ⅰ 2

物理学Ⅱ 2

物理学演習 1

物理学実験Ⅰ 1

物理学実験Ⅱ 1

化学Ⅰ 2

化学Ⅱ 2

化学実験Ⅰ 1

化学実験Ⅱ 1

地学Ⅰ 2

地学Ⅱ 2

地学実験Ⅰ 1

地学実験Ⅱ 1

生物学 2

生物学実験 1

理工学概論 2

技術者倫理 2

コンピューターリテラシー 2

数学基礎演習Ⅰ 1

数学基礎演習Ⅱ 1

物理学基礎演習Ⅰ 1

物理学基礎演習Ⅱ 1

化学基礎演習Ⅰ 1

化学基礎演習Ⅱ 1

英語基礎演習Ⅰ 1

英語基礎演習Ⅱ 1

電気磁気学Ｉおよび演習 3

電気磁気学Ⅱおよび演習 3

電気磁気学Ⅲ 2

電気回路Ⅰおよび演習 3

電気回路Ⅱおよび演習 3

電気回路Ⅲ 2

電子回路A 2

電子回路B 2

電子回路C 2

デジタル回路Ⅰ 2

デジタル回路Ⅱ 2

デジタル信号処理Ⅰ 2

デジタル信号処理Ⅱ 2

コンピューターサイエンス 2

プログラミングⅠおよび演習 3

プログラミングⅡおよび演習 3

組み込みシステムⅠおよび演習 3

総
合

基
礎

部
門

専
門
教
育
部
門
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組み込みシステムⅡおよび演習 3

電気計測 2

電気基礎理論Ⅰ 2

電気基礎理論Ⅱ 2

電気基礎理論Ⅲ 2

電気基礎理論Ⅳ 2

電気電子工学概論 2

エネルギー変換・発生工学 2

エネルギー伝送工学 2

電気機器工学 2

高電圧工学 2

電力系統工学 2

電気設計・製図 2

電気法規・施設管理 2

制御工学Ⅰ 2

制御工学Ⅱ 2

パワーエレクトロニクス 2

電気電子物性論Ⅰ 2

電気電子物性論Ⅱ 2

電気電子物性論Ⅲ 2

半導体工学Ⅰ 2

半導体工学Ⅱ 2

電気化学 2

電子計測 2

センサ・センシング 2

基礎通信工学 2

情報理論 2

通信システム 2

電磁波工学 2

ネットワーク 2

データベース 2

電気電子工学基礎実験 1

電気電子工学実験Ⅰ 2

電気電子工学実験Ⅱ 2

電気電子工学実験Ⅲ 2

電気電子ゼミナ－ルⅠ 1

電気電子ゼミナ－ルⅡ 1

卒業研究 4

職業指導論Ⅰ 2

職業指導論Ⅱ 2

　②　卒業に必要な要件

(1) 必修科目  40単位

(2) 選択科目　　　総合基礎部門  20単位以上

　　　　　　　専門教育部門  64単位以上

計  84単位以上

合計 124単位以上

教
科

部
門

専
門
教
育
部
門
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４の４（理工学部材料機能工学科）

　①　授業科目及び単位数

必修科目 選択科目 自由科目

英語コミュニケーションⅠ 1

英語コミュニケーションⅡ 1

英語コミュニケーションⅢ 1

英語コミュニケーションⅣ 1

プラクティカル・イングリッシュⅠ 1

プラクティカル・イングリッシュⅡ 1

ドイツ語Ⅰ 1

ドイツ語Ⅱ 1

ドイツ語Ⅲ 1

ドイツ語Ⅳ 1

フランス語Ⅰ 1

フランス語Ⅱ 1

フランス語Ⅲ 1

フランス語Ⅳ 1

中国語Ⅰ 1

中国語Ⅱ 1

中国語Ⅲ 1

中国語Ⅳ 1

体育科学Ⅰ 1

体育科学Ⅱ 1

体育科学Ⅲ 1

体育科学Ⅳ 1

人文科学基礎Ⅰ 2

人文科学基礎Ⅱ 2

社会科学基礎Ⅰ 2

社会科学基礎Ⅱ 2

アジア文化論Ⅰ 2

アジア文化論Ⅱ 2

欧米文化論Ⅰ 2

欧米文化論Ⅱ 2

国際関係論 2

文学 2

日本国憲法 2

国際経済論 2

心理学 2

基礎ゼミナールⅠ 1

基礎ゼミナールⅡ 1

微分積分Ⅰ 2

微分積分Ⅱ 2

線形代数Ⅰ 2

線形代数Ⅱ 2

専
門
教
育
部
門

総
合
基
礎
部
門

授業科目
単位数
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物理学Ⅰ 2

物理学Ⅱ 2

物理学演習 1

物理学実験Ⅰ 1

物理学実験Ⅱ 1

化学Ⅰ 2

化学Ⅱ 2

化学実験Ⅰ 1

化学実験Ⅱ 1

地学Ⅰ 2

地学Ⅱ 2

地学実験Ⅰ 1

地学実験Ⅱ 1

生物学 2

生物学実験 1

理工学概論 2

技術者倫理 2

コンピューターリテラシー 2

数学基礎演習Ⅰ 1

数学基礎演習Ⅱ 1

物理学基礎演習Ⅰ 1

物理学基礎演習Ⅱ 1

化学基礎演習Ⅰ 1

化学基礎演習Ⅱ 1

英語基礎演習Ⅰ 1

英語基礎演習Ⅱ 1

応用数学Ⅰ 2

応用数学Ⅱ 2

応用数学Ⅲ 2

電磁気学Ⅰおよび演習 3

電磁気学Ⅱおよび演習 3

工業力学 2

材料力学Ⅰおよび演習 3

材料力学Ⅱおよび演習 3

量子力学Ⅰおよび演習 3

量子力学Ⅱおよび演習 3

物性論Ⅰおよび演習 3

物性論Ⅱおよび演習 3

熱力学 2

統計力学 2

製図基礎 2

真空工学 2

表面工学 2

電気回路および演習 3

電子回路設計・製作 2

アナログ電子回路 2

デジタル電子回路 2

専
門
教
育
部
門
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半導体デバイス 2

量子エレクトロニクス 2

半導体基礎論 2

半導体工学 2

結晶材料 2

結晶成長 2

磁性材料 2

光・誘電工学 2

鉄鋼材料 2

合金材料 2

焼結材料 2

高分子材料 2

複合材料 2

材料強度学 2

結晶塑性学 2

機械加工 2

溶融加工 2

機械要素 2

機械設計・製図 2

安全工学 2

化学反応論 2

量子化学 2

高分子物性 2

電気化学 2

エレクトロニクス材料分析・評価法 2

機械材料分析・評価法 2

分析化学 2

材料機能工学概論 2

科学技術リテラシー 2

材料機能工学実験Ⅰ 2

材料機能工学実験Ⅱ 2

材料機能工学実験Ⅲ 2

材料機能ゼミナール 2

先端技術管理 2

卒業研究 4

職業指導論Ⅰ 2

職業指導論Ⅱ 2

　②　卒業に必要な要件

(1) 必修科目  24単位

(2) 選択科目　　　総合基礎部門  16単位以上

　　　　　　　専門教育部門  84単位以上

計 100単位以上

合計 124単位以上

専
門
教
育
部
門

教
科

部
門
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４の５（理工学部応用化学科）

　①　授業科目及び単位数

必修科目 選択科目 自由科目

英語コミュニケーションⅠ 1

英語コミュニケーションⅡ 1

英語コミュニケーションⅢ 1

英語コミュニケーションⅣ 1

プラクティカル･イングリッシュⅠ 1

プラクティカル･イングリッシュⅡ 1

ドイツ語Ⅰ 1

ドイツ語Ⅱ 1

ドイツ語Ⅲ 1

ドイツ語Ⅳ 1

フランス語Ⅰ 1

フランス語Ⅱ 1

フランス語Ⅲ 1

フランス語Ⅳ 1

中国語Ⅰ 1

中国語Ⅱ 1

中国語Ⅲ 1

中国語Ⅳ 1

体育科学Ⅰ 1

体育科学Ⅱ 1

体育科学Ⅲ 1

体育科学Ⅳ 1

人文科学基礎Ⅰ 2

人文科学基礎Ⅱ 2

社会科学基礎Ⅰ 2

社会科学基礎Ⅱ 2

アジア文化論Ⅰ 2

アジア文化論Ⅱ 2

欧米文化論Ⅰ 2

欧米文化論Ⅱ 2

国際関係論 2

文学 2

日本国憲法 2

国際経済論 2

心理学 2

基礎ゼミナールⅠ 1

基礎ゼミナールⅡ 1

授業科目

総
合
基
礎
部
門

単位数
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微分積分Ⅰ 2

微分積分Ⅱ 2

線形代数Ⅰ 2

線形代数Ⅱ 2

物理学Ⅰ 2

物理学Ⅱ 2

物理学演習 1

物理学実験Ⅰ 1

物理学実験Ⅱ 1

化学Ⅰ 2

化学Ⅱ 2

化学実験Ⅰ 1

化学実験Ⅱ 1

地学Ⅰ 2

地学Ⅱ 2

地学実験Ⅰ 1

地学実験Ⅱ 1

生物学 2

生物学実験 1

理工学概論 2

技術者倫理 2

コンピューターリテラシー 2

数学基礎演習Ⅰ 1

数学基礎演習Ⅱ 1

物理学基礎演習Ⅰ 1

物理学基礎演習Ⅱ 1

化学基礎演習Ⅰ 1

化学基礎演習Ⅱ 1

英語基礎演習Ⅰ 1

英語基礎演習Ⅱ 1

化学基礎論 2

応用化学数学 2

電磁気学 2

化学反応論 2

量子化学Ⅰ 2

量子化学Ⅱ 2

量子化学演習 1

有機化学Ⅰ 2

有機化学Ⅱ 2

有機化学演習 1

高分子化学 2

高分子物性 2

高分子材料 2

生化学 2

生活支援化学 2

コロイド化学 2

専
門
教
育
部
門
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複合材料 2

物理化学Ⅰ 2

物理化学Ⅱ 2

物理化学演習 1

化学工学 2

物質構造学 2

固体物性化学 2

金属材料 2

電子材料 2

半導体工学 2

流動現象学 2

無機化学Ⅰ 2

無機化学Ⅱ 2

無機化学演習 1

化学結晶学 2

錯体化学 2

触媒化学 2

環境材料 2

表面工学 2

電気化学 2

エネルギー化学 2

工業力学 2

分析化学 2

製図基礎 2

機械要素 2

機械設計・製図 2

真空工学 2

機器分析 2

先端化学 2

安全工学 2

実験技術論 2

分離精製工学 2

科学表現論 2

先端技術管理 2

応用化学実験Ⅰ 2

応用化学実験Ⅱ 2

応用化学実験Ⅲ 3

応用化学実験Ⅳ 2

応用化学ゼミナール 2

卒業研究 4

職業指導論Ⅰ 2

職業指導論Ⅱ 2

専
門
教
育
部
門

教
科

部
門
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　②　卒業に必要な要件

(1) 必修科目  39単位

(2) 選択科目　　　総合基礎部門  18単位以上

　　　　　　　専門教育部門  67単位以上

計  85単位以上

合計 124単位以上

４の６（理工学部機械工学科）

　①　授業科目及び単位数

必修科目 選択科目 自由科目

英語コミュニケーションⅠ 1

英語コミュニケーションⅡ 1

英語コミュニケーションⅢ 1

英語コミュニケーションⅣ 1

プラクティカル・イングリッシュⅠ 1

プラクティカル・イングリッシュⅡ 1

ドイツ語Ⅰ 1

ドイツ語Ⅱ 1

ドイツ語Ⅲ 1

ドイツ語Ⅳ 1

フランス語Ⅰ 1

フランス語Ⅱ 1

フランス語Ⅲ 1

フランス語Ⅳ 1

中国語Ⅰ 1

中国語Ⅱ 1

中国語Ⅲ 1

中国語Ⅳ 1

体育科学Ⅰ 1

体育科学Ⅱ 1

体育科学Ⅲ 1

体育科学Ⅳ 1

人文科学基礎Ⅰ 2

人文科学基礎Ⅱ 2

社会科学基礎Ⅰ 2

社会科学基礎Ⅱ 2

アジア文化論Ⅰ 2

アジア文化論Ⅱ 2

欧米文化論Ⅰ 2

欧米文化論Ⅱ 2

国際関係論 2

文学 2

日本国憲法 2

国際経済論 2

心理学 2

基礎ゼミナールⅠ 1

基礎ゼミナールⅡ 1

総
合
基
礎
部
門

授業科目
単位数
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微分積分Ⅰ 2

微分積分Ⅱ 2

線形代数Ⅰ 2

線形代数Ⅱ 2

物理学Ⅰ 2

物理学Ⅱ 2

物理学演習 1

物理学実験Ⅰ 1

物理学実験Ⅱ 1

化学Ⅰ 2

化学Ⅱ 2

化学実験Ⅰ 1

化学実験Ⅱ 1

地学Ⅰ 2

地学Ⅱ 2

地学実験Ⅰ 1

地学実験Ⅱ 1

生物学 2

生物学実験 1

理工学概論 2

技術者倫理 2

コンピューターリテラシー 2

数学基礎演習Ⅰ 1

数学基礎演習Ⅱ 1

物理学基礎演習Ⅰ 1

物理学基礎演習Ⅱ 1

化学基礎演習Ⅰ 1

化学基礎演習Ⅱ 1

英語基礎演習Ⅰ 1

英語基礎演習Ⅱ 1

熱力学Ⅰ 2

熱力学Ⅱ 2

伝熱工学 2

熱機関工学 2

流体力学Ⅰ 2

流体力学Ⅱ 2

流体機械 2

応用流体力学 2

材料力学Ⅰ 2

材料力学Ⅱ 2

材料強度学Ⅰ 2

材料強度学Ⅱ 2

機械材料 2

機械設計基礎 2

機械設計Ⅰ 2

機械設計Ⅱ 2

専
門
教
育
部
門
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機械要素 2

機械加工学 2

塑性加工 2

生産加工学 2

生産管理 2

機構学 2

機械力学Ⅰ 2

機械力学Ⅱ 2

機械振動学 2

制御工学Ⅰ 2

制御工学Ⅱ 2

コンピュータープログラミング 2

コンピューターシミュレーション 2

機械技術者倫理 2

基礎電気工学 2

基礎電子工学 2

機械設計・製作 4

機械工学実習 2

機械工学実験 2

機械工学概論 2

応用数学Ⅰ 2

応用数学Ⅱ 2

応用力学 2

電磁気学 2

データ解析工学 2

ＣＡＥ 2

計測工学 2

新技術概論 2

技術英語 2

インターンシップ 1

ラボラトリー・セミナー 1

卒業研究 4

職業指導論Ⅰ 2

職業指導論Ⅱ 2

　②　卒業に必要な要件

(1) 必修科目  42単位

(2) 選択科目　　　総合基礎部門  20単位以上

　　　　　　　専門教育部門  62単位以上

計  82単位以上

合計 124単位以上

専
門
教
育
部
門

教
科

部
門
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４の７（理工学部交通機械工学科）

　①　授業科目及び単位数

必修科目 選択科目 自由科目

英語コミュニケーションⅠ 1

英語コミュニケーションⅡ 1

英語コミュニケーションⅢ 1

英語コミュニケーションⅣ 1

プラクティカル・イングリッシュⅠ 1

プラクティカル・イングリッシュⅡ 1

ドイツ語Ⅰ 1

ドイツ語Ⅱ 1

ドイツ語Ⅲ 1

ドイツ語Ⅳ 1

フランス語Ⅰ 1

フランス語Ⅱ 1

フランス語Ⅲ 1

フランス語Ⅳ 1

中国語Ⅰ 1

中国語Ⅱ 1

中国語Ⅲ 1

中国語Ⅳ 1

体育科学Ⅰ 1

体育科学Ⅱ 1

体育科学Ⅲ 1

体育科学Ⅳ 1

人文科学基礎Ⅰ 2

人文科学基礎Ⅱ 2

社会科学基礎Ⅰ 2

社会科学基礎Ⅱ 2

アジア文化論Ⅰ 2

アジア文化論Ⅱ 2

欧米文化論Ⅰ 2

欧米文化論Ⅱ 2

国際関係論 2

文学 2

日本国憲法 2

国際経済論 2

心理学 2

基礎ゼミナールⅠ 1

基礎ゼミナールⅡ 1

単位数
授業科目

総
合
基
礎
部
門
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微分積分Ⅰ 2

微分積分Ⅱ 2

線形代数Ⅰ 2

線形代数Ⅱ 2

物理学Ⅰ 2

物理学Ⅱ 2

物理学演習 1

物理学実験Ⅰ 1

物理学実験Ⅱ 1

化学Ⅰ 2

化学Ⅱ 2

化学実験Ⅰ 1

化学実験Ⅱ 1

地学Ⅰ 2

地学Ⅱ 2

地学実験Ⅰ 1

地学実験Ⅱ 1

生物学 2

生物学実験 1

理工学概論 2

技術者倫理 2

コンピューターリテラシー 2

数学基礎演習Ⅰ 1

数学基礎演習Ⅱ 1

物理学基礎演習Ⅰ 1

物理学基礎演習Ⅱ 1

化学基礎演習Ⅰ 1

化学基礎演習Ⅱ 1

英語基礎演習Ⅰ 1

英語基礎演習Ⅱ 1

環境倫理 2

情報技術 1

コンピューターシミュレーション 2

ＣＡＭ 1

ＣＡＥ 1

応用数学Ⅰ 2

応用数学Ⅱ 2

工業力学 2

工業力学演習 1

材料力学Ⅰ 2

材料力学Ⅱ 2

材料力学演習 1

構造力学 2

流体力学Ⅰ 2

専
門
教
育
部
門
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流体力学Ⅱ 2

流体力学演習 1

流れ学 2

熱力学Ⅰ 2

熱力学Ⅱ 2

熱力学演習 1

エネルギ工学 2

材料科学Ⅰ 2

材料科学Ⅱ 2

交通機工作法 2

機構学 2

機械要素Ⅰ 2

機械要素Ⅱ 2

図学 2

製図 1

設計・ＣＡＤ 1

交通機設計 1

制御工学Ⅰ 2

制御工学Ⅱ 2

機械力学 2

振動学 2

エンジンⅠ 2

エンジンⅡ 2

自動車工学Ⅰ 2

自動車工学Ⅱ 2

ビークルダイナミックス 2

航空工学Ⅰ 2

航空工学Ⅱ 2

航空宇宙学 2

鉄道車両工学Ⅰ 2

鉄道車両工学Ⅱ 2

船舶工学 2

知的交通システム学 2

管理科学 2

エレクトロニクスⅠ 2

エレクトロニクスⅡ 2

計測工学 2

スタイリング 1

ハンドエンジニアリング 1

交通システム実習Ⅰ 1

交通システム実習Ⅱ 1

交通システム実験Ⅰ 1

交通システム実験Ⅱ 1

ゼミナール 2

卒業研究 4

職業指導論Ⅰ 2

職業指導論Ⅱ 2

専
門
教
育
部
門

教
科

部
門
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　②　卒業に必要な要件

(1) 必修科目  55単位

(2) 選択科目　　　総合基礎部門  16単位以上

　　　　　　　専門教育部門  53単位以上

計  69単位以上

合計 124単位以上

４の８（理工学部メカトロニクス工学科）

　①　授業科目及び単位数

必修科目 選択科目 自由科目

英語コミュニケーションⅠ 1

英語コミュニケーションⅡ 1

英語コミュニケーションⅢ 1

英語コミュニケーションⅣ 1

プラクティカル･イングリッシュⅠ 1

プラクティカル･イングリッシュⅡ 1

ドイツ語Ⅰ 1

ドイツ語Ⅱ 1

ドイツ語Ⅲ 1

ドイツ語Ⅳ 1

フランス語Ⅰ 1

フランス語Ⅱ 1

フランス語Ⅲ 1

フランス語Ⅳ 1

中国語Ⅰ 1

中国語Ⅱ 1

中国語Ⅲ 1

中国語Ⅳ 1

体育科学Ⅰ 1

体育科学Ⅱ 1

体育科学Ⅲ 1

体育科学Ⅳ 1

人文科学基礎Ⅰ 2

人文科学基礎Ⅱ 2

社会科学基礎Ⅰ 2

社会科学基礎Ⅱ 2

アジア文化論Ⅰ 2

アジア文化論Ⅱ 2

欧米文化論Ⅰ 2

欧米文化論Ⅱ 2

国際関係論 2

文学 2

日本国憲法 2

国際経済論 2

心理学 2

基礎ゼミナールⅠ 1

基礎ゼミナールⅡ 1

総
合
基
礎
部
門

授業科目
単位数
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微分積分Ⅰ 2

微分積分Ⅱ 2

線形代数Ⅰ 2

線形代数Ⅱ 2

物理学Ⅰ 2

物理学Ⅱ 2

物理学演習 1

物理学実験Ⅰ 1

物理学実験Ⅱ 1

化学Ⅰ 2

化学Ⅱ 2

化学実験Ⅰ 1

化学実験Ⅱ 1

地学Ⅰ 2

地学Ⅱ 2

地学実験Ⅰ 1

地学実験Ⅱ 1

生物学 2

生物学実験 1

理工学概論 2

技術者倫理 2

コンピューターリテラシー 2

数学基礎演習Ⅰ 1

数学基礎演習Ⅱ 1

物理学基礎演習Ⅰ 1

物理学基礎演習Ⅱ 1

化学基礎演習Ⅰ 1

化学基礎演習Ⅱ 1

英語基礎演習Ⅰ 1

英語基礎演習Ⅱ 1

メカトロニクス概論 2

技術日本語 2

図学 2

電気回路基礎 2

コンピュータープログラミング 2

機械製図 2

材料力学I 2

材料力学Ⅱ 2

機械力学Ⅰ 2

機械力学Ⅱ 2

電子回路と部品 2

電磁気学Ⅰ 2

電磁気学Ⅱ 2

電気設計・製図 2

機構学 2

機械要素 2

アナログ電子回路 2

専
門
教
育
部
門
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制御工学Ⅰ 2

制御工学Ⅱ 2

組み込みソフトウェア 2

ベクトルとキネマティクス 2

メカトロニクス実験Ⅰ 2

メカトロニクス実験Ⅱ 2

信号処理工学 2

技術英語 2

集中演習Ⅰ 2

集中演習Ⅱ 2

集中演習Ⅲ 2

コンピュータ･アーキテクチャ 2

応用数学I 2

応用数学Ⅱ 2

流体力学Ⅰ 2

流体力学Ⅱ 2

熱力学Ⅰ 2

熱力学Ⅱ 2

コンピューターグラフィクス 2

デジタル電子回路 2

バイオメカニクス 2

機械要素設計 2

バイワイヤアーキテクチャ 2

医療機械工学 2

ネットワーク 2

電気機器工学 2

振動学 2

機械加工学 2

自動車工学Ⅰ 2

自動車工学Ⅱ 2

エネルギ工学 2

伝熱工学 2

ソフトウェア工学 2

生体信号処理 2

パワーエレクトロニクス 2

センサ・センシング 2

生産管理 2

機械技術者倫理 2

ＣＡＥ 2

計測工学 2

電気法規･施設管理 2

インターンシップ 1

機能再現演習 2

卒業研究 4

職業指導論Ⅰ 2

職業指導論Ⅱ 2

　②　卒業に必要な要件

(1) 必修科目  56単位

専
門
教
育
部
門

教
科

部
門
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(2) 選択科目　　　総合基礎部門  20単位以上

　　　　　　　専門教育部門  48単位以上

計  68単位以上

合計 124単位以上

４の９（理工学部社会基盤デザイン工学科）

　①　授業科目及び単位数

必修科目 選択科目 自由科目

英語コミュニケーションⅠ 1

英語コミュニケーションⅡ 1

英語コミュニケーションⅢ 1

英語コミュニケーションⅣ 1

プラクティカル・イングリッシュⅠ 1

プラクティカル・イングリッシュⅡ 1

ドイツ語Ⅰ 1

ドイツ語Ⅱ 1

ドイツ語Ⅲ 1

ドイツ語Ⅳ 1

フランス語Ⅰ 1

フランス語Ⅱ 1

フランス語Ⅲ 1

フランス語Ⅳ 1

中国語Ⅰ 1

中国語Ⅱ 1

中国語Ⅲ 1

中国語Ⅳ 1

体育科学Ⅰ 1

体育科学Ⅱ 1

体育科学Ⅲ 1

体育科学Ⅳ 1

人文科学基礎Ⅰ 2

人文科学基礎Ⅱ 2

社会科学基礎Ⅰ 2

社会科学基礎Ⅱ 2

アジア文化論Ⅰ 2

アジア文化論Ⅱ 2

欧米文化論Ⅰ 2

欧米文化論Ⅱ 2

総
合
基
礎
部
門

授業科目
単位数
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国際関係論 2

文学 2

日本国憲法 2

国際経済論 2

心理学 2

基礎ゼミナールⅠ 1

基礎ゼミナールⅡ 1

微分積分Ⅰ 2

微分積分Ⅱ 2

線形代数Ⅰ 2

線形代数Ⅱ 2

物理学Ⅰ 2

物理学Ⅱ 2

物理学演習 1

物理学実験Ⅰ 1

物理学実験Ⅱ 1

化学Ⅰ 2

化学Ⅱ 2

化学実験Ⅰ 1

化学実験Ⅱ 1

地学Ⅰ 2

地学Ⅱ 2

地学実験Ⅰ 1

地学実験Ⅱ 1

生物学 2

生物学実験 1

理工学概論 2

技術者倫理 2

コンピューターリテラシー 2

数学基礎演習Ⅰ 1

数学基礎演習Ⅱ 1

物理学基礎演習Ⅰ 1

物理学基礎演習Ⅱ 1

化学基礎演習Ⅰ 1

化学基礎演習Ⅱ 1

英語基礎演習Ⅰ 1

英語基礎演習Ⅱ 1

応用数学Ⅰ 2

応用数学Ⅱ 2

数理統計学 2

力学基礎 2

材料力学 2

数値計算・プログラミング演習Ⅰ 1

数値計算・プログラミング演習Ⅱ 1

図学・ＣＡＤ演習 1

専
門
教
育
部
門

総
合
基
礎
部
門
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構造力学Ⅰ 2

構造力学Ⅱ 2

構造力学Ⅲ 2

水理学Ⅰ 2

水理学Ⅱ 2

水理学Ⅲ 2

土質力学Ⅰ 2

土質力学Ⅱ 2

土質力学Ⅲ 2

社会基盤計画学Ⅰ 2

社会基盤計画学Ⅱ 2

建設材料学 2

基礎現象実験 2

測量学 2

測量学実習Ⅰ 1

測量学実習Ⅱ 1

応用測量・ＧＩＳ実習 2

社会基盤デザインセミナーⅠ 2

社会基盤デザインセミナーⅡ 2

社会プロジェクト特別講義 2

科学技術英語 2

社会基盤デザイン工学概論 2

デザイン学入門 2

デザイン技法 2

都市デザイン学 2

都市・国土制度論 2

交通デザイン学 2

まちづくり実習 1

水資源計画論 2

都市経済学 2

輸送・エネルギー計画論 2

プロジェクトマネジメント 2

土質・材料試験法 2

鋼構造設計論 2

コンクリート構造設計論 2

建設施工法 2

施設維持管理論 2

都市安全学 2

河川防災工学 2

海域防災工学 2

地盤防災工学 2

耐震工学 2

山地防災工学 2

ランドスケープデザイン 2

地圏環境工学 2

専
門
教
育
部
門
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水域環境工学 2

水質保全学 2

自然環境再生論 2

シミュレーション実験 1

グローバルインターンシップ 1

社会基盤デザイン総合演習Ⅰ 1

社会基盤デザイン総合演習Ⅱ 1

卒業研究 4

職業指導論Ⅰ 2

職業指導論Ⅱ 2

　②　卒業に必要な要件

(1) 必修科目  26単位

(2) 選択科目　　　総合基礎部門  20単位以上

　　　　　　　専門教育部門  78単位以上

計  98単位以上

合計 124単位以上

４の１０（理工学部環境創造学科）

　①　授業科目及び単位数

必修科目 選択科目 自由科目

英語コミュニケーションⅠ 1

英語コミュニケーションⅡ 1

英語コミュニケーションⅢ 1

英語コミュニケーションⅣ 1

プラクティカル・イングリッシュⅠ 1

プラクティカル・イングリッシュⅡ 1

ドイツ語Ⅰ 1

ドイツ語Ⅱ 1

ドイツ語Ⅲ 1

ドイツ語Ⅳ 1

フランス語Ⅰ 1

フランス語Ⅱ 1

フランス語Ⅲ 1

フランス語Ⅳ 1

中国語Ⅰ 1

中国語Ⅱ 1

中国語Ⅲ 1

中国語Ⅳ 1

体育科学Ⅰ 1

体育科学Ⅱ 1

体育科学Ⅲ 1

体育科学Ⅳ 1

人文科学基礎Ⅰ 2

人文科学基礎Ⅱ 2

社会科学基礎Ⅰ 2

社会科学基礎Ⅱ 2

授業科目

総
合
基
礎
部
門

専
門
教
育
部
門

教
科

部
門

単位数
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アジア文化論Ⅰ 2

アジア文化論Ⅱ 2

欧米文化論Ⅰ 2

欧米文化論Ⅱ 2

国際関係論 2

文学 2

日本国憲法 2

国際経済論 2

心理学 2

基礎ゼミナールⅠ 1

基礎ゼミナールⅡ 1

微分積分Ⅰ 2

微分積分Ⅱ 2

線形代数Ⅰ 2

線形代数Ⅱ 2

物理学Ⅰ 2

物理学Ⅱ 2

物理学演習 1

物理学実験Ⅰ 1

物理学実験Ⅱ 1

化学Ⅰ 2

化学Ⅱ 2

化学実験Ⅰ 1

化学実験Ⅱ 1

地学Ⅰ 2

地学Ⅱ 2

地学実験Ⅰ 1

地学実験Ⅱ 1

生物学 2

生物学実験 1

理工学概論 2

技術者倫理 2

コンピューターリテラシー 2

数学基礎演習Ⅰ 1

数学基礎演習Ⅱ 1

物理学基礎演習Ⅰ 1

物理学基礎演習Ⅱ 1

化学基礎演習Ⅰ 1

化学基礎演習Ⅱ 1

英語基礎演習Ⅰ 1

英語基礎演習Ⅱ 1

環境創造学概論Ⅰ 2

環境創造学概論Ⅱ 2

コミュニケーションスキル 2

応用数学 2

確率統計学 2

情報処理Ⅰ 2

専
門
教
育
部
門

総
合
基
礎
部
門
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情報処理Ⅱ 2

環境計測学 2

測量学 2

環境アセスメント 2

環境化学・分析 2

材料力学 2

構造力学Ⅰ 2

構造力学Ⅱ 2

流体力学 2

熱・光環境論 2

振動・騒音論 2

人間行動学 2

基礎生態学 2

地域環境調査実習Ⅰ 1

地域環境調査実習Ⅱ 1

測量学実習 2

環境創造学実験Ⅰ 2

環境創造学実験Ⅱ 2

環境材料学 2

環境造形学 2

環境デザイン図法 2

環境倫理 2

環境法 2

建設法規 2

気圏環境学 2

環境気象学 2

環境リモートセンシング 2

水環境学 2

水理学 2

水域環境創造学 2

水処理学 2

環境生態学 2

地圏環境学 2

環境変遷学 2

地震・活断層論 2

土壌地下水汚染学 2

快適性創造学 2

空間創造学 2

環境文化論 2

居住環境設計Ⅰ 2

居住環境設計Ⅱ 2

環境創造設備学 2

環境共生都市論 2

交通環境工学 2

都市環境設計 2

構造設計学Ⅰ 2

構造設計学Ⅱ 2

材料リサイクル 2

建設施工学 2

専
門
教
育
部
門

-77-



インターンシップ 1

ゼミナール 2

卒業研究・卒業制作 4

職業指導論Ⅰ 2

職業指導論Ⅱ 2

　②　卒業に必要な要件

(1) 必修科目  10単位

(2) 選択科目　　　総合基礎部門  20単位以上

　　　　　　　専門教育部門  94単位以上

計 114単位以上

合計 124単位以上

４の１１（理工学部建築学科）

　①　授業科目及び単位数

必修科目 選択科目 自由科目

英語コミュニケーションⅠ 1

英語コミュニケーションⅡ 1

英語コミュニケーションⅢ 1

英語コミュニケーションⅣ 1

プラクティカル・イングリッシュⅠ 1

プラクティカル・イングリッシュⅡ 1

ドイツ語Ⅰ 1

ドイツ語Ⅱ 1

ドイツ語Ⅲ 1

ドイツ語Ⅳ 1

フランス語Ⅰ 1

フランス語Ⅱ 1

フランス語Ⅲ 1

フランス語Ⅳ 1

中国語Ⅰ 1

中国語Ⅱ 1

中国語Ⅲ 1

中国語Ⅳ 1

体育科学Ⅰ 1

体育科学Ⅱ 1

体育科学Ⅲ 1

体育科学Ⅳ 1

人文科学基礎Ⅰ 2

人文科学基礎Ⅱ 2

社会科学基礎Ⅰ 2

社会科学基礎Ⅱ 2

アジア文化論Ⅰ 2

アジア文化論Ⅱ 2

欧米文化論Ⅰ 2

欧米文化論Ⅱ 2

国際関係論 2

文学 2

日本国憲法 2

総
合
基
礎
部
門

授業科目
単位数

教
科

部
門

専
門
教

育
部
門
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国際経済論 2

心理学 2

基礎ゼミナールⅠ 1

基礎ゼミナールⅡ 1

微分積分Ⅰ 2

微分積分Ⅱ 2

線形代数Ⅰ 2

線形代数Ⅱ 2

物理学Ⅰ 2

物理学Ⅱ 2

物理学演習 1

物理学実験Ⅰ 1

物理学実験Ⅱ 1

化学Ⅰ 2

化学Ⅱ 2

化学実験Ⅰ 1

化学実験Ⅱ 1

地学Ⅰ 2

地学Ⅱ 2

地学実験Ⅰ 1

地学実験Ⅱ 1

生物学 2

生物学実験 1

理工学概論 2

技術者倫理 2

コンピューターリテラシー 2

数学基礎演習Ⅰ 1

数学基礎演習Ⅱ 1

物理学基礎演習Ⅰ 1

物理学基礎演習Ⅱ 1

化学基礎演習Ⅰ 1

化学基礎演習Ⅱ 1

英語基礎演習Ⅰ 1

英語基礎演習Ⅱ 1

建築史概論 2

建築計画概論 2

建築環境概論 2

建築構造概論 2

建築材料概論 2

西洋建築史 2

日本建築史 2

アジア建築史 2

近代建築史 2

美術史 2

建築応用数学 2

数値計算法 2

建築環境物理 2

建築環境工学 2

建築設備概論 2

総
合
基

礎
部
門

専
門
教
育
部
門
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構造力学概論 2

構造力学Ⅰ 2

構造力学Ⅱ 2

構造力学Ⅲ 2

構造力学Ⅳ 2

建築材料実験 2

建築構造実験 2

建築環境実験 2

ＣＡＤデザイン 2

デザイン基礎Ⅰ 2

デザイン基礎Ⅱ 2

基本空間デザインⅠ 2

基本空間デザインⅡ 2

建築デザインⅠ 2

建築デザインⅡ 2

建築デザインⅢ 2

建築計画Ⅰ 2

建築計画Ⅱ 2

建築計画Ⅲ 2

インテリアデザイン 2

建築各種構造Ⅰ 2

建築各種構造Ⅱ 2

建築構造デザインⅠ 2

建築構造デザインⅡ 2

建築構造計画 2

建築構造設計 2

建築環境計画Ⅰ 2

建築環境計画Ⅱ 2

建築設備工学Ⅰ 2

建築設備工学Ⅱ 2

都市環境デザイン 2

建築材料 2

建築工法 2

都市計画 2

生活空間計画 2

地域計画 2

耐震工学 2

都市防災 2

生産工学Ⅰ 2

生産工学Ⅱ 2

建築維持保全 2

建築法規行政 2

ワークショップ 1

設計総合演習 1

インターンシップ 1

ゼミナールⅠ 1

ゼミナールⅡ 1

卒業研究・卒業制作 4

職業指導論Ⅰ 2

職業指導論Ⅱ 2

専
門
教
育
部
門

教
科

部
門
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　②　卒業に必要な要件

(1) 必修科目  28単位

(2) 選択科目　　　総合基礎部門  20単位以上

　　　　　　　専門教育部門  76単位以上

計  96単位以上

合計 124単位以上
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別表第 2（第 24 条第 2 項関係）5 の 1～8（略） 
別表第 3（第 24 条第 3 項関係）（略） 
別表第 4（第 39 条第 2 項関係）（略） 
 
  



別表第５（第４０条関係）

学　部 学　科

理工学部

高等学校教諭一種免許状 理科・工業・情報
情報工学科

応用化学科

経済学部

法学部

経営学部

法学科

応用実務法学科

中学校教諭一種免許状

高等学校教論一種免許状

高等学校教諭一種免許状

中学校教諭一種免許状

生物資源学科

環境創造学科

中学校教諭一種免許状

高等学校教諭一種免許状

高等学校教諭一種免許状

電気電子工学科

中学校教諭一種免許状

材料機能工学科

機械工学科

経営学科

国際経営学科

建築学科

メカトロニクス
工学科

経済学科

産業社会学科

数学科

教　科

中学校教諭一種免許状

種　別

社会

地理歴史・公民

社会

社会

高等学校教諭一種免許状

地理歴史・公民・商業

社会

地理歴史・公民・商業

地理歴史・公民

社会

地理歴史・公民・商業

社会

地理歴史・公民・商業

数学中学校教諭一種免許状

高等学校教諭一種免許状

中学校教諭一種免許状

理科・工業

理科

理科

理科

理科・工業

中学校教諭一種免許状

理科・工業

数学・情報

理科・農業

理科・工業

中学校教諭一種免許状

高等学校教諭一種免許状 理科・工業

中学校教諭一種免許状

理科

理科

高等学校教諭一種免許状

中学校教諭一種免許状

理科

高等学校教諭一種免許状

中学校教諭一種免許状 理科

理科

中学校教諭一種免許状

中学校教諭一種免許状

高等学校教諭一種免許状

人間学部 人間学科

高等学校教諭一種免許状

中学校教諭一種免許状

理科・工業

高等学校教諭一種免許状

高等学校教諭一種免許状 地理歴史・公民・情報

高等学校教諭一種免許状

中学校教諭一種免許状

中学校教諭一種免許状

社会基盤デザイ
ン工学科

都市情報学部 都市情報学科

中学校教諭一種免許状

理科

理科・工業

理科

理科・農業

理科・農業

中学校教諭一種免許状 社会

高等学校教諭一種免許状

高等学校教諭一種免許状

応用生物化学科
中学校教諭一種免許状

高等学校教諭一種免許状

中学校教諭一種免許状

交通機械工学科

高等学校教諭一種免許状

理科

理科・工業

高等学校教諭一種免許状

中学校教諭一種免許状

生物環境科学科

農学部

高等学校教諭一種免許状

理科

理科・工業

理科

社会・英語

高等学校教諭一種免許状 地理歴史・公民・英語
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別表第 6（第 40 条の 2 関係）（略） 



 

理工学部教授会内規           
 

（目的） 
第１条 この内規は、名城大学学則第１０条の規定に基づき、理工学部教授会（以下、

「教授会」とする。）に関する事項について定め、学部の円滑な運営を図ることを目

的とする。 
（構成） 
第２条  教授会は、教授、准教授、助教、講師をもって構成する。ただし、第３条第

５号については、別に定める。 
（審議事項） 
第３条 教授会は､次の事項を審議決定する。 
 （１）教育課程及び成績評価に関する事項 
 （２）学生の資格認定及びその身分に関する事項 
 （３）学則の変更に関する事項 
 （４）教員の進退に関する事項 
 （５）教員の人事及び資格審査に関する事項 
 （６）その他重要な事項 
（会議） 
第４条 教授会は、次の場合に学部長が招集し、議長となる。ただし、学部長に支障が

あるときは、協議員が代行する。 
 （１）学部長が必要と認めたとき 
 （２）教授会構成員の３分の１以上の要請があったとき 
 （３）学長が教授会の招集を要請したとき 
（定足数及び議決） 
第５条 教授会は、構成員の３分の２以上の出席によって成立する。ただし、休職中、

育児・介護休業中、病気・慶事休暇中、在外研究員及び国内研究員は、構成員の

数に算入しない。また、委任状は受け付けない。 
 ② 議決は、出席者の過半数の賛成で決する。ただし、特に重要な議事と認めた場合

は、３分の２以上の賛成で決する。また、教員の人事及び資格審査に関する事項

については、名城大学理工学部教員資格審査内規による。 
（内規の改正） 
第６条 この内規の改正には、出席者の３分の２以上の同意を必要とする。 
 
    附 則 
   この内規は、平成２４年２月１３日から施行する。 
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１．設置の趣旨及び必要性 

（１）本学における設置を目指すに至った経緯 

１）本学の沿革 

 名城大学は、学校法人名城大学によって、昭和 24 年に新学制に基づき、第一商学部が設置

認可されて以来、常に社会のニーズに応える教育研究を展開することを旨に、学部・学科及び

大学院の増設整備を行い、総合大学としての基盤を確立し、次代の我が国を担う人材育成を実

践してきました。その基本的な思考は、学校法人名城大学寄附行為第 3 条に定める本学校法人

の目的「穏健中正で実行力に富み、国家、社会の信頼に値する人材を育成する」という“立学

の精神”に置き、法学、経営学、経済学、理工学、農学、薬学、都市情報学、人間学等の各学

問領域において、教育・研究・社会貢献を実践し、総合大学として整備充実を図ってきました。 
 平成 24 年 4 月時点においては、8 学部及び 11 研究科を有する中部地区を代表する文理融合

型総合大学として、17 万名超の卒業生を社会に送り出し、今日に至っています。 
 

２）本学の施策 

 本学では、「厳しい環境を乗り切るために不可欠な要因は、法人と教学がともにその役割を

果たしながら、双方の有機的連携の結果として生み出す基本戦略の確立にある。」との観点か

ら、教育機関においても基本戦略が必要との認識を持ち、平成15年度から約1年半の歳月をか

けて、「学校法人名城大学の基本戦略（通称: MS-15／Meijo Strategy - 2015）」を立案しました。

現在では、「名城育ちの達人を社会に送り出す」というミッション・ステートメントを果たすべ

く、MS-15で掲げた長期ビジョンである「日本屈指の文理融合型総合大学となる」ことを目指

して、組織的行動はもとより、構成員一人ひとりが本学の目指す姿を確認しながら、日々努力

を重ねています。 
 学士課程教育においては、MS-15 で掲げた「教育の充実」のドメインのもとに、多様性と実

践性を大事にする基礎教育と専門教育を通して、コミュニケーション力と問題解決力をもつ人

材を育成することを基本目標として、「教育の質保証」、「学士課程における教育経験の質向上」

及び「全学的な教育プログラムの開発・充実」を行動目標としています。【資料１】 
 

３）本学理工学部の沿革 

 本学理工学部は、大正 15 年 5 月に創設された名古屋高等理工科講習所（昭和 3 年 4 月に名

古屋高等理工科学校として認可）を経て、旧専門学校令に基づき文部省の認可を受けた名古屋

専門学校を前身とする長い歴史と伝統を引き継いできております。理工学部としての歩みは、

新学制に基づいて前年度に設置認可された名城大学の総合大学化政策に合わせ、昭和 25 年 4
月に数学科、電気工学科、機械工学科、建設工学科の 4 学科を擁する中部圏初の私立総合大学

の最大学部として発足しました。その後、伸びゆく産業社会において刻々と変化してきた時代

の要請に対応すべく、交通機械学科の設置及び建設工学科の分割による土木工学科と建築学科

の設置が行われ、昭和 48 年 4 月に 6 学科体制を確立しました。平成 12 年 4 月には「ものづく

り」と「動機づけ」を重視した実感教育を推進することを旨に、情報科学科（平成 16 年に情

報工学科に改組）、材料機能工学科、環境創造学科の 3 学科を増設して 9 学科に改組し、現在

に至っております。 
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（２）理工学部応用化学科設置の意義 

 理工学部応用化学科は、本学理工学部で教育研究を実践してきた材料工学の教育研究領域を基

盤とし、化学反応や分子の構造変化から成り立っている諸現象を化学的センスに基づいて理解し

た上で、緻密にデザインされた物質の設計・合成を行い、その性質を原子・分子レベルで解明し、

社会や産業の発展に役立つ付加価値の高い物質を開発できる創造性豊かな人材の養成を期して

構想しました。 
 本学理工学部では、自動車製造業をはじめとする国際的な企業が集中する中部圏の私立大学理

工系学部として、これまで 6 万人を超える人材を育成し、社会に輩出してきました。既設の理工

学部材料機能工学科では、半導体材料、機械工学、ナノ材料、電子物性など、多様な専門分野に

基づき、テクノロジーの基盤となる高機能を発揮するための様々な材料を生み出す教育研究実践

を行ってきました。 
 しかし、材料工学の教育研究領域は広範にわたるため、既設の材料機能工学科の枠組みでは、

高まる化学の重要性に対して十分対応することができない状況になりつつあります。具体的には、

材料機能工学科では、物理系の教育研究領域が充実され、化学、特に有機化学領域の教育体制が

脆弱になっています。このような脆弱な領域を既存の材料機能工学科で補おうとすると、教育理

念や人材養成目的が多岐にわたり、学科としての方針が分散され、学生にとって、見通しの悪い

学科になります。そこで、既存の材料機能工学科の化学領域を分離し、物質の設計やその特性を

原子・分子レベルで考えることができ、緻密に設計された物質を産業へ応用することや、産業分

野で必要とされる新規材料を設計することができる人材の育成を目指す必要があります。また、

近年では、化学自体の発展よりも化学を他分野と融合して境界領域を成長させることで、新たな

テクノロジーや産業を生み出すことが重要になってきており、工学を主体とした応用化学分野の

教育研究を推進する必要性が高まっていると言えます。 
 以上の観点から、合成化学、物質・材料化学、環境・エネルギー材料などの幅広い分野を基盤

として科学技術の発展に寄与し、豊かさが持続できる社会を実現するため、広い視野を持ち、新

しい物質を緻密にデザインし、実際に合成・評価する新機能物質の創出を目指した研究開発、さ

らには、そこから生み出される化学エネルギー変換や環境保全のための化学プロセスの開発を推

進する学科として、理工学部応用化学科を設置します。 
 

（３）理工学部応用化学科の教育研究目標 

 20 世紀後半に、微細加工技術が目覚ましく進歩し、それを基盤として IT 産業が大きく花開き

ました。その土壌から次世代産業を担うナノテクノロジーやバイオテクノロジーが萌芽し、一方

で、前世代の負の遺産を解消すべく、環境テクノロジーも急成長を見せています。これら次世代

テクノロジーは基幹技術として複雑に絡み合って多様に分化した産業を作り上げ、それを支える

技術もそれぞれの分野で独自に発展を続けています。そして、その発展する方向は、強さと機能

性の追求から、柔軟さ、優しさ、繊細さを持った人間や地球環境に馴染むテクノロジーの実現へ

と方向転換しつつあり、このようなテクノロジーを有効利用することができる工学的知識を持つ

技術者の養成が必要と考えます。応用化学の使命は、化学の知識と技術を次世代テクノロジーと

連結し、その発展を人間社会や地球環境のために活用することであり、21 世紀の科学技術発展の

要となる分野であると言えます。 
 以上の社会的背景等を踏まえ、応用化学科では、観察を主体にした現象論的知識に頼った定性
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的な理解のみを推し進めるのではなく、近代物理学や化学を用いて解き明かされ、理論に裏打ち

された知識を駆使し、物質の性質を定量的に評価できる能力を身につけることを重視した教育の

実施・展開を推進します。具体的には、①実験実習を通じた化学現象の積極的体験、②目に見え

る化学現象の本質を分子レベル領域で考える能力の養成を教育研究目標の基軸と位置付けるも

のであります。 
 教育研究目標の実現に向けては、エンジニアとして必要な教養教育、専門教育に結び付く基礎

教育を系統的・体系的に学び、その上に、合成化学、物質・材料化学、環境・エネルギー材料の

3 つの専門分野に関わる教育研究領域を展開するものであります。この 3 つの教育研究領域の共

通的な理念は、次世代テクノロジーを人間社会や地球環境のために活用することであり、以下の

ような教育研究を展開するものであります。 
 
１） 合成化学領域 

機能性有機分子の合成や分子構造の解析を行い、新たな分子設計を目指す有機合成領域の

教育研究。 

２） 物質・材料化学領域 

新規合成された物質の基礎的な特性の解析を行い、それらの結果をもとに新たな物質設計

の指針を立てる物理化学領域の教育研究。 

３） 環境・エネルギー材料領域 

既存の物質と技術を融合させ、そこから生み出される付加価値の高い材料の開発を目指し、

化学を主体とする複合領域の教育研究。 

 

（４）理工学部応用化学科はどのような人材を育成するのか 

１）理工学部応用化学科の人材養成目的 

 合成化学、物質・材料化学、環境・エネルギー材料などの幅広い領域を担う応用化学分野の

技術者には、①化学の持つ有用性と危険性を十分理解し、化学物質の取り扱いが安全にできる

能力、②化学的な評価技術を用い、環境や安全面に係る化学物質の正当な評価ができる能力、

③化学的な問題を抽出し、解決までの道筋を立てられるエンジニアリングデザイン能力、④社

会的要請を理解し、化学的な知識に立脚して問題解決に取り組むことができる能力が求められ

ます。 

 この観点から、理工学部応用化学科では、化学反応や分子の構造変化から成り立っている諸

現象を化学的センスに基づいて理解した上で、新しい物質の設計・合成を行い、その特性を評

価することにより環境に与える影響を分析・解明し、豊かな生活を持続可能にする付加価値の

高い物質の開発ができる創造性豊かな人材の養成を目的とします。 

 

２）理工学部応用化学科卒業後の進路 

 応用化学科の基礎となる材料機能工学科の卒業生が就職している企業の業種として、輸送用

機械器具、電気機械器具、金属製品製造業、窯業・土石製品、一般機械器具、化学工業、衣服・

繊維製品、精密機械器具、情報サービス業、専門サービス業などがあり、幅広い分野で活躍し

ています。また、これらの業種に分類される企業を一見して化学系の企業と分類することはで

きませんが、輸送系機械器具を取り扱う企業の中にも、高分子材料を用い、製品開発を行って
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いる部門もあり、多くの業種で化学分野を専門とする学生の進路は確保されています。さらに、

本学の所在地である中部地区には、化学系の業種（化学原料・繊維、プラスチック成形、合成

ゴム・タイヤ・接着剤、石油化学、工業薬品・洗剤、セラミック・窯業・環境エネルギー・触

媒、食品・医薬品・化粧品など）に分類される企業が多く所在し、特に愛知県については、経

済産業省 我が国の工業 ～変化を続ける製造業～（平成 23 年 3 月 1 日掲載 経済産業省経

済産業政策局調査統計部）【資料２】によれば、全国的にみて化学系関連企業の比率が高いこ

とが示されています。このような状況に加え、材料機能工学科の卒業生は、大学院への進学、

地方公務員や中学・高校の教員となり活躍していることがあげられ、応用化学科においても同

様な傾向になることが推測されます。 
 このような実績並びに本学科における教育研究目標を上記の人材養成目的と照らし合わせ、

本学科卒業後の進路を次のように設定します。 
 

１．化学物質の製造に関わる材料開発の業務に携わる技術者 
２．生活化学分野で日常生活を支援する化学製品などの開発を行う技術者 
３．エネルギー関連分野で環境技術、安全技術などの開発を行う技術者 
４．化学物質の評価、管理などを行う分析技術者 
５．地方自治体の公務員（技術職） 
６．中学校（理科）・高等学校（理科・工業）の教員 
７．大学院進学 

 

（５）入学状況と学生確保の見通し 

 大学受験情報のデータ（旺文社：（国公立）http://passnavi.evidus.com/analyze/201104/html/1、
（私立）http://passnavi.evidus.com/analyze/201105）をもとに、全国の 2011 年度学部系統別の

志願状況をみると、【資料３】のように、国公立大学、私立大学ともに理・工学系の出願者数が

増加していることが窺えます。 
 応用化学分野を持つ学部・学科の概況として、応用化学系については、大学が置かれている地

区地域を問わず堅調な志願状況であり、複数年続けての志願者増も多く見られます。一例として、

関東地区の大学では、2011 年度の出願状況について、対 2007 年比で 171％となっているケース

もあります。また、受験産業のデータによれば、合格者の平均偏差値も受験者数の増加につれて

上昇する傾向が確認されています。これは、就職や将来のキャリアを見据えた成績優秀な理系女

子志願者の増加に起因するものと考えられていて、実際に入学者に占める女子学生の割合も徐々

に増え、応用化学系の学科ではおよそ 25％程度と、工学系学部の中で入学者女子占有率の増大も

顕著です。 
 さらに、近隣の国立大学および私立大学の工学領域における応用化学系の学科等について、各

大学が HP 等で公表しているデータから、最近 5 年の志願倍率および受験者数の動向をみると、

東海地区では国公立・私立大共に応用化学系学科の志願倍率および受験者数は、増加傾向が読み

取れます。 
 全国的な傾向を踏まえつつ、本学理工学部の入学志願動向を見ると【資料４】のとおりとなっ

ています。学部全体での傾向としては、1,105 名の入学定員に対して、過去 4 年間の入学志願者

数の平均は約 13,000 名であり、堅調に安定した形で学生募集が行われています。今回設置する
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応用化学科の基礎となる材料機能工学科（入学定員 95 名）においては、系別入試（1 年次で学科

を特定せず、2 年次から学科配属を行う）を除く入学定員 67 名に対して、約 900 名（志願倍率

13.5 倍）となっており、安定的に志願者が確保され、入学定員も確保されています。 
 理工学部で出願者を多く占める A 方式、F 方式の入試科目は、外国語（英語）、数学、理科の 3
教科を指定し、理科では物理または化学のいずれかの科目を選択することになっています。この

2 つの入学試験における理科受験者の割合について過去 3 年間の動向を分析すると、【資料５】の

とおり、物理と化学の科目選択割合（平均）は、全体として、物理が 74.6％で、化学が約 25.4％
となっています。 
 しかし、応用化学科の基礎となる材料機能工学科においては、物理が 33.1％、化学が 66.9％と

なっており、化学を学んだ者が志向する割合が高くなっています。高等学校までの学習歴を活か

し、大学において、得意な領域・分野で更に深く学び、社会で活躍できる環境を整えることは重

要な取り組みであると考えます。前述の“理工学部応用化学科卒業後の進路”でも述べたとおり、

社会において活躍できるフィールドが広く用意され、その需要に応え、社会に有為な人材を輩出

していくことこそ、大学としての責務であり、我が国の発展につながるものと考えます。 
 このような受験者動向及び受験者の傾向を見ても、化学系学科設置の必要性を読み取ることが

でき、設定している 60 名の入学定員は十分確保できるものと判断しています。 
 
 
 

２．学部・学科等の特色 

 化学は物質の本質を解き明かす学問領域であり、得られた知見をもとに新規物質の設計・合成を

行うことを目的としています。応用化学科においてもこのような基本理念から逸脱することはなく、

物質を合成し、評価し、社会の役に立つ材料へと結びつけていく考え方を養うことができるように、

教育課程を構築しています。現状では、入学生の多くは実験実習に接する機会が少ないまま、大学

の専門教育を受ける傾向が高いと言えます。特に化学の領域では、座学と同様に実験科目が重要に

なり、簡単な器具の利用ができないようでは、化学物質を適正かつ安全に取り扱うことは望めませ

ん。そのため、1 年次の理工学基礎科目における化学や物理学の実験実習に始まり、2 年次、3 年次

に、必修科目として応用化学実験Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳを配置することにより、実験技術を習得させ、論

理的に考えたことを、実験を通じて実証し、論理の妥当性を正当に評価できる力を身につける教育

を行います。 
 応用化学科の特色は、工学に基盤を置く学科であるため、社会で必要とされる技術や物質の開発

を念頭に置いていることにあります。しかし、目先の問題のみに焦点を絞るのではなく、例えば、

20 年後の将来を見据えた発展型の基礎技術や基盤材料に結び付けられるような基礎領域の教育研

究を重点的に展開します。このため、世界を先導する研究や、それを行うことができる能力を有す

る学生を育てることを目標に掲げ、世界的な研究・教育拠点の形成を行います。さらに、そのよう

な拠点形成を軸に、産学官連携による社会貢献機能の充実を図ります。 
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３．学部、学科等の名称及び学位の名称 

（１）学部、学科の名称 

 設置する理工学部応用化学科は、物質の設計を分子レベルで緻密に行い、実際に合成した物質

を正当に評価し、社会や産業に還元して、豊かな生活を持続可能にする付加価値の高い物質開発

を行う応用化学分野についての探究を推進します。これに伴い、教育内容は基礎化学を基盤とし、

化学物質や材料の性質・構造を理解するとともに新物質の設計や創製への橋渡しとなるよう工学

的見地から化学の知識や技術を習得する構成になっています。さらに、有機物を主体とした物質

開発、新規物質の特性の評価・応用、新たなエネルギー開発の基盤材料物質の構築などの教育研

究を推進し、環境や安全に配慮しつつ化学分野のテクノロジーを有効に利用することができる工

学的知識を持つ人材を養成するという構想であることから、「理工学部応用化学科」という学科名

称を設定します。 
 英語名称については、「理工学部」の英語名は国際的にも誤解なく示すことのできる「Faculty 
of Science and Technology」とし、「応用化学科」の英語名は工学を主体とした応用化学分

野を教育研究領域とすることから「Department of Applied Chemistry」とします。 
 

（２）学位の名称 

 応用化学科の教育方針は、純粋化学の領域で独自に発達したテクノロジーを、産業への応用を

視野に入れながら連結融合できる工学分野に立脚した人材を養成することにあります。したがっ

て、学位の名称として、学部・学科名称との対応をもとに、「学士（工学）」といたします。学位

の英文名称は、学士（工学）として一般的である「Bachelor of Engineering」とします。 
 

 

 

４．教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）教育課程編成方針 

 本学科の教育研究目標及び人材養成目的を達成するため、化学物質の合成から評価、応用へと

系統的に考えることができる人材の養成に重点を置き、教育課程編成方針として、以下の 4 点を

掲げます。 
 
１．化学物質の持つ特性を正当に評価し、倫理観を持って社会還元ができる能力を持つ人材を

育成すること 
２．社会的要請に対応し、新たな化学物質の開発に係る基本方針が理解できる人材を育成する

こと 
３．化学の領域だけに留まらず、幅広い理工学の領域の発展に協力することができる人材を育

成すること 
４．国際化社会に対応できる情報収集能力を身に付け、公正な倫理意識を有する人材を育成す

ること 
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（２）教育課程編成の考え方及び特色 

１）教育課程の基本的な構成 

 理工学部の教育理念は、①科学技術者である前に、相互に信頼しあえる一人の人間として、

人間性の向上を絶えず志向し、人類の福祉と世界の平和に貢献できる人材育成、②科学技術創

造立国を支える基礎学力を備えた世界に通用する専門知識とその応用力を持った人材育成、③

グローバルな観点から、自然との共生を常に意識し、科学技術者としての社会的責任を自覚し

た、社会から信頼される人材育成の 3 点を旨としており、これらは設置するすべての学科の教

育課程編成で共有し、それぞれの教育研究領域で目指すべき人材像とリンクした形で教育課程

が編成されています。その基本的な考え方は、以下の 3 点に集約されます。 
 

1）「モノづくり」と「動機づけ」を重視した実感教育を推進する。すなわち座学に終始す

るのではなく、実験や調査などを積極的に取り入れ、「聴いて面白い」「見て面白い」「触

れて面白い」「考えて面白い」教育を展開する。 
2）基礎学力と幅広い視野を持った技術者・科学者を育てる総合理工学教育を充実する。す

なわち専門教育の基礎となる数学、物理学、化学などの基礎学力を重視したカリキュラム

を編成し、また倫理性を培い幅広い視野を持つ人材を育成するため、他学部・他学科との

単位互換性を有する「他学部・他学科履修制度」を導入する。 
3）さらに情報化および国際化時代に十分適応できる人材育成のため、情報リテラシー教育

と少人数制による英語コミュニケーション教育の充実を図る。 
 
 この考え方のもとに、応用化学科の教育課程も編成され、総合基礎部門、専門教育部門、教

科部門の 3 部門で構成されています。【資料６】 
 総合基礎部門では、人文科学、社会科学、アジアや欧米の文化理解、語学（英語、ドイツ語、

フランス語、中国語）、体育科学という専門分野での教育研究の素養を高める前提として、教

養豊かな人間性を育てる教育課程を編成しています。 
 そして、教養の素養と専門分野の架橋的役割を担う理工学基礎科目を配置し、数学、物理学、

化学、地学、生物学、技術者倫理、コンピューターリテラシーを学びます。 
 応用化学分野の専門教育については、化学反応過程や物質の性質を原子や分子レベルで理解

し、応用できる創造性豊かな人材の輩出を目指し、応用化学基礎、合成化学、物質・材料化学、

環境・エネルギー材料、工業化学及び共通の 6 つの専門科目群で教育課程を編成します。 
 基幹となる教育課程は、合成化学、物質・材料化学、環境・エネルギー材料の 3 領域で編成

し、それらの領域を履修するために必要な能力を身につける科目として、応用化学基礎と共通

（応用化学実験、実験技術論等）科目群を配置します。また、工業化学に分類される科目群は、

化学プラントの管理、維持、設計に活かせる実務レベルの内容に焦点を当てます。 
 本学科では、各学生の関心に基づき、合成化学、物質・材料化学、環境・エネルギー材料の

3 領域から 1 つを主専攻とするとともに、各領域間の関連科目が修得できるように、随時、履

修指導を行います。 
 以上の総合基礎部門、専門教育部門に加え、本学科の教職課程に関連する教科部門の 3 部門

の授業科目を体系的に編成し、本学科の教育研究目標及び人材養成目的の達成を目指します。 
【資料７】 
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２）専攻分野の特色 

 本学科の教育研究領域である応用化学分野は、純粋化学を活用し、産業応用を視野に入れな

がら、独自に発達した各分野を連結融合する技術領域と言えます。本学科では、有機物を主体

として物質開発を行う合成化学領域、新規物質の特性を評価し、材料技術へと結び付けていく

物質・材料化学領域、自然環境や人間環境への影響を考慮しながら新たなエネルギー開発の基

盤材料となる物質を構築していく環境・エネルギー材料領域の 3 つを専攻分野の基幹領域とし

て位置づけます。 
 そこで、先に述べた本学科の教育研究目標に基づき、以下の観点から専攻分野の教育課程を

編成することとします。 
 
１．化学の持つ有用性と危険性を十分理解し、化学物質の取り扱いが安全にできる能力 
 化学物質が環境や健康に及ぼす様々なリスクの予想を行い、それらを予防することがで

きる方法を提案できる人材の養成を目指して教育研究活動を行い、地球環境の保全に貢献

します。 
２．化学的な評価技術を用い、環境や安全面に係る化学物質の正当な評価ができる能力 
 環境や安全面での問題を解決するために、その原因となっている物質の抽出や、その物

質が持っている特性を評価するための方法の選択、分析等を通じて社会に還元できる人材

の養成を目指して教育研究活動を行い、豊かな環境形成に貢献します。 
３．化学的な問題を抽出し、解決までの道筋を立てられるエンジニアリングデザイン能力 
 新物質開発や技術の革新では、様々な問題に直面します。このような問題を解決するた

めの糸口を見出し、適正な方策により問題を解決することができる人材の養成を目指して

教育研究活動を行い、技術者や研究者の育成に貢献します。 
４．社会的要請を理解し、化学的な知識に立脚して問題解決に取り組むことができる能力 
 社会の要請を敏感に感じ取り、適切な分析を行い、次世代で要求される技術に対応でき

る物質群創製に取り組むことができる基礎能力を備えた人材の養成を目指して教育研究活

動を行い、先導的な物質開発に貢献します。 
 

３）基幹領域の特色 

 本学科の人材養成目的に基づき、化学に基盤を置いて材料開発に関連したテクノロジーに取

り組むため、以下の 3 領域を本学科の専門教育における基幹領域として位置づけます。 

≪合成化学領域≫ 

本領域は、有機物を主体として物質開発を行う分野となります。 
≪物質・材料化学領域≫ 

本領域は、新規物質の特性を評価し、材料技術へと結び付けていく分野となります。 
≪環境・エネルギー材料領域≫ 

本領域は、自然環境や人間環境への影響を考慮しながら新たなエネルギー開発の基盤材料

となる物質を構築していく分野となります。 
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（３）教育課程における教育研究内容 

イ）基礎教養科目群（総合基礎部門・専門教育部門（理工学基礎科目）） 

 ≪授業科目の構成≫ 

 ・必修科目：10 科目 18 単位 
 ・選択必修科目：25 科目 27 単位 
 ・選択科目：22 科目 39 単位 
 ・自由科目：10 科目 10 単位 
 ≪主な教育研究内容≫ 

 理工学部の共通教育として実施される総合基礎部門（語学、人文科学など）と専門教育部

門・理工学基礎科目で開講される科目（数学、物理学、化学など）により編成します。なお、

総合基礎部門で 20 単位以上、専門教育部門・理工学基礎科目で 22 単位以上の修得を必須と

します。基礎教養科目群における必修科目は、専門教育を行う上で特に重要な科目に該当し

ます。国際力を高める英語コミュニケーションⅠ・Ⅱ、基礎数学力を高める微分積分Ⅰ・Ⅱ、

線形代数Ⅰ・Ⅱ、理科一般として化学Ⅰ・Ⅱ及び、技術者として身につける必要がある技術

者倫理、コンピューターリテラシーからなります。選択必修科目は、第 2 外国語や体育科学、

理科一般（物理系）などで構成され、専門課程で重要な役割を担う科目に該当します。選択

科目は、人文科学領域等の科目で構成され、人間形成で必要な知識等を与える科目に該当し

ます。自由科目は、卒業要件を満たす単位には含めませんが、学生個人の能力の向上を目指

して開講される科目に該当します。 
ロ）応用化学基礎科目群（専門教育部門） 

≪授業科目の構成≫ 

 ・必修科目：1 科目 2 単位 
 ・選択必修科目：6 科目 11 単位 
 ≪主な教育研究内容≫ 

 応用化学科の専門教育を修得するために必要な共通科目となります。応用化学一般を概説

する化学基礎論を必修科目とし、専門教育のための応用化学数学、量子化学などの科目を 13
単位分配置します。必修科目として 1 年前期に開講される化学基礎論は、専門教育への導入

として行われるものであり、学科の目標を初期の段階で自覚させる科目に該当します。その

他の科目は、全て選択必修科目に属し、学生個人が自分の専門とする領域を理解するために

重要な科目であり、自ら立てた計画に従って履修します。 
ハ）合成化学科目群（専門教育部門） 

≪授業科目の構成≫ 

 ・選択必修科目：10 科目 19 単位 
 ≪主な教育研究内容≫ 

  有機物や高分子の合成に必要な基礎知識を修得させるための科目で編成します。また、そ

れらを応用する分野の知識を与える生化学、コロイド化学、複合材料の科目を含め、19 単位

分配置します。開講科目は全て選択必修科目に属し、学生が自分の専門とする領域を理解す

るために重要な科目であり、自ら立てた計画に従って履修します。 
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二）物質・材料化学科目群（専門教育部門） 

≪授業科目の構成≫ 

 ・選択必修科目：10 科目 19 単位 
 ≪主な教育研究内容≫ 

  材料の性質を原子・分子レベルで理解するために必要な科目で編成します。基礎物性を理

解するために必要な物理化学にはじまり、結晶構造と電子状態を探る物質構造学、電子物性

を分子の構築から理解する固体物性化学、応用としての電子材料などの科目を 19 単位分配

置します。開講科目は全て選択必修科目に属し、学生が自分の専門とする領域を理解するた

めに重要な科目であり、自ら立てた計画に従って履修します。 
ホ）環境・エネルギー材料科目群（専門教育部門） 

≪授業科目の構成≫ 

 ・選択必修科目：10 科目 19 単位 
 ≪主な教育研究内容≫ 

  無機材料の基礎を修得させるために必要な無機化学を基幹科目とし、金属元素や金属化合

物が持つ特異な性質を理解するために必要な科目で編成します。化学反応を促進させる触媒

化学、近年問題となっている環境を考慮した材料の基礎を学ぶ環境材料、化学エネルギー変

換の基礎を学ぶ電気化学などの科目を 19 単位分配置します。開講科目は全て選択必修科目

に属し、学生が自分の専門とする領域を理解するために重要な科目であり、自ら立てた計画

に従って履修します。 
ヘ）工業化学科目群（専門教育部門） 

≪授業科目の構成≫ 

 ・選択必修科目：7 科目 14 単位 
 ≪主な教育研究内容≫ 

  主に材料機能工学科との共同開講科目で編成され、化学プラント等の大型設備の維持・管

理、設計で必要となる基礎知識を修得させます。工業力学、製図基礎、真空工学、機器分析

などの科目を 14 単位分配置します。開講科目は全て選択必修科目に属し、学生が自分の専

門とする領域を理解するために重要な科目であり、自ら立てた計画に従って履修します。 
ト）共通科目群（専門教育部門） 

≪授業科目の構成≫ 

 ・必修科目：8 科目 19 単位 
 ・選択必修科目：4 科目 8 単位 
 ≪主な教育研究内容≫ 

  応用化学科に共通な科目で編成します。最先端の化学を紹介する先端化学、化学物質の取

り扱いや化学反応を安全に行うための知識を学ぶ安全工学、知的財産の保護や管理について

学ぶ先端技術管理、実学の基礎となる応用化学実験、卒業研究などの科目を 27 単位分配置

し、その中には必修科目 19 単位を含むこととします。必修科目として１年次前期に開講さ

れる先端化学と安全工学は、専門教育への導入として行われるものであり、学科の目標を初

期の段階で自覚させ、安全への心構えを早い時期に習得させる科目になります。また、応用

化学実験Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳは、座学で得た知識と実際の物質を結び付ける特に重要な科目に該

当します。さらに、応用化学ゼミナールは、4 年次に開講される卒業研究を実施する上で必
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要な知識や情報を与える科目であり、卒業研究は自分の考えを論理的に組み上げ、実践する

特に重要な科目になります。その他の選択必修科目は、各専門領域で共通となる科目であり、

学生個人が自ら立てた計画に従って履修します。 
 
（４）授業科目に対する単位数の考え方 

 講義・演習科目については、1 単位あたり 15 時間、実験・実習科目については、1 単位あたり

30 時間の教室内における学習を必須としますが、いずれの科目も学生が主体的に学習する授業方

法を基準とし、授業準備のための教室外での学習活動として、相当時間数を要するため、実質的

には 1 単位あたり 45 時間の学習を学生に求めることとします。 
 学外における研修科目については、1 単位あたり 45 時間の研修を予定し、事前及び事後学習を

必ず求めることとします。 
 学生が 4 年次に履修する卒業研究は通年 4 単位とします。4 年間にわたる学習の成果を追って

学生の卒業研究をじっくりと指導し、学位授与まで導きます。 
 

（５）成績評価方法及び基準 

 各科目の評価は、シラバスに定める到達目標に基づき、その達成度を調べるための課題（試験、

レポートなど）により行います。 
 評価基準としては、A（80 点以上）・B（70 点～79 点）・C（60 点～69 点）評価が合格、F（60
点未満）評価は不合格として取り扱います。 

 

 

 

５．教員組織の編成の考え方及び特色 

（１）教員組織の配置の考え方 

 教育課程に沿って応用化学分野の技術者を養成するために、教育と研究に十分な業績と力量を

有する教員により組織編成することを基本的な考え方としています。各教員の学位、研究業績、

学部及び大学院における教育業績と授業科目との適合性を最重視し、各科目の担当教員として配

置しました。 
 専任教員は、応用化学分野の十分な研究業績を有するとともに、本学または他大学において、

学部及び大学院の専門教育担当実績があるので、人材養成目的を十分理解した上で、本学科の教

育研究に従事することができます。 
 兼担・兼任教員についても、応用化学分野に関連する合成化学、物質・材料化学、環境・エネ

ルギー材料等の研究業績と学部及び大学院における教育業績を十分に積んだ教員を配置しており、

専任教員と協力して教育研究成果があげられる体制を整えています。 
 

（２）教育課程と教員組織との係わり 

 本学科の教育研究領域（合成化学、物質・材料化学、環境・エネルギー材料）には、業績・経

験の優れた教員を 8 名以上（うち 4 名以上は教授）配置し、体系的な教育課程を保証する教員組

織とします。教員は全員博士の学位を取得しています。 
 各分野における教育課程と教員組織の関係は以下のとおりです。 
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１）合成化学 

 新規物質や人間生活と密接に関係する機能性有機物質の開発を行う本分野には、有機合成化

学、高分子化学、生活化学を専門とする専任教員３名（教授１名、准教授２名）を配置します。 
２）物質・材料化学 

 新規物質の物性評価や物質の機能性発現メカニズムの探究を行う本分野には、物理化学、表

面化学、ナノ材料化学を専門とする専任教員３名（教授２名、准教授１名）を配置します。 
３）環境・エネルギー材料 

 環境にやさしい機能性材料の開発やエネルギー効率を上げる複合材料の開発を行う本分野に

は、材料科学、電気化学、触媒化学を専門とする専任教員４名（教授２名、助教２名）を配置

します。 
 

（３）教員の年齢構成 

 本学科専任教員の完成時の年齢構成としては、教授 5 名のうち、50 歳～59 歳が 3 名、60 歳～

69 歳が 2 名、准教授 3 名は 40 歳～49 歳、助教 2 名は 30 歳～39 歳です。 
 本学の定年制度は、平成 7 年 4 月 1 日以前に採用された教育職員の定年は満 72 歳、平成 7 年

4 月 2 日以降に採用された教育職員の定年は満 68 歳、更に、平成 17 年 4 月 2 日以降に採用され

た教育職員は満 65 歳です。【資料８】 
 本学科専任教員の場合には、完成年度までに定年を迎える教員はおりませんが、今後、適宜、

教育課程の充実を図り、教育の水準を維持・向上させながら、教員組織編成の整備充実を図って

いくこととします。 

 

 

 

６．教育方法、履修指導方法及び卒業要件 

（１）教育方法、履修指導の方法 

 本学科では、人材養成目的として、豊かな生活を持続可能にする付加価値の高い物質の開発が

できる創造性豊かな人材を養成することを掲げています。この人材養成目的に沿った形で身につ

けるべき能力証明としての「学位授与方針」、身につける能力を体系的に学ぶ上で大事にしている

基本方針としての「教育課程編成方針」、4 年間の教育課程に沿って学習を進めるために必要な基

礎的能力・姿勢・素養についての「入学者受け入れ方針」をそれぞれ定め、その下で、入学から

卒業までのきめ細やかな教育方法、履修方法が組み立てられています。以下、学士課程の水準に

相応したそれぞれの方法について具体的に示していきます。 

１）教育方法 

 応用化学科における学生教育では、物質を構成している原子や分子の世界まで踏み込んで物

質の性質や構造を考える姿勢を身につけさせることを基本的な考え方としています。そして、

長い歴史の中で構築されてきた基礎学問を丹念に習得させることを目標にします。 
 このため、講義科目では応用化学分野の先端情報を与えながらも、物質の特性を定量的に扱

うことができる基礎学力を身につけさせ、各種物質の特性を多方面から考えられる能力を養う

ことに主眼を置きます。 
 つまり、講義科目は、学生が自ら内容を把握し、理解していくことになり、教員はこれらを
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段階的に補助する必要があります。さらに、実験や実習を円滑に遂行するためには、実務に準

拠した技術的な知識を与える必要があり、このような目的を達成するための科目も開講します。 
 演習科目は、応用化学全体を理解していく上で必要となる基礎科目について開講します。基

礎科目は 1 年次後期から 2 年次までの間に開講され、科目名にⅠ、Ⅱという通し番号がつけら

れており、練習問題を解くことにより、その科目の理解を深める役割を担います。 
 実験・実習科目では、与えられた実験テーマに準拠し、自ら考え、実験装置を組み、物質を

合成し、さらに、特性の評価を行います。このような「ものづくり」に関する基本的な能力を

身につけさせ、最終的には、問題の抽出、テーマの設定から実際に解決するエンジニアリング

デザイン教育に結び付けます。 
 

２）履修方法 

理工学基礎科目を除く専門教育部門の科目は、下記科目群に分類されます。各分類において最

低修得単位数を設定することにより、主専攻領域（合成化学、物質・材料化学、環境・エネルギ

ー材料のいずれか）で開講される科目だけではなく、複数の領域にまたがった応用化学の知識の

習得を図ります。実施方法として、下記に定めるように専門科目を分類し（指定科目の分類）、卒

業要件の中に組み込みます。 
①工学基礎に関する科目       8 単位以上 
②化学工学に関する科目     12 単位以上 
③化学の専門基礎知識に関する科目 46 単位以上 
④化学の専門知識に関する科目    6 単位以上 
⑤専門分野の理解、基礎となる科目 10 単位以上 

 

（２）授業の実施方法 

１）授業の方法 

 本学科では、①化学の持つ有用性と危険性を十分理解し、化学物質の取り扱いが安全にでき

る能力、②化学的な評価技術を用い、環境や安全面に係る化学物質の正当な評価ができる能力、

③化学的な問題を抽出し、解決までの道筋を立てられるエンジニアリングデザイン能力、④社

会的要請を理解し、化学的な知識に立脚して問題解決に取り組むことができる能力を身に付け

る機会を提供できるように編成しています。本項目①の能力は主に、合成化学領域の科目群で

修得することができ、②は物質・材料化学と環境・エネルギー材料領域、③および④は工業化

学と共通領域の科目群を履修していくことにより、修得できるように配置しています。 
 このような科目編成の下、講義科目では、化学反応や物質の分子構造、熱力学的な性質など

の基礎を学び、化学物質が持つ性質を論理的に予測し、評価できる能力を涵養していきます。

このような能力は一度の学習だけでは身につけることができず、かつ、初学者は何をどのよう

に学んだらよいのかを見出すことができず、勉学意欲を低下させてしまうことがあります。講

義は、60 名程度の学生に対して実施するため、個々の学生の理解力に合わせた内容で講義を実

施することは、均質な教育効果という観点からみると、困難な状況が生ずる可能性が予測され

ます。このため、学生には重要な項目に関して課題等を与え、講義時間外に時間をかけて課題

に対する解答をまとめさせ、レポートとして提出させます。レポートは、授業補助者（TA）の

協力を得て成果確認を行い、教員は学生の理解度を把握し、その結果を講義に反映させていき
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ます。また、レポートの採点を最終的な成績にどのくらいの割合で反映させるかをシラバスに

明記し、普段の講義の重要性を周知させ、着実に学力を身につけるように指導します。 
 化学の領域では、実際の物質を安全に取り扱い、管理できる能力を身につけていることが要

求されます。講義科目を通じて、基本的な考え方を身につけることはできますが、実際に化学

物質を取り扱うと、技術的に解決しなければならないさまざまな問題に直面します。実験・実

習科目はそのような技術的な側面に着目し、実際に試薬や実験器具を取り扱いながら、技術者

として身につけておかなければならない技術や、試薬の管理、廃液の処理方法等を学んでいき

ます。実験・実習科目で重要となる技術の習得や試薬の取り扱い、管理等の知識は繰り返し実

施することが必要であり、授業補助者（TA）を配置することにより、学習効果を上げていきま

す。さらに実験・実習では「自分で考え、実行する」ことが重要であり、最終的な結果のみを

追求することがないように注意を払います。また、実験・実習では、レポート（実験報告書）

の作成を義務づけ、実験経過の詳細な報告、結果の記述・解析を論理的に行えるように指導し、

エンジニアリングデザイン能力とは何かを学生個人が認識できるように指導していきます。時

間割では、4 年次に「卒業研究」のみを配置し、卒業研究に取り掛かる上で必要な知識・技術

を 3 年次までに習得するように指導します。これは、卒業研究では学生が、自ら十分に時間を

かけて計画を立て、研究の位置付けや問題抽出、解決までの道のりを順次、教員と相談しなが

ら進む能力を身につけることを意味し、エンジニアリングデザイン教育の充実につながるもの

と考えております。 
 

２）時間割編成 

 本学科は、化学的センスと広い視野を併せ持つ人材の育成を目指しているため、1 年次およ

び 2 年次を中心に、人文科学等の文科系科目群を配置し、人格形成と語学力の強化を行います。

また、専門教育を行う上で必要な基礎科目である数学や化学、物理の力を身につける教育を 1
年次に行い、これらと並列して学科の専門教育に必要な基礎科目（量子化学、有機化学、物理

化学、無機化学など）も 1 年次後期から開講し、理科教育から専門教育へと円滑な接続を行い

ます。さらに、入学直後の学生には、専門課程で学ぶ内容をとらえることが難しく、ともすれ

ば、勉学意欲を失うことも起こります。このような事態を防ぐため、1 年次前期に応用化学分

野で発展している技術の紹介や、社会的に注目されている新物質やそのような新物質創製の方

向付けをする社会的要請などをわかりやすく紹介する科目として先端化学を開講し、学生に勉

学の意義を伝えることを行います。学生が目指す専門分野としては、物質の創製を目指す合成

化学、物質の評価を通じて新機能発現のメカニズムを探る物質・材料化学、環境に配慮した複

合材料の開発やエネルギー貯蔵材料の開発を目指す環境・エネルギー材料を配置します。この

ような専門分野に共通する科目群として、化学プラントなどの設計・管理に必要な工業化学の

分野を配置します。専攻分野は、学年進行に伴って選択できるように、2 年次前期まではほぼ

すべての専門分野の科目を履修するように指導し、時間割を編成します。また、本学科が目指

す学部教育としては、専攻分野を特定するものではないため、各分野で開講される科目を横断

的に履修し、専門分野を意識しながら、応用化学を幅広く使いこなせる人材の養成を目指して、

2 年次後期からの時間割を編成します。応用化学実験は 2 年次と 3 年次に配置し、座学で得た

知識を現実のものとして捉えることができる力を養います。4 年次は卒業研究のみを配置し、

十分な時間をかけ、エンジニアリングデザイン教育を実施します。【資料９】 
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３）履修モデル 

 本学科では、合成化学、物質・材料化学、環境・エネルギー材料などの幅広い領域を扱う応

用化学分野で、次世代を担う人材養成を行うことを目指しています。そのために本学科では、

①化学の持つ有用性と危険性を十分理解し、化学物質の取り扱いが安全にできる能力、②化学

的な評価技術を用い、環境や安全面に係る化学物質の正当な評価ができる能力、③化学的な問

題を抽出し、解決までの道筋を立てられるエンジニアリングデザイン能力、④社会的要請を理

解し、化学的な知識に立脚して問題解決に取り組むことができる能力を身に付けた学生に対し

て学位を授与します。これは、現在または、近い将来の社会的な要求を見据えた人材開発の必

要性に対応するものです。以下に社会的要求を基にした学位取得後のキャリアパスを想定した

履修モデルを提示します。 

 

①化学物質の製造に関わる材料開発の業務に携わる技術者を目指す学生の履修モデル 

【資料１０－１】 

 本履修モデルは、多様な化学物質に関する深い理解と合成化学分野に対する専門的知識に

立脚し、社会の持続的発展を支えるため、産業界からの要請に応え、新規化学物質の製造・

開発を行うことができる技術者の養成を目指します。このため、化学物質を原子・分子レベ

ルで理解するための量子化学や、複数の分子から新たな化合物を合成するための有機化学、

高分子化学を学び、有機物質を理解するための基礎力を養います。さらに、物質・材料化学

分野や環境・エネルギー材料分野、工業化学分野の基礎科目である物理化学や無機化学、分

析化学を中心に履修し、また、触媒化学や環境材料に関して学ぶことで、多方面から、化学

物質の製造に関する知識を習得します。 
 

②生活化学分野で日常生活を支援する化学製品などの開発を行う技術者を目指す学生の履修モデル 

 【資料１０－２】 

 本履修モデルは、合成化学の知識に立脚し、生活環境や人間生活を豊かにする化学物質の

開発や応用を目指して物質の機能性の評価を行うことができる技術者の養成を目指します。

このため、化学物質の基礎を分子レベルで考えることができる量子化学や、有機化学、高分

子化学を学び、有機物質を理解するための基礎力を養います。さらに、物質・材料化学分野

や環境・エネルギー材料分野、工業化学分野の基礎科目である物理化学や無機化学、分析化

学を中心に履修し、多方面から、生活に密着する化学物質を評価する知識を習得する必要が

あります。 

 

③エネルギー関連分野で環境技術、安全技術などの開発を行う技術者を目指す学生の履修モデル 

【資料１０－３】 

 本履修モデルは、化学的エネルギー変換に関する知識に立脚し、化学反応に伴うエネルギ

ーの出入り、エネルギー生成、エネルギーや資源の貯蔵と有効利用、さらには環境や資源問

題に配慮した環境調和型の物質変換などの知識を備え、再生可能な循環型エネルギーの技術

開発を行うことができる技術者の養成を目指します。 
 このため、無機化学、電気化学、エネルギー化学、環境材料を中心に履修し、物質の成り

立ち、物質の構造と化学的性質、化学反応、化学的エネルギー変換などに関する基礎力を習
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得します。さらに、物質・材料化学分野、合成化学分野、工業化学分野などの有機化学、物

理化学および分析化学と併せて履修することで、広く化学物質とエネルギーに関する知識を

養います。 
 

④化学物質の評価、管理などを行う分析技術者を目指す学生の履修モデル【資料１０－４】 

 本履修モデルは、新たに創製された新物質の評価や、化学物質の複合化により現れる新規

特性の評価を正当に行うことができる技術者の養成を目指します。物質の評価を行う技術者

には、化学物質が示す特性を予想し、正確に把握する必要があるため、物理化学領域の基礎

知識を有している必要があります。このため、化学工学、物理化学、物質構造学、固体物性

化学を中心に履修し、各分野の基礎科目となる量子化学、有機化学、無機化学、分析化学、

機器分析を履修し、ある特定の分野に偏ることなく広い基礎知識を習得する必要があります。 

 
（３）卒業要件 

 本学科の卒業要件は、4 年以上在学し、必修科目 39 単位、総合基礎部門の選択科目から 18 単

位以上、専門教育部門の選択科目から 67 単位以上を修得し、124 単位以上修得することになっ

ています。 

 評価基準としては、A（80 点以上）・B（70 点～79 点）・C（60 点～69 点）評価が合格、F（60
点未満）評価は不合格として取り扱います。 
 以上の卒業要件については、入学時のオリエンテーション、学年進行時のガイダンスにおいて

学生に周知徹底します。 
 

（４）学位授与方針 

 本学科における学位授与方針については、本学科が掲げる人材養成目的を具現化するために、

身に付けるべき能力、資質、姿勢を総合的に勘案し、次の 4 点を基軸として定めます。 
 
理工学部応用化学科において、4 年以上在学し、卒業に必要な 124 単位以上を修得し、 
 

①化学の持つ有用性と危険性を十分理解し、化学物質の取り扱いが安全にできる能力 

②化学的な評価技術を用い、環境や安全面に係る化学物質の正当な評価ができる能力 

③化学的な問題を抽出し、解決までの道筋を立てられるエンジニアリングデザイン能力 

④社会的要請を理解し、化学的な知識に立脚して問題解決に取り組むことができる能力 

 

を有する学生に対して、学士（工学）の学位を授与します。 

 

 

 

 

７．施設・設備の整備計画 

 本学科の教育研究環境については、理工学部全体の整備計画に基づき、学生が通常使用する講義

室（演習室）、学生実験室を中心に、その整備充実を図っております。 
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 具体的には、以下のように、現有の施設・設備を中心として、その環境整備を行います。 

 

（１）講義室・研究室等 

①理工学部の施設対応 
 教育・研究の環境を整えるために、理工学部としては、平成25年度より運用開始の研究実験

棟Ⅱ（仮称）について、以下の方針で運営を行います。 
・専任教員研究室：スペースは25ｍ2を確保する。 
・学生実験演習室：卒業研究等の学生の教育研究スペースとして、学生一人当たり6ｍ2を確

保する。 
 応用化学科では、研究実験棟Ⅱ（仮称）と関連学科の施設転用によって、上記を充足するこ

ととしています。 
 

②学科の関係する主要施設 
 本学科の必要施設としては、学科専用に利用する学科会議室、専任教員研究室、学生実験演

習室、学生実験室、試薬庫、材料特性評価室があり、初年度より、学科として下記に示す面積

を確保します。また、全学施設としての授業用教室があり、通常授業への対応は保証されてい

ます。 
 本学科の専任教員10名および学生の入学定員60名、収容定員240名の規模および教育内容に

対して、それらの収容面積および設備は、以下のように一定の水準を有するものと考えます。 
・学科専用施設 

1) 専任教員研究室 
 研究実験棟Ⅱ（仮称）の施設として、上記の配分方針に基づき、個室（25㎡）×10室
（専任教員10名対応）および個別什器類を確保し、学生の個別指導ができる環境を整備

します。 
2) 学生実験演習室 
 研究実験棟Ⅱ（仮称）に、学生が卒業研究を実施するための必要什器類が準備された

実験演習室（75㎡）×5室と、必要什器類が準備された実験演習室（50㎡）×5室を整備

します。 
 これら実験演習室のうち有機溶剤使用量の多い2室（75㎡）にはドラフトチャンバー2
台を整備し、その他8室にはドラフトチャンバー1台を整備します。 

3) 学生実験室 
 学生実験室は、化学の基礎原理と操作について実験を通じて体感的に学ぶ応用化学実

験I－IVを実施するために設けられるもので、学科が専有的に利用できるように整備し

ます。ドラフトチャンバー6台と化学実験器具類を整備した学生実験室1（合成化学実験

室：面積200㎡、収容定員90名）と、高度な機器分析機器を設置した学生実験室2（機器

分析実験室：面積100㎡、収容定員30名）を併用し、有機および無機合成化学実験、分

析化学実験、物理化学実験を行います。また、化学薬品類は施錠可能な薬品庫や冷蔵庫

を設置した試薬庫（25㎡）において一括管理を行い、必要分のみ学生実験室1および2に
て使用します。 
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（２）実験施設・設備等 

 実験室・研究室等の施設及び設置されている機器・器具・装置等については、大学から予算化

される教育研究経費等による購入備品等のほか、理工学部全体としての施設・設備の整備計画に

よって、既に教育・研究に必要な最新の機器・器具･装置は整備されており、本学科の教育研究に

供することとなっています。 
 

応用化学実験用実験施設・設備 
・合成化学実験室（200m2） 

有機合成の実験を行うために必要なドラフト、化学実験台、有機溶媒回収システム等を設置。 
・機器分析実験室（100m2） 

物性測定・評価用の分析機器（分光器、X 線回折、蛍光顕微鏡、走査電子顕微鏡（X 線分析

器付）を設置。 
・試薬庫(25m2) 

実験実習用の試薬等を保管し、利用量等を管理。 
・学生実験演習室（卒業研究等で使用） 

１教員あたり 50m2 以上の面積を確保。教員研究室については，別途 25m2を確保。 
 

 以上、学生教育に関する施設環境は十分用意されており、教育研究上の支障はありません。 

 

 
（３）附属図書館の整備状況 

 本学附属図書館は、附属図書館本館、薬学部分館、都市情報学部分館で構成されています。理

工学部応用化学科が設置される天白キャンパスには、地下 2 階・地上 5 階建、建築延床面積約

11,852 ㎡の附属図書館本館を併設しております。附属図書館本館の蔵書数は約 86 万 6 千冊、雑

誌の種類は約 2 万 1 千百種を数え、共用部分として、社会科学開架閲覧室、人文科学開架閲覧室、

自然科学開架閲覧室、雑誌閲覧コーナー、英語軽読書室、新聞閲覧室、自由閲覧室、参考図書閲

覧室等を設けている他、メディア室、マイクロ資料室、視聴覚室、コピー室、ラウンジ、レファ

レンスコーナーなど、各種資料対応設備を整えています。座席数につきましても 1,203 席、蔵書

検索・電子資料利用のためのパソコン 23 台を設置し、学生及び教員の学術研究上、大きな役割

を果たしております。また、学術情報資源のデジタル化に伴い、データベース約 20 種、電子ジ

ャーナル約 2 万 3 千タイトルが利用可能であり、学内 PC からの電子資料へのアクセスが可能と

なっています。 
 また、グループ学習室、グループ研究室なども完備しており、本学科に在学する学生に対して

は、充分な研究・教育環境を提供しているものと認識いたします。附属図書館本館の利用にあた

っては、授業期間の開館時間を 9 時から 22 時までとし、カード式入館システムの導入によって、

その利便性を高めております。その他、授業期間については、日曜日の開館制度を導入しており、

現在は、日曜日に加えて祝日も開館（10 時から 17 時まで。ただし、祝日が授業日にあたる場合

は、9 時から 22 時まで）することによって、更に利便性を高めておりますが、今後とも、利用状

況等を考慮しながら、利用者の立場に立った運営を心掛けていく方針であります。また、国立情

報学研究所の図書館間相互利用システム（NACSIS ILL）に加盟している他大学や研究機関とも
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図書及び複写等において相互協力をしております。 
 具体的な図書等の選定等につきましても、学生のニーズ等を踏まえながら行い、附属図書館を

通じて整備充実を図っていきます。 
 

 
 
８．入学者選抜の概要 

（１）入学者選抜方法及び選抜体制 

１）アドミッションポリシー 

 理工学部応用化学科は、人材養成目的、学位授与方針及び教育課程編成方針に沿った教育・

研究を行うことにより、化学反応や分子の構造変化から成り立っている諸現象を化学的センス

に基づいて理解した上で、物質の設計を原子・分子レベルで行い、その合成から特性の評価ま

でを一貫して行うことができる能力を涵養し、社会の発展を見すえた付加価値の高い物質の開

発ができる創造性豊かな人材の養成を目指しています。入学者は本学科の人材養成目的等々を

よく理解し、自ら勉学・研究に真摯に取り組む学生であることが求められています。 
 このことから、本学科のアドミッションポリシーを以下のように定め、入学者選抜の基本と

します。 
 

①化学物質や化学現象に対して旺盛な興味がある 

②科学一般に興味があり、常に探究心を持って物事に接する 

③他人と協調的な活動ができる 

④将来について夢を持ち、基礎を応用する領域に魅力を感じている 

ことが望まれます。 
 

２）募集人数・募集区分 

 理工学部応用化学科の募集人員は、入学定員のとおり 60 名とします。また、募集区分につ

いては、推薦入学試験、一般入学試験、外国人留学生特別入学試験、社会人特別入学試験、編

入学試験の 5 種類とします。なお、それぞれの試験制度の募集人員については、アドミッショ

ンポリシーに沿った多様な人材を受け入れ、本学科の人材養成目的を達成することを旨に、推

薦入学試験 20 名（公募制推薦 7 名、指定校推薦 7 名、附属高等学校推薦 5 名、スポーツ推薦

1 名）、一般入学試験 40 名（A 方式（3 教科型）16 名、M 方式（理工学部全問マークセンス）

8 名、B 方式（2 教科型）4 名、F 方式（大学入試センター試験結果＋本学個別学力試験）6 名、

C 方式（大学入試センター試験結果利用型）6 名）とし、その他、外国人留学生特別入学試験

（若干名）、社会人特別入学試験（若干名）も実施し、合計 60 名として募集します。 
 また、2 年次・3 年次については、編入学試験（若干名）も実施します。 

 
３）出願資格 

 出願資格については、基本事項を以下のとおり定め、推薦入学試験、外国人留学生特別入学

試験、社会人特別入学試験、編入学試験については、多様な人材の受け入れを旨として、それ

ぞれのバックグラウンドに合わせた出願要件を設定し、入学試験を行うこととします。 



- 20 - 

【基本軸とする出願資格】 
①高等学校または中等教育学校を卒業した者および卒業見込みの者 
②通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当

する学校教育を修了した者を含む）および修了見込みの者 
③外国において学校教育における 12 年の課程を修了した者および修了見込みの者、またはこ

れらに準ずる者で文部科学大臣の指定した者 
④文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当

該課程を修了した者および修了見込みの者 
⑤専修学校の高等課程（修業年限が 3 年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を

満たす者に限る）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修了

した者および修了見込みの者 
⑥文部科学大臣の指定した者 
⑦高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者および合格見

込みの者（旧規程による大学入学資格検定に合格した者を含む） 
⑧学校教育法第 90 条第 2 項の規定により大学に入学した者であって、当該者をその後に入学

させる大学において、大学における教育を受けるにふさわしい学力があると認めた者 
⑨本大学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があ

ると認めた者で、18 歳に達した者 
 

４）個別入学試験の基本的な方針 

①推薦入学試験 
(1) 公募制推薦入学試験 7 名 
 日本の高等学校または中等教育学校を卒業見込みで、出身学校長が学力・人物とも優良

な志願者として推薦する者、もしくは卒業した者で自己推薦する者を対象に実施します。 
 選抜方法としては、アドミッションポリシーにかない、本学部・学科にて教育を受ける

にふさわしい適性と能力を確認するため、基礎学力調査、小論文試験、面接試験を実施し

て、調査書と併せて評価します。 
(2) スポーツ推薦入学試験 1 名 
 募集種目（硬式野球、ハンドボール、柔道、ラグビー、アメリカンフットボール、バレ

ーボール、女子駅伝）に該当する者で、以下の（イ）～（ニ）の基準を満たしている者を

対象として実施します。 
（イ）高等学校または中等教育学校卒業見込みの者 
（ロ）高等学校または中等教育学校後期課程における 3 学年 1 学期または前期までの「全

体の評定平均値」が 3.0 以上の者 
（ハ）本学が定める競技実績基準を満たしている者 
（ニ）出身学校長が推薦する者 

選抜方法としては、アドミッションポリシーにかない、本学部・学科にて教育を受ける

にふさわしい適性と能力を確認するため、小論文試験、面接試験を実施して評価します。

（アメリカンフットボール（他種目）のみ種目別実技テストを実施） 
(3) 指定校推薦入学試験 7 名 



- 21 - 

 日本の高等学校または中等教育学校を卒業見込みで、本学部・本学科への入学を第一志

望とし、自己の意欲・目的が明確で、本学科に入学した後の学習目標を設定できる者で、

出身学校長が学力・人物とも優秀な志願者として推薦する者を対象として実施します。 
 選抜方法としては、アドミッションポリシーにかない、本学部・学科にて教育を受ける

にふさわしい適性と能力を確認するため、出願書類および面接試験により評価します。 
(4) 附属高等学校特別推薦入学試験 5 名 
 7 年間の高大連携による教育を可能とするため、附属高等学校における高校生活を通し

て、理工学の基本的な学力と幅広い素養を身につけている者で、附属高等学校長が学力・

人物とも優良な志願者として推薦する者を対象として実施します。 
 選抜方法としては、アドミッションポリシーにかない、本学部・学科にて教育を受ける

にふさわしい適性と能力を確認するため、附属高等学校でのプレテストと本学部が行う特

別推薦入学候補者選抜基礎学力試験を課し、その後の面接試験により評価します。 
②一般入学試験 40 名 

 上記３）の出願資格①～⑨のいずれかの条件を満たしている者を対象として実施します。 
選抜方法としては、アドミッションポリシーにかない、本学部・学科にて教育を受けるに

ふさわしい適性と能力を確認するため、理科（物理、化学）、外国語（英語）、数学の 3 教科

または 2 教科（大学入試センター試験と併用する場合には 1 教科）について個別学力試験を

実施して評価します。また、大学入試センター試験のみで選抜する場合には、上記 3 教科の

成績に基づき評価します。 
③外国人留学生特別入学試験 若干名 
 下記の条件を満たし、本学部・学科の出願資格確認を受けた者を対象に実施します。 
（イ）外国において、日本の高等学校に相当する学校を卒業した者 
（ロ）学校教育における 12 年の課程を修了した者、または日本国の文部科学大臣の指定し

た者で、18 歳以上の者 
（ハ）出入国管理及び難民認定法において、本学入学に支障のない在留資格（留学）を有す

る者、または得られる者 
（ニ）独立行政法人日本学生支援機構が主催する「日本留学試験」を受験していること 
選考方法としては、アドミッションポリシーにかない、本学部・学科にて教育を受けるに

ふさわしい適性と能力を確認するため、基礎学力調査、小論文試験、面接試験を実施して評

価します。 
④社会人特別入学試験 若干名 

上記３）の出願資格①～⑧のいずれかの条件を満たし、さらに下記のいずれかの条件を満

たした上で、本学部・学科の出願資格確認を受けた者を対象に実施します。 
（イ）20 歳以上で、職歴 2 年以上の社会人の経験を有し、働きながら修学することを勤務先

から認められた者 
（ロ）25 歳以上で、職歴 2 年以上の社会人の経験を有する者と同等の資格があると認められ

る自己推薦者 
選考方法としては、アドミッションポリシーにかない、本学部・学科にて教育を受けるに

ふさわしい適性と能力を確認するため、小論文試験、面接試験を実施して評価します。 
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⑤編入学試験 若干名 
 下記のいずれかの条件を満たした者を対象に実施します。 
（イ）日本の大学を卒業した者、または卒業見込みの者 
（ロ）日本の大学に 2 年以上在学（名城大学在籍者を除く）し、相当の単位を修得している      
   者 
（ハ）日本の短期大学、または高等専門学校を卒業した者、もしくは卒業見込みの者 
（ニ）専修学校の専門課程（修業年限が 2 年以上、総授業時数が 1,700 時間以上であるもの

に限る）を修了した者、または修了見込みの者（ただし、学校教育法第 90 条第 1 項

に規定する大学入学資格を有する者に限る） 
選考方法としては、アドミッションポリシーにかない、本学部・学科にて教育を受けるに

ふさわしい適性と能力を確認するため、上記（イ）、（ロ）、（ハ）の該当者については、3 年

次への編入学を対象に専門試験、面接試験、2 年次への編入学を対象に教養試験、面接試験

を実施し、上記（ニ）の該当者については、2 年次への編入学を対象に教養試験、面接試験

を実施して評価します。 
 

５）入学者選抜体制 

 本学部・学科における入学者選抜体制としては、全学的な組織として位置づける「入学セン

ター」と連携しながら、専任教員で組織する「理工学部教授会」で出題、試験の実施、採点、

合否判定に加え、入学者選抜方法・体制に係わる検証等も併せて行うこととします。また、入

学試験結果に関する情報については、受験者本人から成績開示請求があった場合は、成績を開

示する学内ルールが制定され、適宜対応しています。その他、入学試験実施に関する諸情報に

ついては、本学の個人情報保護のガイドラインに沿って本学ホームページ等の媒体を活用して

公表します。 

 

 

 

９．資格取得 

 理工学部応用化学科では、国家資格として、①高等学校教諭一種免許状（理科、工業）、②中学校

教諭一種免許状（理科）、③学芸員、④毒物劇物取扱責任者の資格、⑤危険物取扱者（甲種）の受験

資格が取得できるようにします。 
①高等学校教諭一種免許状（理科、工業）…課程認定申請予定 
【資格取得要件】 
 所定の卒業要件を充足し、教職に関する科目 23 単位、教科に関する科目 20 単位、教科又は

教職に関する科目 16 単位、合計 59 単位以上を取得し、教育職員免許法施行規則第 66 条の 6
に定める科目（日本国憲法、体育、外国語コミュニケーション、情報機器の操作）各 2 単位以

上を取得し、学士の学位を取得した者。 
②中学校教諭一種免許状（理科）…課程認定申請予定 
【資格取得要件】 
 所定の卒業要件を充足し、教職に関する科目 31 単位、教科に関する科目 20 単位、教科又は

教職に関する科目 8 単位、合計 59 単位以上を取得し、教育職員免許法施行規則第 66 条の 6 に
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定める科目（日本国憲法、体育、外国語コミュニケーション、情報機器の操作）各 2 単位以上

を取得し、更に介護等体験を 7 日間以上行い、学士の学位を取得した者。 
③学芸員 
【資格取得要件】 

所定の卒業要件を充足し、博物館に関する科目 20 単位以上、専門分野に関する科目 8 単位

以上、合計 28 単位以上を取得し、学士の学位を取得した者。 
④毒物劇物取扱責任者 
【資格取得要件】 

本学科を卒業し、申請することにより取得可能。 
⑤危険物取扱者（甲種）…受験資格 
【大学（学士課程）の履修等に関連した受験資格取得要件】 

1）大学等において化学に関する学科等を修めて卒業した者 
2）大学等において化学に関する授業科目を 15 単位以上修得した者 

 
 
 
１０．海外語学研修 

 本学では、国際交流センターにおいて、理工学部を含む全学対応の海外語学研修プログラムの企

画・運営支援を行っています。現在は、学術交流協定を締結している大学のうち、カルガリー大学

（カナダ・夏期）、クィーンズランド工科大学（オーストラリア：春期）において実施しています。

いずれのプログラムも学術交流協定に基づき、安全・安心な環境の中で研修に取り組むことができ

るように配慮されています。 
 研修実施に際しては、参加希望者に対して説明会を実施し、申し込み手続きを経た後、国際交流

センターで面接を行い、その結果に基づき、参加者を決定します。参加者に対しては、研修先の生

活環境、守るべきルールなどについてオリエンテーションを行います。 
研修先での学習期間は、4 週間であり、1 週間あたり 15～25 時間の学習プログラムとなっていま

す。授業では、会話や文法、読解などを総合的に学び、英語運用能力の向上を目指します。また、

文化背景や言語の異なる人々との交流を通じ、異文化理解を深め、積極性やコミュニケーション能

力を高めます。その学習成果は、帰国後、所属学部へ研修報告書と研修先での成績を提出すること

により、所定の授業科目の単位（2 単位分）が認定されます（一部学部を除く）。 
 また、海外語学研修参加者に対しては、奨学生制度（5 万円給付）が設けられており、研修終了

後に研修報告書と研修先の成績証明を提出し、所定の手続きを経たうえで支給されることになって

います。 
 
 
 
１１．管理運営 

 理工学部応用化学科を含む理工学部全体の管理・運営に関して、本学部・学科の重要事項を審議

するために、学部長を議長とする理工学部教授会（以下「教授会」という）を設置します。教授会

は、本学部専任の教授、准教授、助教、講師をもって組織し、学部長が招集して、その議長となり、
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原則 1 か月に 1 回の定例教授会を開催します。また、学部長が必要に応じて臨時教授会を開催する

場合もあります。構成員の 3 分の 2 以上の出席を成立要件とし、出席者の過半数をもって議事を決

します。教授会の事務は、理工学部事務室が担当します。【資料１１】 
 教授会の審議事項は、次のとおりです。 
１．教育課程及び成績評価に関する事項 
２．学生の資格認定及びその身分に関する事項 
３．学則の変更に関する事項 
４．教員の進退に関する事項 
５．教員の人事及び資格審査に関する事項 
６．その他重要な事項 

 本教授会の下に、教務委員会、学生委員会等のほか、学部の運営を円滑にするための施設整備委

員会、理工学教育推進センター委員会等々の委員会も設置しており、それぞれの委員会の役割に基

づき、迅速な意思決定を旨とした管理運営体制を整備しています。 
 また、全学組織の委員会として、学務センター委員会、入学センター委員会、キャリアセンター

委員会、FD 委員会、学術研究審議委員会、情報センター運営委員会等々の委員会がありますが、

これらの委員会と学部運営の有機的連携を図りながら、本学部・学科の管理運営を進めます。 
 
 
 
１２．自己点検・評価 

（１）自己点検・評価に係る委員会等の設置及び取組みについて 

 本学における自己点検・評価については、平成 4 年 7 月、学長から、名城大学自己点検・評価

委員会規程（案）の制定について提案があり、同年 11 月に規程を制定しました。 
 その後、6 期にわたり自己点検・評価委員会を組織し、恒常的な自己点検・評価を実施してき

ました。【資料１２】 
 

（２）自己点検・評価の結果の本学等の職員以外の者による検証について 

 平成 11 年 9 月、大学等の設置基準の一部改正により、第三者評価が努力義務化されたことに

伴い、本学では、直ちに大学院及び大学の学則を改正し、「点検及び評価について、本学等の職員

以外の者による検証を行う」と規定し、第三者評価を義務化しました。（平成 12 年 4 月 1 日施行） 
 この流れを受けて、平成 12 年度に財団法人大学基準協会による検証を申請し、その結果、大

学基準に適合しているとの判定を受けました。評価の結果、複数の助言・勧告等をいただきまし

たが、これら諸課題の改善に真摯に向き合い、適宜、改善に向けた取り組みを実践してきました。

その一区切りとして、平成 16 年度に大学基準協会に評価結果に対応する「改善報告書」を提出

し、その取り組みについて評価をいただきました。この取り組みを契機に持続的な自己点検・評

価を推進しています。 
 

（３）新たな自己点検・評価システムの導入 

○大学評価委員会及び学部等評価委員会の設置 

 平成 15 年度の学校教育法の一部改正により、全ての大学に対して認証評価機関による機関
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別評価が義務付けられたことを踏まえ、全学的視点に立ち、平成 15 年 10 月から約 1 年半の時

間を掛けて自己点検・評価体制の再構築に向けた検討を進めてきました。その検討結果に基づ

き、「教育研究の質保証」を目指す諸施策を取り纏め、教育研究の「質保証」を追究し、教育

研究の点検・評価活動を日常化させ、その結果を広く社会に公表することを目的に掲げ、新た

に「大学評価に関する規程（平成 17 年 5 月 26 日施行）」を制定し、実効性の高い評価システ

ムの基盤整備を行いました。 
 点検・評価活動を推進するためのシステムについては、常設委員会として、①学部等におけ

る組織及び教員の教育研究等の活動状況の点検・評価の役割を担う「学部等評価委員会」、②学

部等評価委員会で実施した評価結果の検証、評価の企画・立案、実施に係る方針の策定、全学

的な点検・評価の役割を担う「大学評価委員会」を設置しています。なお、評価実施に関する

概念図は【資料１３】のとおりです。 
 

【学部等評価委員会の構成】 

（１）学部長又は研究科長、センター長等（委員長は組織の長が担う。） 

（２）学部等から選出の委員若干名 

（３）その他、学部長等が必要と認めた者 

 

【大学評価委員会の構成】 

（１）学長、（２）副学長、（３）各学部長及び各研究科長、（４）センター長等、 

（５）経営本部長、（６）その他、学長が必要と認めた者（委員長は学長が担う。） 

 

○認証評価申請に向けた準備行動の展開 

 大学基準協会の主要点検・評価項目をベースに、【資料１４】の点検・評価項目に沿って、

平成 17 年 11 月から「試行評価」に着手し、平成 18 年 5 月末日にその成果を大学評価報告書

として取り纏め、試行評価の成果及び点検・評価活動から得られた諸課題を確認しました。 
 この成果を活かして「社会から評価される大学づくり」を推進するための基盤の再整備を行

い、「動きの見える大学」として情報発信を旨に、平成 20 年度の認証評価申請に向けた体制

整備を行いました。具体的な方法としては、教育研究の担い手である教育職員、そして教育研

究の基盤を支援する事務職員の協働が現在の大学改革には不可欠であると判断し、平成 19 年 4
月、大学評価委員会の下に副学長をチームリーダーとする「大学評価プロジェクトチーム」を

設置し、全学的な点検・評価を実施しました。 

 
○認証評価の受審と評価結果を受けた具体的改善行動の取り組み 

 以上の取り組みを経て、平成 19 年度に自己点検・評価報告書を取り纏め、平成 20 年度に財

団法人大学基準協会による「大学評価（認証評価）」を受審し、平成 21 年 3 月 12 日付けにて、

当該協会の「大学基準に適合している」との認定を受けました。 
 その中で、特に高い評価を受けたのは、①各学部とも実学重視の科目を配置し、学部の教育

目標を実現する実学重視のカリキュラムを設けている、②すべてのキャンパスにおいて環境マ

ネジメントシステムを導入し、ISO14001 を取得して環境問題に取り組んでいる、③わかりや

すい財務情報の開示など、大学の諸活動に対する理解促進のための積極的な情報公開・説明責
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任の姿勢が表れている、などの全学的な事項に加え、④21 世紀を見据えた先駆的な研究と共に、

歴史と伝統に根ざした教育研究への取り組みなど、各学部・各研究科の特色を活かした数多く

の教育研究活動の着実な進展が見られる、とされた諸点であり、本学の教育力・研究力を広く

社会に発信していく基盤ができたものと受け止めています。他方、①初年次教育の充実、②更

なる教育の組織的改善への取り組み、③国際交流の積極的推進、④収容定員に対する在籍学生

数比率の改善、⑤教員一人当たり学生数の改善、⑥教員組織の年齢構成の適正化、⑦少人数教

育に対応した施設設備の充実など、さらに組織力を高めて努力していく項目についても指摘を

いただき、今後の明確な課題を確認することができました。 
 この評価結果については大学全体として真摯に受けとめ、ホームページで広く社会に開示し、

また、学内においては、評価結果に対して、改善点の解決に向けた取り組みを進め、大学評価

委員会で改善進捗状況を精査しながら、持続的な自己点検・評価活動を推進してきました。改

善進捗状況が道半ばの項目もありましたが、重点的に指摘された項目について一定の改善成果

が見られたことを確認した上で、平成 22 年 7 月末に大学基準協会へ認証評価結果を受けた「提

言に対する改善報告書」を提出しました。検討結果としては、諸課題に対しては、検討段階に

とどまり、具体的改善に至っていないものが多く、今後の十分な改善活動を望むとの意見が示

されましたが、今後、専任教員と学生のバランスに均衡をとった形での教育研究環境の改善（専

任教員一人当たり学生数、本学における適正規模の明確化など）を主たるテーマとし、質の高

い教育研究基盤の整備に努めていくことを確認しています。 
 これらの改善情報は、教学における課題として受け止めるだけではなく、教育研究を支える

経営側との情報の共有化を図り、次期認証評価（平成 27 年度受審予定）に向けて、今まで以

上に具体的改善行動に迅速に対応していくことも併せて確認しています。 
 

（４）学部・学科としての実施体制 

 本学部においても、学部長も参加する「学部評価委員会」を設置し、組織的に対応することに

加えて、理工学部長の下での教学マネジメント体制を構築し、運営していくこととします。具体

的には、自己点検・評価を行う際に外部委員の参画を要請し、客観性の高い評価・改善行動の実

質化を旨に、教員の目線だけではなく、学生と教員との対話型の点検・評価、更には、大学を取

り巻く社会と理工学部との間の点検・評価にも注力し、卒業者の満足度や卒業後の活動状況等な

どを総合的に調査し、教育の改善に結び付けていきます。 
 

 

 

１３．情報の公表 

（１）実施方法・情報提供項目 

 平成 22 年 6 月 15 日付けで学校教育法施行規則の一部が改正され、平成 23 年 4 月 1 日から各

大学等において教育情報の公表を行う必要がある項目が明確化されました。本学ではこの動きに

先んじて、さまざまな情報公表の環境整備を行ってきましたが、本学の教育研究の強み、また、

それを支える経営環境の情報も含めて、公表・発信を行うこととしました。この指針の策定にお

いては、教学マネジメントと経営マネジメントの視点から設計を行い、可能な限り、平易かつ一

元的な情報として整理し、体系的な情報公表を旨として Web サイトにおいて公表することとし
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ました。（http://www.meijo-u.ac.jp/johokokai/index.html） 
 公表している内容は【資料１５】のとおりであり、数量的な基本情報（データ）と教育研究に

係わる質的情報、更には、従前から公表していた財務諸表、本学の戦略プランの情報というよう

に、大学の営みが網羅できるように設計されているところに特色があります。 
 まだ、公表を開始して間もないこともあり、改善の必要性を感じている項目も多数あります。

具体的には、教員データベースの構築が急務であると考えており、本学の教育研究基盤を支える

専任教員の様々な取り組みも広く網羅できるように設計を進めている段階です。 
 また、学生数、教員数というような量的な統計情報に関しては、データベース化の環境づくり

も進めており、今後、学内での情報共有環境を推進していく計画も進めています。 
 本学が公的な教育機関として、社会に対する説明責任を果たし、その教育の質を向上させるた

めのツールとして、これからも質的・量的な充実を図っていくことを全学的に確認しています。 
 公表にあたっては、大学が公的な教育機関として、社会に対する説明責任を果たす観点から、

①本学の教育研究の現状に関する統計情報をわかりやすく公開する、②本学における強み・特色

ある教育研究を公開し、学生が成長するプロセスを発信する、③本学の教育の質を支える財務情

報、年度ごとの事業計画やその履行状況を発信する、の 3 点を公表ポリシーとして確認し、具体

的な方法は、Web 環境を活用した情報発信をメインとし、学部・学科、研究科・専攻の分野を問

わず、統一性を持った内容として取り纏めています。 
 なお、個別公表項目の概要については以下のとおりです。 
１）大学の教育研究上の目的に関すること 

HP アドレス：http://www.meijo-u.ac.jp/johokokai/edu/index.html 
【公表内容】 
学部・学科、研究科・専攻の人材養成目的その他教育研究上の目的、学部・研究科の学位授与

方針、学部・研究科の教育課程編成方針、学部・研究科の入学者受け入れ方針 
２）教育研究上の基本組織に関すること 

HP アドレス：http://www.meijo-u.ac.jp/johokokai/info/index.html 
【公表内容】 
理念・立学の精神、組織機構図 

３）教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

HP アドレス：http://www.meijo-u.ac.jp/johokokai/teacher/index.html 
【公表内容】 
教員数、職位構成、年齢構成 
各教員の氏名、職位、所属、最終学歴、学位・称号等、専門分野、教育研究への取り組み・抱

負、担当授業科目（学部・大学院）、研究業績（名称、単著・共著の区分、発行（発表）年月、

発行または発表雑誌または発表学会の名称、該当ページ）、学外活動等 
４）入学者に関する受け入れ方針及び入学者の数、収容定員及び在籍する学生の数、卒業又は修

了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 

HP アドレス 
・入学者受け入れ方針 

http://www.meijo-u.ac.jp/johokokai/edu/index.html 
（各学部・研究科の情報については一階層下に掲載） 
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・入学者数、収容定員及び在籍者数、卒業又は修了者数 
 （学部・学科単位、研究科・専攻単位、男女別） 

http://www.meijo-u.ac.jp/johokokai/info/index.html 
（各学部・研究科の情報については一階層下に掲載） 
・進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 
（学部・研究科単位） 
http://www.meijo-u.ac.jp/johokokai/career/index.html 

（各学部・研究科の情報については一階層下に掲載） 
【公表内容】 
就職率、卒業者の進路、就職先区分、業種別就職状況、地区別就職状況 

５）授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 

HP アドレス：http://www.meijo-u.ac.jp/johokokai/syllabus/ 
【公表内容】 
科目名、担当者氏名、全開講対象学科、年次、講義学期、単位数、必修・選択区分、部門、準

備学習、履修上の留意、授業の概要と目的、サブタイトル、到達目標、授業計画、テキスト、

参考文献、授業方法の形式、成績評価方法及び評価基準、受講生へのメッセージ 
６）学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 

HP アドレス：http://www.meijo-u.ac.jp/johokokai/edu/index.html 
【公表内容】 
修業年限、卒業に必要な修得単位数、取得可能な学位、学習成果にかかわる評価、履修系統図

（学部・学科単位） 
７）校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

HP アドレス：http://www.meijo-u.ac.jp/johokokai/info/soshiki/campus.html 
【公表内容】 
キャンパス単位の施設・設備の概要、交通アクセスの状況 

８）授業料、入学金その他の大学が徴収する費用に関すること 

HP アドレス：http://www.meijo-u.ac.jp/johokokai/campus/gakuhi/index.html 
【公表内容】 
入学年度別学費（学年、納入時期、入学金、授業料、実験実習費、施設費／学部・研究科単位） 

９）大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

HP アドレス：http://www.meijo-u.ac.jp/johokokai/campus/index.html 
【公表内容】 
学生生活に関わる組織、メンタルヘルスサポート組織、就職・資格取得支援組織、国際交流支

援組織 
１０）その他（教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報、学則等各種規

程、設置認可申請書、設置届出書、設置計画履行状況等報告書、自己点検・評価報告書、認証

評価の結果等） 

＊設置認可申請書等については、適宜、公表対応。 
HP アドレス 
・学則：http://www.meijo-u.ac.jp/guide/gakusoku.html 
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【公表内容】 
大学学則、大学院学則、学位規程 
・自己点検・評価報告書、認証評価の結果等：http://www.meijo-u.ac.jp/hyouka/index.html 
【公表内容】 
自己点検・評価報告書、基礎データ、認証評価結果資料 
・事業計画書、事業報告書、計算書類、基本戦略： 

http://www.meijo-u.ac.jp/johokokai/management/index.html 
【公表内容】 
事業計画書、事業報告書、財務報告、学校法人名城大学の基本戦略 

 

 

 

１４．教員の資質の維持向上の方策 

（１）FD 活動の推進 
１）本学におけるこれまでの FD 活動に対する取り組み 
 本学では、平成 13 年 7 月から、教育内容等の改善のための組織的な研修などを行う委員会組

織として、「FD 委員会」を設置し、全学的な視点から FD（Faculty Development）活動を展開

しています。活動の根拠は、FD 委員会要項（平成 13 年 7 月 21 日施行）に定め、自主・自律の

探求精神に基づき、FD 活動を通し、学生及び教職員のモチベーションを最大化する「名城教育

力」を持続的に創出することを旨として活動を推進しています。その具体的な活動内容について

は以下のとおりです。 
 

①  学生による授業満足度アンケート、教員による授業満足度アンケート 

 平成 12 年度末から平成 16 年度までの間、「学生による授業評価アンケート」を 6 回実施しま

した。本学における「学生の授業評価アンケート」は、前回のアンケート結果と比較することに

より、経年的な努力を可視化及び数値化してフィードバックするという、恒常的な教育改善を目

指した取り組みとして始めました。手法としては、民間企業で顧客満足度を測定する際に用いる

「CS 分析」を活用したものであります。具体的な方法としては、学生の満足感を数値化した「総

合満足指標」を算出し、その結果を各教員にフィードバックして、教育手法の改善とともに、学

生の付加価値を高めるための教育研究のあり方を真摯に考えながら進めてきました。 
 この成果を踏まえて、平成 17 年度には、これまでの「学生による授業評価アンケート」を一

時中止し、新たに「学生による授業満足度アンケート」を実施しました。この取り組みは、学生

と教職員でアンケート項目を作成し、「学生による授業評価アンケート」で得られたノウハウを活

かして、授業方法の改善を旨に実施・展開を進めることを狙いとしたものであります。この成果

を踏まえて、平成 18 年度からは、教員・学生の相互の視点から、立体的な授業満足度の測定を

行うため、教員の視点による「教員による授業評価アンケート」も実施しました。そして、平成

19 年度から平成 21 年度にかけて、アンケートの設問を学生・教員とも同じ設問で設定し、「学生

による授業満足度アンケート」と「教員による授業満足度アンケート」の分析結果との比較も行

い、実施しました。 
平成 22 年度からは、授業改善や授業工夫に繋げていくという視点から学生の満足度を高める
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ため、学生・教員相互の視点から「授業改善アンケート」へと、名称を変更しています。平成 22
年度は各教員に対し、各々のアンケート結果を基に授業改善の方法等を記載させ、学生へのメッ

セージとして報告書にまとめました。また、平成 23 年度はおおよそ最終授業でアンケートを実

施し、授業が最後まで終わった時点で学生の声を聞くように変更しました。なお、平成 22 年度

の実施率（開講科目のうち、アンケートを実施した授業の割合）は 91.8%、平成 23 年度の実施

率は 92.7％でした。その成果については刊行物として取りまとめ、ホームページ等を通じて、学

内外に公表しています。 
 学生に対しては、教員の授業改善の取り組み状況、自学自習を促すことを旨とした学習の心構

えなどの情報を平易にまとめ、学生と教員を繋ぐ“FD ニュース”を刊行し、授業内容・方法の

改善を大学の使命と位置づけて、恒常的に取り組んでいます。 
 

② 授業での悩みを共有し、改善のヒントを得る環境づくり 

 本学では、FD 活動の創成期において、教員相互で「授業の工夫」を共有し、ともに学びなが

ら、教授技能を磨いていくことを目的として、同僚による授業参観（ピア・レビュー）を実施し、

授業参観後に、授業担当者を囲んでフリートーキングによる授業検討会を実施し、授業改善のた

めのアイディア等を教員間で共有する機会を持ち、大学全体で互いに学びあう風土を醸成してき

ました。しかしながら、学習者の多様化・多層化など、平面的な議論では解決できない諸課題も

増加してきたため、教員研修プログラム設計の第一歩として、日常的な教育に対する悩みや課題

を語り合い、教育におけるモチベーションアップを目指す場として、現在は、T＆L CAFE
（Teaching & Learning CAFE）として展開しております。平成 20 年度からスタートし、これ

まで 4 回開催しています。この場では、専門分野の壁を越えて、授業の工夫を共有することを主

眼として取り組み、教育研究の活性化を図るためのコミュニティとして、機能し始めています。

このような取り組みは持続性が求められるものであり、コミュニティづくりの更なる工夫が必要

と考えていますが、全学的な知の共有が各教員個人を通じ、学部・研究科へフィードバックされ

るような仕組みづくりを進めていきたいと考えております。また、教員だけではなく、教育研究

の営みを日常的に支える事務職員についても、積極的に参画するよう、研修の一環として取り組

んでいくことも検討しています。 
 
③ FD フォーラム（講演会）の実施 
 本学においては、以上のような FD 活動を基盤としつつ、内向きの教育改善とならないように

外部識者を招聘し、第三者の視点も踏まえながら、本学の教育研究のあり方を実証的に研究する

ため、これまで 13 回にわたり、FD フォーラム（講演会）を実施してきました。具体的な取り組

みとしては、外部識者を招聘した基調講演、ワークショップによる討議形式による実施のほか、

①で示した授業評価アンケート結果で高い評価を得た教員による事例報告会など、単にその場の

満足感に浸ることなく、緊張感を持って、教育研究を担う者としての責務を認識した上で効果的

に実施しています。 
 平成 23 年度は、「改めて FD について考える～組織的な取組に向けて～」をテーマとし、基調

講演、名城大学の教育改善の取組（事例報告、ディスカッション）の 2 部構成で実施し、合計 134
名の教職員等が参加しました。 
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④ 大学院 FD の展開 
 大学院設置基準の一部改正を受けて、平成 21 年度から全学的な取り組みとして、大学院にお

ける FD 活動に着手いたしました。着手する前提的活動として、他大学の大学院 FD の取り組み

を分析するとともに、学内における工夫された研究指導方法のあり方に着目し、文系・理系にと

らわれない FD として共通する概念や方策の具体的事例の探索を旨に活動を行いました。具体的

には、各研究室に在籍する大学院生が学会等から表彰された事例をモデルとし、指導教員に学生

への指導方法や研究環境づくりの工夫をインタビュー形式で聴取し、特徴的な試み等について分

析を行い、それを集約し、「大学院教育の底力」と題した刊行物として取り纏めました。刊行物

では、専門分野の枠を超えて、大学院教育における院生の研究活動を促すための工夫、指導にお

ける共通点として、①学生を研究室の一員として認める、②研究を進めるルールや習慣を身につ

ける、③自分の力で挑戦させる、④外からの刺激を与える、⑤時間や期限を意識させる、⑥成果

を学外へ向けて発信する機会をつくるという 6 点が明らかになったことが示されています。 
 このような地道な取り組みからのスタートですが、各教員の実践している教育研究の取り組み

に関する知恵と工夫の共有と応用展開を目指して、引き続き、具体的成果の共有と発展に向けて

諸活動を展開しています。 
 
⑤ 教育優秀職員表彰制度 

 本学においては、学校法人名城大学職員規則第 47 条に基づき、（1）学術上特に有益な研究業

績のあった者、（2）教育実践上特に功績のあった者等に対する表彰制度を設け、教員の教育研

究に対するモチベーションを高め、教育の質の向上を目的として、平成 17 年度に「教育優秀職

員表彰要項」を制定しました。 
 平成 17 年度から、同要項に基づき、FD 委員会を母体とする「教育優秀職員選考委員会」にお

いて候補者を選考し、全学的な意思形成機関における議論を経て、教育優秀職員として表彰して

います。表彰の対象となった取り組みの成果等は、FD フォーラムや名城大学教育年報を通じて

発信し、その教育手法を全学的に普及させ、組織全体の教育の質向上を促す効果に結び付けてい

ます。 
 
 

【教育優秀職員表彰者数】 
№ 年度 表彰対象数 
１ 平成 17 年度 4 名＋1 グループ（4 名） 
２ 平成 18 年度 1 グループ（2 名） 
３ 平成 19 年度 2 名 
４ 平成 20 年度 2 名 
５ 平成 21 年度 1 名 
６ 平成 22 年度 1 グループ（2 名） 
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⑥名城大学教育年報 

 平成 18 年度からの新たな取り組みとして、FD 活動の成果を教育実績として積み重ね、本学に

おける教育成果を内外に示し、「教育力」の更なる向上を図る礎となるよう、「名城大学教育年報」

を刊行しています。この教育年報については、ホームページでの公開や全国の各大学への送付を

通じて、教育に係わる研究の相互交流の一翼を担っています。 
 
 以上の FD 活動の取組みについては、刊行物（授業改善アンケート結果報告書、FD ニュース、

FD 活動報告書）として、学内に留まることなく Web 環境を通じて広く社会に公表し、また、学

生にもその活動状況を理解できるように附属図書館にも配架し、教育研究機関としての責務を履

行するために、積極的な情報開示を推進しています。 

 

（２）学部としての取組み 

 本学部では、学生の専門教育への円滑な接続等を目的として、平成 19 年 6 月に理工学教育推

進センター委員会を立ち上げ、理工学基礎科目を中心とする初年次教育の教育改善に向けた様々

な取り組みを行っています。その一環として、理工学教育推進フォーラムを開催し、本委員会の

取り組みに関する学部担当教員の理解を深め、専門教育の教育改善に繋げています。また、教養

科目担当教員と専門科目担当教員の意見交換の場を適宜設け、教員間の相互理解に基づき、学生

の教育に臨める体制を整備しています。 
 
 
 

１５．社会的・職業的自立に関する指導等及び体制 

１）正課教育における取り組み 

 正課教育内では、1 年次前期に開講する「先端化学」において、本学科で学ぶ専門科目の位

置づけを行います。この講義科目では、応用化学の分野で話題となっている物質や先端技術を

紹介すると同時に、技術開発において現在問題となっていることを取り上げ、これらの問題を

解決するためにはどのような知識が必要かを考えさせます。このように最先端分野の面白さや

問題点を提起し、学生が自ら自分の興味を掘り起こし、将来設計の指針を立てさせると共に、

情報収集だけではなく、収集した情報を活用できるようにするキャリア教育の足場を形成しま

す。 
 工学系学生には、「技術力を活かした問題解決能力」と「論理的思考」が要求されます。論理

的思考力の養成は講義科目でその目的を達成することができますが、技術力を活かした問題解

決能力を養うためには、学生個人の技術力と技術的な知識を習得させる必要があります。1 年

次後期に開講する「実験技術論」は、実験器具の適正な取り扱い方や動作原理などを教え、開

発や研究の場に入った時に速やかに実務に適応できる技術と知識力を与えます。2 年次および

3 年次に開講される応用化学実験では、座学で習得した知識を活用し、現実に起こる現象の分

析や制御を行い、開発や研究の場で直接活用できる技術習得を目指したキャリア教育を行いま

す。さらに、現在の学生は、自分の考えを人に伝える文章表現力が未熟である傾向があります。

工学が目指す領域は、「物を開発し、安全技術を確立する」だけではなく、「科学技術情報を伝

える」という役目があります。3 年次前期に開講する「科学表現論」では、論理的に自分の考
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えを伝える情報活用能力と情報選択能力を養うキャリア教育を行います。4 年次に開講する「卒

業研究」は、問題の設定、問題解決方法の選択、実施、分析・評価、改善を目指した更なる問

題設定を一年間かけ、個人の能力に適合した教育を行い、技術者としての自覚を養い、社会に

通用する卒業論文としてまとめる教育を行います。 
 

２）正課外教育における取り組み 

 入学時における学生は、人間関係の形成において多少なりとも不安を抱く傾向があり、場合

によっては自分が進むべき道を見失ってしまうことも起こりえます。このような不安を少しで

も取り除くことを目的として、入学後、早期に「フレッシュマンセミナー」を開催し、これか

ら本学科で学ぶ教員と触れ合い、情報を収集すると共に、悩みを相談できる友人関係を形成す

る場を提供します。フレッシュマンセミナーは学科単位の宿泊形式で実施し、新入学生のほか、

所属教員、所属学科の上級年次学生も参加しており、多方面の視点から、「大学生としての自己

管理能力」の涵養の場と意味づけています。 
 入学後における社会的・職業的自立に関する指導体制としては、前述の取り組みのほか、全

学的な就職支援を担うキャリアセンター（http://www.meijo-u.ac.jp/shushoku/index.html）に

よるプログラムを用意しています。具体的な取り組みについては、【資料１６】のとおりであ

り、入学後から卒業まで一貫した支援体制で職業観の養成を図っています。具体的な取り組み

体制としては、キャリアセンター職員による就職指導担当制を導入しており、1 年次から「自

分の生き方」、「将来の進路・働き方」などの進路支援講座の開催、自己診断テスト、個人相談

を実施するなど、早期から、学生自身の進路志向と適性のマッチングを図りながら、学生個人

の自己実現を支援する体制をとっています。理工学部においては、就職委員（教員）や学科の

指導教授（卒業研究指導教員）による指導が中心となっていますが、担当職員との連携を図り

ながら、就職支援を実施しています。 
 このように、「キャリア」を就職という“点”ではなく、「仕事と人生」という“線”として

捉え、将来の進路を念頭に置きながら、人生における自分の働き方、生き方を考え、見つけ出

していくプロセスとして、社会的・職業的自立に関する指導を展開しています。 
 

以 上 
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願者数 
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給付数 
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 －優れた契約職員
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採用実績 
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確保 

 －優れた契約職員

（事務職員）の採 

 用実績 
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－学生の相互派
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１）学習相談に関する
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－退学者数 

２）教員免許取得支援

体制の整備 

 －教員採用試験合

格者数 

３）奨学金制度の充実 

 －奨学金給付数 

 

１）活躍する卒業生と

の交流促進 

 －交流プログラム

件数 

 

２）父母等に対する情

報交流の強化 

 －資料送付件数 

１）産学官連携交流プ

ログラムの強化 

－相談件数 

２）知的財産創出の促

進 

－特許実施許諾件数 

（関連） 

 ・大学発ベンチャ
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１）中長期計画に

基づく再開発計

画の推進 

２）長期のフレー

ムワークプラン

の策定 

１）財源の多様化の

促進 

 －寄附金件数 

 －補助金件数 

 

１）全ての学部における

オンリーワンの教育力

を持った拠点づくり 

 －オンリーワン拠点件

数 

２）初年次教育の強化 

 －留年者数 

－退学者数 

  

 

Ｍ Ｓ － １ ５ ( 2 0 1 2 年 度 ～ ) 戦 略 プ ラ ン  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

「名城育ちの達人を社会に送り出す」 
 

〔 長  期  ビ  ジ  ョ  ン 〕  
「総合化」、「高度化」、「国際化」により、広く社会に開かれた日本屈指の文理融合型総合大学を実現する 

〔 中  期  ビ  ジ  ョ  ン 〕  
社会から評価される大学づくりを目指して、「教育力」「研究力」「就職力」「社会力」「資源力」の向上に努める 

柱 
（戦略ﾄﾞﾒｲﾝ） 

 

 

 

基 本 目 標 

教育の充実 研究の充実 

多様性と実践性

を大事にする基

礎教育と専門教

育を通して、コ

ミュニケーショ

ン力と問題解決

力をもつ人材を

育成する 

１．教育の質

保証 

教 育 研 究

環 境 の 充

実 を 通 し

て 、 社 会 に

評 価 さ れ

る 学 術 の

創 造 と 普

及 を 図 る  

１．大学院の
教育研究の
質保証 

人材の確保
と育成 

 

目 的 意 識 と

行 動 力 と 社

会 性 に 優 れ

た 学 生 、 教

育 職 員 及 び

事 務 職 員 を

確 保 し 、 育

成 す る  

２．人材の確

保 

１．人材研修

の促進 

３．全学的な教

育プログラム

の開発・充実 

２．学士課程
における教
育経験の質
向上 

２．大学院教

育拠点の強

化 

３．外部資金

の確保 

学生支援 
体制の充実 

卒業生及び
父母との 
連携強化 

   

学 生 自 ら の

キ ャ リ ア 設

計 力 と 開 発

力 を 大 事 に

す る 総 合 的

サ ー ビ ス を

改 善 し 、 充

実 す る  

１．学習サー

ビス の強

化 

開 か れ た 大

学 を 目 指

し 、 卒 業 生

及 び 父 母 に

信 頼 さ れ る

大 学 ブ ラ ン

ド 力 を 確 立

す る  

１．同窓生・父

母へのケア体

制の強化 

３．キャリア

開発 サー

ビス 

４．国際交流

サービスの

強化 

産学官連携
の推進 

地域貢献 

学 術 資 産 の
形 成 と 運 用
を 組 織 的 に
推 進 し 、 社
会 に 有 意 な
産 学 官 連 携
を 促進す る  

１．産学官連

携の強化 

地域とともに

ある大学とし

て、地域の多

様なニーズに

対応し、活性

化につながる

サービスを充

実する 

１．名城サテライ

トによるサービ

スづくり 

総 合 学 園 化

を目指した、

戦 略 的 か つ

機 動 的 な 経

営 改 革 を 持

続する 

２．財政基盤

の確立 

経営改革 

３．キャンパ

スの充実 

 

４．組織マネ

ジメ ント

改革 

１）全学的な教育プロ

グラムの強みづく

り 

 －企画・プロジェク

ト件数 

１）世界的教育研究拠

点づくり 

－３拠点 

２）オンリーワンの教

育研究力を持った拠

点づくり 

 －オンリーワン拠点

件数 

 

１）ＦＤ、ＳＤの促進 

 －教育職員研修件数 

－事務職員自己啓発

研修費使用率 

（関連） 

  ・自己啓発研修費の総額 

  ・自己啓発研修費執行平

均額 

  ・事務職員研修件数 

 －ＦＤ研修延べ数 

 

１）競争的研究資金の

獲得 

 －申請及び獲得件数 

１）国際的に通用する

教育研究プログラム

の開発 

 －国際交流協定件数 

 －海外の大学との単

位互換単位数 

 

 

 

 

 

１）キャリア自己開発

の促進 

－就職率 

１）サテライトプログ

ラムの強化 

 －プログラム数 

１）組織運営体制の

整備 

２）危機管理体制の

構築 

３）ISO14001 の推進 

 －ISO14001 内部監

査員数 

 

 

行動目標 

2005－2015 

２．課外活動

の充実 

１）強化クラブへの

支援 

－全国大会以上へ

の出場件数 

 

１．教育・研

究組 織の

活性化 

１）教育組織の改

組・新設 

 －戦略的大学連携

件数 

 －改組・新設準備

件数 

２）研究組織の改

組・新設 

 －改組・新設件数 

２．地域支援

の充実 

 

１）ボランティア活

動の強化 

 －参画者数 

２）生涯学習支援の

強化 

 －プログラム数 

 















【資料３】工学系学部の入学志願動向 

 
●2011 年 国公立大入試 志願者動向分析 
 
 

 
 
 
 
●2011 年 私立大入試 志願者動向分析 

 

出典：大学受験パスナビで入試を知る（旺文社） 
http://passnavi.evidus.com/analyze/201105 

出典：大学受験パスナビで入試を知る（旺文社） 
http://passnavi.evidus.com/analyze/201104/html/1 



【資料４】　理工学部における過去４年間の入学状況等

（１）学部入学状況

区分
平成

20年度
平成

21年度
平成

22年度
平成

23年度
平均 備考

入学定員 1,105 1,105 1,105 1,105 -
志願者数 13,195 13,011 12,943 13,243 13,098
受験者数 12,683 12,575 12,525 12,834 12,654
合格者数 4,345 4,270 4,292 4,656 4,391
入学者数 1,200 1,123 1,169 1,241 1,183

定員充足率(%) 108.6 101.6 105.8 112.3 -

（２）学科別入学状況

　　　※平成20年度入学試験から学科別および数学科を除く8学科をひとくくりとした「系別募集」を実施
　　　　 （情報工学科44人，電気電子工学科44人，材料機能工学科28人，機械システム工学科44人，
　　　　　交通機械工学科39人，建設システム工学科39人，環境創造学科28人，建築学科40人）。
　　　　系別募集では1年次の学科別配属がないため，各学科の入学定員は，系別募集の人数を
　　　　除いた数値となっている。

　　○材料機能工学科

区分
平成

20年度
平成

21年度
平成

22年度
平成

23年度
平均 備考

入学定員 67 67 67 67 -
志願者数 936 897 907 889 907
受験者数 930 890 901 883 901
合格者数 366 358 308 339 343
入学者数 71 84 62 75 73

定員充足率(%) 106.0 125.4 92.5 111.9 -

　　○数学科

区分
平成

20年度
平成

21年度
平成

22年度
平成

23年度
平均 備考

入学定員 85 85 85 85 -
志願者数 1,021 912 1,023 1,306 1,066
受験者数 983 864 982 1,265 1,024
合格者数 389 424 397 386 399
入学者数 91 101 96 90 95

定員充足率(%) 107.1 118.8 112.9 105.9 -

　　○情報工学科

区分
平成

20年度
平成

21年度
平成

22年度
平成

23年度
平均 備考

入学定員 101 101 101 101 -
志願者数 1,729 1,393 1,463 1,484 1,517
受験者数 1,704 1,375 1,447 1,464 1,498
合格者数 497 412 415 407 433
入学者数 115 96 127 130 117

定員充足率(%) 113.9 95.0 125.7 128.7 -

　　○電気電子工学科

区分
平成

20年度
平成

21年度
平成

22年度
平成

23年度
平均 備考

入学定員 101 101 101 101 -
志願者数 1,300 1,266 1,437 1,398 1,350
受験者数 1,287 1,251 1,421 1,382 1,335
合格者数 448 509 464 530 488
入学者数 95 111 101 112 105

定員充足率(%) 94.1 109.9 100.0 110.9 -

1



【資料４】　理工学部における過去４年間の入学状況等

　　○機械システム工学科

区分
平成

20年度
平成

21年度
平成

22年度
平成

23年度
平均 備考

入学定員 101 101 101 101 -
志願者数 1,765 1,659 1,398 1,646 1,617
受験者数 1,746 1,635 1,389 1,631 1,600
合格者数 580 452 459 567 515
入学者数 122 96 115 126 115

定員充足率(%) 120.8 95.0 113.9 124.8 -
 
　　○交通機械工学科

区分
平成

20年度
平成

21年度
平成

22年度
平成

23年度
平均 備考

入学定員 91 91 91 91 -
志願者数 718 722 749 579 692
受験者数 715 717 742 574 687
合格者数 227 231 196 228 221
入学者数 96 110 82 99 97

定員充足率(%) 105.5 120.9 90.1 108.8 -
※平成23年4月交通科学科から名称変更。平成19～22年度は交通科学科の数値。

　　○建設システム工学科

区分
平成

20年度
平成

21年度
平成

22年度
平成

23年度
平均 備考

入学定員 91 91 91 91 -
志願者数 313 405 462 382 391
受験者数 310 400 458 380 387
合格者数 178 227 208 210 206
入学者数 70 99 69 76 79

定員充足率(%) 76.9 108.8 75.8 83.5 -

　　○環境創造学科

区分
平成

20年度
平成

21年度
平成

22年度
平成

23年度
平均 備考

入学定員 67 67 67 67 -
志願者数 472 438 528 453 473
受験者数 464 433 521 450 467
合格者数 230 221 239 240 233
入学者数 79 65 74 87 76

定員充足率(%) 117.9 97.0 110.4 129.9 -

　　○建築学科

区分
平成

20年度
平成

21年度
平成

22年度
平成

23年度
平均 備考

入学定員 95 95 95 95 -
志願者数 1,299 1,046 937 969 1,063
受験者数 1,288 1,034 925 958 1,051
合格者数 318 284 285 342 307
入学者数 97 77 105 118 99

定員充足率(%) 102.1 81.1 110.5 124.2 -

2



【資料４】　理工学部における過去４年間の入学状況等

　　○工学系

区分
平成

20年度
平成

21年度
平成

22年度
平成

23年度
平均 備考

入学定員 306 306 306 306 -
志願者数 3,642 4,273 4,039 4,137 4,023
受験者数 3,256 3,976 3,739 3,847 3,705
合格者数 1,112 1,152 1,321 1,407 1,248
入学者数 364 284 338 328 329

定員充足率(%) 119.0 92.8 110.5 107.2 -

3



【資料５】理工学部入学試験における理科受験者の状況 

 
A・F 方式（学科別入試）理科受験者の内訳 

年度 
理工学部全体 材料機能工学科 

受験者数（人） 化学受験者

の割合（％） 
受験者数（人） 化学受験者

の割合（％） 物理 化学 物理 化学 
平成 21 年度 3,905 1,315 25.2 151 349 69.8 

平成 22 年度 3,905 1,328 25.4 194 365 65.3 

平成 23 年度 3,862 1,325 25.5 173 337 66.1 

平均 3,891 1,323 25.4 173 350 66.9 
 



【資料６】

理工学部応用化学科 授業科目履修系統図
（平成25年度入学生から適用）

1年 2年 3年 4年

前期 後期部門

総
合
基
礎
部
門

人文科学基礎Ⅰ 人文科学基礎Ⅱ アジア文化論Ⅰ アジア文化論Ⅱ 文学 国際経済論

社会科学基礎Ⅰ

前期 後期 前期 後期 前期 後期

プラクティカル・イングリッシュⅠ プラクティカル・イングリッシュⅡ

社会科学基礎Ⅱ 欧米文化論Ⅰ 欧米文化論Ⅱ 日本国憲法 心理学

国際関係論

ドイツ語Ⅰ ドイツ語Ⅱ ドイツ語Ⅲ ドイツ語Ⅳ

フランス語Ⅰ フランス語Ⅱ フランス語Ⅲ フランス語Ⅳ

英語コミュニケーションⅠ 英語コミュニケーションⅡ 英語コミュニケーションⅢ 英語コミュニケーションⅣ

基礎ゼミナールⅠ 基礎ゼミナールⅡ

中国語Ⅰ 中国語Ⅱ 中国語Ⅲ 中国語Ⅳ

体育科学Ⅰ 体育科学Ⅱ 体育科学Ⅲ 体育科学Ⅳ

化学Ⅰ 化学Ⅱ

物理学Ⅰ 物理学Ⅱ

生物学

化学実験Ⅰ 化学実験Ⅱ

地学Ⅰ 地学Ⅱ

地学実験Ⅰ 地学実験Ⅱ

微分積分Ⅰ 微分積分Ⅱ

線形代数Ⅰ 線形代数Ⅱ

物理学演習

物理学実験Ⅰ 物理学実験Ⅱ

理
工
学
基
礎
科
目

自由科目選択科目選択必修科目必修科目

　

生物学

理工学概論

生物学実験

高分子物性 高分子材料

有機化学演習 生化学 生活支援化学

コロイド化学 複合材料

有機化学Ⅱ 高分子化学

電磁気学

コンピューターリテラシー

基礎演習Ⅰ
（数学,物理学,化学,英語）

基礎演習Ⅱ
（数学,物理学,化学,英語）

技術者倫理

物
質
・
材
料
化
学

物理化学Ⅰ

金属材料

電子材料 半導体工学

物理化学Ⅱ 化学工学

物理化学演習

物質構造学

専
門
教
育
部
門

目

固体物性化学

化学反応論

量子化学Ⅰ 量子化学Ⅱ

量子化学演習

合
成
化
学

有機化学Ⅰ

応
用
化
学
基
礎

応用化学数学

化学基礎論

 

　

流動現象学

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
材
料

無機化学Ⅰ 無機化学Ⅱ 錯体化学 触媒化学 環境材料

無機化学演習 表面工学

化学結晶学

学 電子材料 半導体工学

卒業研究 卒業研究

安全工学 先端技術管理

応用化学ゼミナール

電気化学 エネルギー化学

工
業
化
学

製図基礎

工業力学 機械要素 機械設計・製図

分析化学 真空工学 機器分析

応用化学実験Ⅲ 応用化学実験Ⅳ

共通

応用化学実験Ⅰ 応用化学実験Ⅱ

職業指導論Ⅰ

教
科
部 職業指導論Ⅱ

先端化学 実験技術論 分離精製工学 科学表現論

職業指導論Ⅰ部
門

職業指導論Ⅱ



【資料７】応用化学科の教育と進路 

 

ぶ

有機化学

複合材料
高分子材料・物性

機能性複合材料論

物理化学

化学工学

触媒化学

物質構造学

無機化学

コロイド化学

固体物性化学

電気化学

電子材料

安全工学

実験技術

分離精製

分析化学

機器分析

応用化学
実験

先端
技術管理

卒業研究

生活支援化学

錯体化学

応
用
化
学
基
礎

化学基礎論

化学反応論

量子化学

電磁気学

応用
化学数学

合成化学

物質・材料化学

環境・エネルギー材料

共
通

工
業
化
学

先端化学

化成工業
ファインケミカル
プラスチック工業

関連技術者

先端材料
セラミック材料
分析評価
関連技術者

自動車産業
エネルギー開発
食品・化粧品・

医薬品
関連技術者

中学・高校教員高分子化学

生化学

流動現象学

製図基礎

工業力学

機械要素

機械
設計・製図

真空工学

応用化学
ゼミナール

科学表現論

環境材料

工学の基礎領域

共
通

技術者・教育者として活躍

広く理科・工学の化学領域を教える

応用化学科の教育と進路

人文科学
文化論
英語
第二外国語
体育科学

など

数学
物理学
化学
地学
物理実験
化学実験
技術者倫理

など

理
工
学
基
礎

総
合
基
礎

物質・物理化学領域に強い

中学・高校教員
環境・エネルギー領域に強い
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

1 専 教授 
大脇
オオワキ

 健史
タ ケ シ

 

<平成 26 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

無機化学Ⅱ 

電気化学 

エネルギー化学 

先端化学 ※ 

応用化学実験Ⅰ 

応用化学実験Ⅳ 

応用化学ゼミナール ※ 

卒業研究 

1 前 

1 後 

2 前 

3 前 

3 後 

1 前 

2 前 

3 後 

3 後 

4 通 

1 

1 

2 

2 

2 

0.3 

2 

2 

0.3 

4 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

株式会社豊田 

中央研究所 

無機材料研究室 

室長 

（平成20年 2月） 

5 日 

2 専 教授 
永田
ナ ガ タ

 央
トオシ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（理学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

化学反応論 

有機化学Ⅰ 

有機化学Ⅱ 

有機化学演習 

先端化学 ※ 

応用化学実験Ⅱ 

応用化学実験Ⅲ 

応用化学ゼミナール ※ 

卒業研究 

1 前 

1 後 

2 後 

1 後 

2 前 

2 前 

1 前 

2 後 

3 前 

3 後 

4 通 

1 

1 

2 

2 

2 

1 

0.3 

2 

3 

0.3 

4 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

自然科学研究機構 

分子科学研究所 

分子スケールナノ 

サイエンスセンター 

准教授 

（平成 14 年 4月） 

5 日 

3 専 教授 
坂
バン

 えり子
エ リ コ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

物理学実験Ⅰ 

物理学実験Ⅱ 

化学基礎論 

無機化学Ⅰ 

分析化学 

先端化学  ※ 

応用化学実験Ⅳ 

応用化学ゼミナール ※ 

卒業研究 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

2 後 

1 前 

3 後 

3 後 

4 通 

1 

1 

2 

2 

2 

2 

2 

0.3 

2 

0.3 

4 

1 

1 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 20 年 4月） 

5 日 

4 専 
教授 

（学科長） 

坂東
バンドウ

 俊治
シュンジ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（理学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

物理学Ⅰ 

物理学Ⅱ 

理工学概論 ※ 

電磁気学 

固体物性化学 

機器分析 

先端化学  ※ 

応用化学実験Ⅳ 

応用化学ゼミナール ※ 

卒業研究 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

3 前 

3 後 

1 前 

3 後 

3 後 

4 通 

1 

1 

2 

2 

0.1 

2 

2 

2 

0.4 

2 

0.3 

4 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 18 年 4月） 

5 日 
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

5 専 教授 
丸山
マルヤマ

 隆浩
タカヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（理学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

物理化学Ⅰ 

物理化学Ⅱ 

物理化学演習 

化学結晶学 

先端化学 ※ 

応用化学実験Ⅰ 

応用化学ゼミナール ※ 

卒業研究 

1 前 

1 後 

1 後 

2 前 

2 前 

2 前 

1 前 

2 前 

3 後 

4 通 

1 

1 

2 

2 

1 

2 

0.1 

2 

0.3 

4 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 22 年 4月） 

5 日 

6 専 准教授 
小澤
オ ザ ワ

 理樹
マ サ キ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

物理学Ⅰ 

物理学Ⅱ 

物質構造学 

先端化学  ※ 

実験技術論 ※ 

科学表現論 

応用化学実験Ⅰ 

応用化学実験Ⅳ 

応用化学ゼミナール ※ 

卒業研究 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

2 後 

1 前 

1 後 

3 前 

2 前 

3 後 

3 後 

4 通 

1 

1 

2 

2 

2 

0.1 

0.9 

2 

2 

2 

0.1 

4 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

5 日 

7 専 准教授 
田中
タ ナ カ

 正剛
マサヨシ

 

<平成 26 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

量子化学演習 

生化学 

生活支援化学 

環境材料 ※ 

先端化学 ※ 

応用化学実験Ⅱ 

応用化学実験Ⅲ 

応用化学ゼミナール ※ 

卒業研究 

1 前 

1 後 

2 後 

3 前 

3 後 

3 後 

1 前 

2 後 

3 前 

3 後 

4 通 

1 

1 

1 

2 

2 

1.1 

0.1 

2 

3 

0.1 

4 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名古屋工業大学 

工学部 

助教 

（平成19年 4月） 

5 日 

8 専 准教授 
藤田
フ ジ タ

 典史
ノリフミ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（理学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

高分子化学 

高分子物性 

コロイド化学 

先端化学 ※ 

安全工学 

応用化学実験Ⅱ 

応用化学実験Ⅲ 

応用化学ゼミナール ※ 

卒業研究 

1 前 

1 後 

2 後 

3 前 

3 前 

1 前 

1 前 

2 後 

3 前 

3 後 

4 通 

1 

1 

2 

2 

2 

0.1 

2 

2 

3 

0.1 

4 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

東京大学大学院 

工学系研究科 

講師 

（平成 20 年 8月） 

5 日 
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年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

9 専 助教 
池邉
イ ケ ベ

 由美子
ユ ミ コ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

物理学実験Ⅰ 

物理学実験Ⅱ 

応用化学数学 

電子材料 

無機化学演習 

先端化学  ※ 

応用化学実験Ⅰ 

応用化学ゼミナール ※ 

卒業研究 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

1 後 

3 前 

2 前 

1 前 

2 前 

3 後 

4 通 

1 

1 

2 

2 

2 

2 

1 

0.1 

2 

0.1 

4 

1 

1 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

助教 

（平成 23 年 4月） 

5 日 

10 専 助教 
才田
サ イ ダ

 隆広
タカヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

量子化学Ⅰ 

量子化学Ⅱ 

触媒化学 

環境材料  ※ 

先端化学 ※ 

実験技術論 ※ 

応用化学実験Ⅱ 

応用化学実験Ⅲ 

応用化学ゼミナール ※ 

卒業研究 

1 前 

1 後 

2 前 

2 後 

3 前 

3 後 

1 前 

1 後 

2 後 

3 前 

3 後 

4 通 

1 

1 

2 

2 

2 

0.9 

0.1 

1.1 

2 

3 

0.1 

4 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

自然科学研究機構 

分子科学研究所 

博士研究員 

（平成 23 年 4月） 

5 日 

11 兼担 教授 
石川
イシカワ

 靖晃
ヤスアキ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 22 年 4月） 

 

12 兼担 教授 
伊藤
イ ト ウ

 政博
マサヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 2年 4月） 

 

13 兼担 教授 
伊藤
イ ト ウ

 昌文
マサフミ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 21 年 4月） 

 

14 兼担 教授 
宇佐美
ウ サ ミ

 初彦
ハツヒコ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

金属材料 

1 前 

1 後 

3 後 

1 

1 

2 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 22 年 4月） 

 

15 兼担 教授 
宇佐美
ウ サ ミ

 勝
マサル

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 17 年 4月） 
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

16 兼担 教授 
江尻
エ ジ リ

 典雄
ノ リ オ

 

<平成 25 年 4月> 
 理学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成17年4月） 

 

17 兼担 教授 
大江
オ オ エ

 俊美
ト シ ミ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成10年4月） 

 

18 兼担 教授 
大槻
オオツキ

 敦巳
ア ツ ミ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成元年 4月） 

 

19 兼担 教授 
大道
オオミチ

 武生
タ ケ オ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

理工学概論 ※ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 

1 

0.1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成13年4月） 

 

20 兼担 教授 
小川
オ ガ ワ

 宏隆
ヒロタカ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成10年4月） 

 

21 兼担 教授 
小澤
オ ザ ワ

 哲也
テ ツ ヤ

 

<平成 25 年 4月> 
 

Doctorat de 

3ème Cycle 

（仏国） 

 

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

数学基礎演習Ⅰ 

数学基礎演習Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成10年 4月） 

 

22 兼担 教授 
垣鍔
カキツバ

 直
ナオシ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成16年4月） 

 

23 兼担 教授 
加藤
カ ト ウ

 幸久
ユキヒサ

 

<平成 25 年 4月> 
 体育学修士  

体育科学Ⅲ 

体育科学Ⅳ 

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

2 前 

2 後 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成19年4月） 

 

24 兼担 教授 
加鳥
カ ト リ

 裕明
ヒロアキ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成20年4月） 

 

25 兼担 教授 
上山
カミヤマ

 智
サトシ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成19年4月） 
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

26 兼担 教授 
來海
キ マ チ

 博央
ヒロヒサ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 23 年 4月） 

 

 

 

 

27 兼担 教授 
葛
グー

 漢彬
ハンビン

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 20 年 4月） 

 

28 兼担 教授 
久保
ク ボ

 全弘
マサヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（昭和 63 年 4月） 

 

29 兼担 教授 
小島
コ ジ マ

 晋爾
シ ン ジ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 19 年 4月） 

 

30 兼担 教授 
小髙
コ ダ カ

 猛司
タ ケ シ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 19 年 4月） 

 

31 兼担 教授 
児玉
コ ダ マ

 哲司
テ ツ ジ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 21 年 4月） 

 

32 兼担 教授 
近藤
コンドウ

 明雅
アキマサ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 9年 4月） 

 

33 兼担 教授 
齊藤
サイトウ

 公明
キミアキ

 

<平成 25 年 4月> 
 理学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 12 年 4月） 

 

34 兼担 教授 
酒巻
サカマキ

 史郎
フ ミ オ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

理工学概論 ※ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 

1 

0.1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 15 年 4月） 

 

35 兼担 教授 
佐川
サ ガ ワ

 雄二
ユ ウ ジ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

理工学概論 ※ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 

1 

0.3 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 20 年 4月） 
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

36 兼担 教授 
清水
シ ミ ズ

 教之
ノリユキ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 11 年 4月） 

 

37 兼担 教授 
鈴木
ス ズ キ

 茂廣
シゲヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 体育学修士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 20 年 4月） 

 

38 兼担 教授 
鈴木
ス ズ キ

 紀明
ノリアキ

 

<平成 25 年 4月> 
 理学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

微分積分Ⅰ 

微分積分Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

1 

1 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 20 年 4月） 

 

39 兼担 教授 
鈴木
ス ズ キ

 博志
ヒ ロ シ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 10 年 4月） 

 

40 兼担 教授 
鈴木
ス ズ キ

 昌弘
マサヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 23 年 4月） 

 

41 兼担 教授 
相馬
ソ ウ マ

 仁
ヒトシ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 21 年 4月） 

 

42 兼担 教授 
高井
タ カ イ

 宏之
ヒロユキ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 20 年 4月） 

 

43 兼担 教授 
高橋
タカハシ

 友一
トモイチ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 15 年 4月） 

 

44 兼担 教授 
高橋
タカハシ

 政稔
マ サ ミ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 9年 4月） 

 

45 兼担 教授 
高倍
タ カ ベ

 昭洋
テルヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 理学博士  

化学Ⅰ 

化学Ⅱ 

1 前 

1 後 

2 

2 

1 

1 

名城大学 

総合研究所 

教授 

（平成 6年 11 月） 
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

46 兼担 教授 
瀧
タキ

 佳弘
ヨシヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成21年 4月） 

 

47 兼担 教授 
辰野
タ ツ ノ

 恭市
キョウイチ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成14年 4月） 

 

48 兼担 教授 
田中
タ ナ カ

 敏光
トシミツ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成12年 4月） 

 

49 兼担 教授 
田中
タ ナ カ

 義人
ヨ シ ト

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（理学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

化学実験Ⅰ 

化学実験Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成19年 4月） 

 

50 兼担 教授 
多和田
タ ワ タ

 昌弘
マサヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

理工学概論 ※ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 

1 

0.3 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成14年 4月） 

 

51 兼担 教授 
中 條
チュウジョウ

 渉
ワタル

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成20年 4月） 

 

52 兼担 教授 
都竹
ツ ヅ ク

 愛一郎
アイイチロウ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成14年 4月） 

 

53 兼担 教授 
寺西
テラニシ

 浩司
コ ウ ジ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成20年 4月） 

 

54 兼担 教授 
寺西
テラニシ

 鎮男
ヤ ス オ

 

<平成 25 年 4月> 
 理学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成22年 4月） 

 

55 兼担 教授 
長澤
ナガサワ

 崇雄
タ カ オ

 

<平成 25 年 4月> 
 文学修士  

ドイツ語Ⅲ 

ドイツ語Ⅳ 

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

2 前 

2 後 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成19年 4月） 

 

 



- 8 - 

様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

56 兼担 教授 
中野
ナ カ ノ

 倫明
トモアキ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成16年4月） 

 

57 兼担 教授 
中村
ナカムラ

 栄造
エイゾウ

 

<平成 25 年 4月> 
 文学修士※  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成18年4月） 

 

58 兼担 教授 
中山
ナカヤマ

 章宏
アキヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 理学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成19年4月） 

 

59 兼担 教授 
成塚
ナリツカ

 重弥
シ ゲ ヤ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成16年4月） 

 

60 兼担 教授 
橋本
ハシモト

 英哉
ヒ デ ヤ

 

<平成 25 年 4月> 
 学術博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成14年4月） 

 

61 兼担 教授 
服部
ハットリ

 友一
トモカズ

 

<平成 25 年 4月> 
 

Ph.D. 

(Bioengineering) 

（英国） 

 

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

理工学概論 ※ 

高分子材料 

製図基礎 

1 前 

1 後 

1 前 

3 後 

3 前 

1 

1 

0.1 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成19年4月） 

 

62 兼担 教授 
原田
ハ ラ ダ

 守博
モリヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

理工学概論 ※ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 

1 

0.1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成14年4月） 

 

63 兼担 教授 
日比野
ヒ ビ ノ

 隆
タカシ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（農学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

化学基礎演習Ⅰ 

化学基礎演習Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成20年4月） 

 

64 兼担 教授 
平松
ヒラマツ

 美根男
ミ ネ オ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成18年4月） 

 

65 兼担 教授 
福田
フ ク タ

 康明
ヤスアキ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成10年4月） 

 

 



- 9 - 

様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

66 兼担 教授 
藤山
フジヤマ

 一成
カズナリ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

理工学概論 ※ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 

1 

0.3 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 17 年 4月） 

 

67 兼担 教授 
Petros
ペ ト ロ ス

 Abraha
ア ブ ラ ハ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 20 年 4月） 

 

68 兼担 教授 
前川
マエカワ

 明寛
アキヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 21 年 4月） 

 

69 兼担 教授 
牧野内
マ キ ノウ チ

 猛
タケシ

 

<平成 25 年 4月> 
 理学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

地学実験Ⅰ 

地学実験Ⅱ 

1 前 

1 後 

2 前 

2 後 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 10 年 1月） 

 

70 兼担 教授 
松村
マツムラ

 昌紀
マサノリ

 

<平成 25 年 4月> 
 

学校教育学 

修士 
 

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 24 年 4月） 

 

71 兼担 教授 
松本
マツモト

 幸正
ユキマサ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 19 年 4月） 

 

72 兼担 教授 
宮北
ミヤキタ

 惠子
ケ イ コ

 

<平成 25 年 4月> 
 文学修士  

欧米文化論Ⅰ 

欧米文化論Ⅱ 

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

2 前 

2 後 

1 前 

1 後 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 16 年 4月） 

 

73 兼担 教授 
武藤
ム ト ウ

 厚
アツシ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

理工学概論 ※ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 

1 

0.1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 17 年 4月） 

 

74 兼担 教授 
村上
ムラカミ

 好生
ヨ シ オ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

理工学概論 ※ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 

1 

0.1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 22 年 4月） 

 

75 兼担 教授 
村田
ム ラ タ

 賢
マサル

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 9年 10 月） 

 

 



- 10 - 

様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

76 兼担 教授 
柳田
ヤナギダ

 康幸
ヤスユキ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 17 年 4月） 

 

77 兼担 教授 
山﨑
ヤマサキ

 初夫
ハ ツ オ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

コンピューターリテラシー 

1 前 

1 後 

1 前 

1 

1 

2 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 24 年 4月） 

 

78 兼担 教授 
山田
ヤ マ ダ

 啓一
ケイイチ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 19 年 4月） 

 

79 兼担 教授 
山中
ヤマナカ

 三四郎
サ ン シロ ウ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

理工学概論 ※ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 

1 

0.3 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 17 年 4月） 

 

80 兼担 教授 
山本
ヤマモト

 修身
オ サ ミ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 20 年 4月） 

 

81 兼担 教授 
楊
ヤン

 剣鳴
チェンミン

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 21年 4月） 

 

82 兼担 教授 
吉川
ヨシカワ

 雅弥
マ サ ヤ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 24 年 4月） 

 

83 兼担 教授 
吉久
ヨシヒサ

 光一
コウイチ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 12 年 4月） 

 

84 兼担 教授 
六田
ロ ク タ

 英治
エ イ ジ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（理学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

表面工学 

真空工学 

1 前 

1 後 

3 後 

3 前 

1 

1 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 24 年 4月） 

 

85 兼担 教授 
渡邊
ワタナベ

 晃
アキラ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

教授 

（平成 14 年 4月） 

 

 



- 11 - 

様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

86 兼担 准教授 
赤堀
アカホリ

 俊和
トシカズ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

工業力学 

1 前 

1 後 

2 後 

1 

1 

2 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

 

87 兼担 准教授 
新井
ア ラ イ

 宗之
ムネユキ

 

<平成 25 年 4月> 
 

博士（工学） 

博士（農学） 
 

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 5年 4月） 

 

88 兼担 准教授 
飯岡
イイオカ

 大輔
ダイスケ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

 

89 兼担 准教授 
生田
イ ク タ

 京子
キョウコ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

 

90 兼担 准教授 
岩下
イワシタ

 健太郎
ケ ン タロ ウ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 24 年 4月） 

 

91 兼担 准教授 
岩谷
イ ワ ヤ

 素顕
モトアキ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

半導体工学 

1 前 

1 後 

3 後 

1 

1 

2 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 19 年 4月） 

 

92 兼担 准教授 
宇佐見
ウ サ ミ

 庄五
ショウゴ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 20 年 4月） 

 

93 兼担 准教授 
榎本
エノモト

 暁
アキラ

 

<平成 25 年 4月> 
 修士（文学）※  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 24 年 4月） 

 

94 兼担 准教授 
榎本
エノモト

 和城
カ ズ キ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

複合材料 

機械要素 

機械設計・製図 

1 前 

1 後 

3 後 

3 前 

3 後 

1 

1 

2 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 24 年 4月） 

 

95 兼担 准教授 
大影
オオカゲ

 佳史
ヨシフミ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 19 年 4月） 

 

 



- 12 - 

様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

96 兼担 准教授 
大藏
オオクラ

 信之
ノブユキ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 20 年 4月） 

 

97 兼担 准教授 
大島
オオシマ

 成通
シゲミチ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 13 年 4月） 

 

98 兼担 准教授 
太田
オ オ タ

 貴之
タカユキ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 23 年 4月） 

 

99 兼担 准教授 
大塚
オオツカ

 貴弘
タカヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 21 年 4月） 

 

100 兼担 准教授 
岡田
オ カ ダ

 恭明
ヤスアキ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 18 年 4月） 

 

101 兼担 准教授 
小塩
オ ジ オ

 達也
タ ツ ヤ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

 

102 兼担 准教授 
加藤
カ ト ウ

 芳文
ヨシフミ

 

<平成 25 年 4月> 
 理学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 19 年 4月） 

 

103 兼担 准教授 
川澄
カワスミ

 未来子
ミ キ コ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 23 年 4月） 

 

104 兼担 准教授 
菅
カン

 章紀
アキノリ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 21 年 4月） 

 

105 兼担 准教授 
久保
ク ボ

 貴
タカシ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

106 兼担 准教授 
小中
コ ナ カ

 英嗣
エ イ ジ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 21 年 4月） 

 

107 兼担 准教授 
齊藤
サイトウ

 毅
タケシ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（理学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

地学実験Ⅰ 

地学実験Ⅱ 

1 前 

1 後 

2 前 

2 後 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 14 年 4月） 

 

108 兼担 准教授 
斎藤
サイトウ

 智美
ト モ ミ

 

<平成 27 年 4月> 
 

博士 

（経済学） 
 国際経済論 3 後 2 1 

名城大学 

経済学部 

准教授 

（平成 19 年 4月） 

 

109 兼担 准教授 
鈴木
ス ズ キ

 温
アツシ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

 

110 兼担 准教授 
髙畑
タカハタ

 健二
ケ ン ジ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

 

111 兼担 准教授 
竹内
タケウチ

 哲也
テ ツ ヤ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

 

112 兼担 准教授 
谷口
タニグチ

 正明
マサアキ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（理学）  

物理学基礎演習Ⅰ 

物理学基礎演習Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

総合数理教育 

センター 

准教授 

（平成 21 年 4月） 

 

113 兼担 准教授 
谷口
タニグチ

 義則
ヨシノリ

 

<平成 25 年 4月> 
 

博士（地球 

環境科学） 
 

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 18 年 4月） 

 

114 兼担 准教授 
谷田
タ ニ ダ

 真
マコト

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

115 兼担 准教授 
谷村
タニムラ

 光
ミツ

浩
ヒロ

 

<平成 27 年 4月> 
 博士（工学）  国際関係論 3 前 2 1 

名城大学 

経済学部 

准教授 

（平成 20 年 4月） 

 

116 兼担 准教授 
塚田
ツ カ ダ

 敦史
ア ツ シ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 23 年 4月） 

 

117 兼担 准教授 
土田
ツ チ ダ

 哲生
テ ツ オ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（理学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 16 年 4月） 

 

118 兼担 准教授 
土屋
ツ チ ヤ

 文
ブン

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

 

119 兼担 准教授 
冨田
ト ミ タ

 耕史
コ ウ シ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（学術）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

 

120 兼担 准教授 
長郷
ナガサト

 文和
フミカズ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（数理学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 23 年 4月） 

 

121 兼担 准教授 
中島
ナカシマ

 公平
コウヘイ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 20 年 4月） 

 

122 兼担 准教授 
西村
ニシムラ

 尚哉
ナ オ ヤ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

 

123 兼担 准教授 
坂野
バ ン ノ

 秀樹
ヒ デ キ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 20 年 4月） 

 

124 兼担 准教授 
日比
ヒ ビ

 義彦
ヨシヒコ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 19 年 4月） 
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

125 兼担 准教授 
日比野
ヒ ビ ノ

 正樹
マ サ キ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（数理学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 23 年 4月） 

 

126 兼担 准教授 
平岩
ヒライワ

 陸
タカシ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

 

127 兼担 准教授 
広瀬
ヒ ロ セ

 正史
マサフミ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（理学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 24 年 4月） 

 

128 兼担 准教授 
深谷
フ カ ヤ

 実
ミノル

 

<平成 25 年 4月> 
 医学博士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

技術者倫理 

1 前 

1 後 

2 後 

1 

1 

2 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 9年 4月） 

 

129 兼担 准教授 
古川
フルカワ

 裕之
ヒロユキ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（学術）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 18 年 4月） 

 

130 兼担 准教授 
堀田
ホ ッ タ

 一弘
カズヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

 

131 兼担 准教授 
松田
マ ツ ダ

 淳
アツシ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 23 年 4月） 

 

132 兼担 准教授 
三浦
ミ ウ ラ

 彩子
ア ヤ コ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

 

133 兼担 准教授 
溝口
ミゾグチ

 敦子
ア ツ コ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 

 

134 兼担 准教授 
三町
ミ マ チ

 祐子
ユ ウ コ

 

<平成 25 年 4月> 
 

博士 

（情報科学） 
 

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

線形代数Ⅰ 

線形代数Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

1 

1 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 22 年 4月） 
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 
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現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

135 兼担 准教授 
村田
ム ラ タ

 英一
ヒデカズ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 24 年 4月） 

 

136 兼担 准教授 
村本
ムラモト

 裕二
ユ ウ ジ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 18 年 4月） 

 

137 兼担 准教授 
山田
ヤ マ ダ

 宗男
ム ネ オ

 

<平成 25 年 4月> 
 

博士 

（情報科学） 
 

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 20 年 4月） 

 

138 兼担 准教授 
山ノ井
ヤ マ ノ イ

 基臣
モトオミ

 

<平成 25 年 4月> 
 

Ph.D. 

(Physics)  

（米国） 

 
基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 3年 4月） 

 

139 兼担 准教授 
吉永
ヨシナガ

 美香
ミ カ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（環境学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 21 年 4月） 

 

140 兼担 准教授 
渡辺
ワタナベ

 孝一
コウイチ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

准教授 

（平成 24 年 4月） 

 

141 兼担 講師 
岡本
オカモト

 武雄
タ ケ オ

 

<平成 25 年 4月> 
 教育学士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

講師 

（昭和 57 年 4月） 

 

142 兼担 講師 
杉山
スギヤマ

 秋博
アキヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

講師 

（昭和 63 年 4月） 

 

143 兼担 講師 
早藤
ハヤフジ

 英俊
ヒデトシ

 

<平成 25 年 4月> 
 工学士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

講師 

（平成 6年 4月） 

 

144 兼担 助教 
旭
アサヒ

 健作
ケンサク

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

助教 

（平成 20 年 4月） 
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 
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現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

145 兼担 助教 
内田
ウ チ ダ

 達弘
タツヒロ

 

<平成 25 年 4月> 
 理学士  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学  

理工学部 

助教 

（平成 24 年 4月） 

 

146 兼担 助教 
大久保
オ オ ク ボ

 敏之
トシユキ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（理学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

助教 

（平成 19 年 4月） 

 

147 兼担 助教 
景山
カゲヤマ

 伯春
ハ ク ト

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（理学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

化学実験Ⅰ 

化学実験Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

助教 

（平成 22 年 4月） 

 

148 兼担 助教 
崔
サイ

 瑛
エイ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

助教 

（平成 22 年 4月） 

 

149 兼担 助教 
神藤
ジンドウ

 定生
サダナリ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（学術）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

化学基礎演習Ⅰ 

化学基礎演習Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

助教 

（平成 22 年 4月） 

 

150 兼担 助教 
鈴木
ス ズ キ

 秀和
ヒデカズ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

助教 

（平成 22 年 4月） 

 

151 兼担 助教 
水沼
ミズヌマ

 洋人
ヒ ロ ト

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

助教 

（平成 19 年 4月） 

 

152 兼担 助教 
村瀬
ム ラ セ

 勇介
ユウスケ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（理学）  

基礎ゼミナールⅠ 

基礎ゼミナールⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学 

理工学部 

助教 

（平成 23 年 4月） 

 

153 兼任 講師 
Ian
イアン

 Harnett
ハ ー ネ ッ ト

 

<平成 27 年 4月> 
 

Master of 

Education, 

English 

（ニュージー

ランド） 

 

プラクティカル・ 

イングリッシュⅠ 

 

プラクティカル・ 

イングリッシュⅡ 

3 前 

 

3 後 

1 

 

1 

1 

 

1 

中部学院大学 

子ども学部 

教授 

（平成 12 年 4月） 

 

154 兼任 講師 
伊藤
イ ト ウ

 彰茂
アキシゲ

 

<平成 27 年 4月> 
 修士（教育学）  

職業指導論Ⅰ 

職業指導論Ⅱ 

3 前 

3 後 

2 

2 

1 

1 

愛知みずほ大学 

人間科学部 

講師 

（平成 7年 4月） 
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

155 兼任 講師 
今井田
イ マ イ ダ

 亜弓
ア ユ ミ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（文学）  

ドイツ語Ⅰ 

ドイツ語Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名古屋大学大学院 

国際言語文化研究科 

助手 

(平成19年3月まで) 

 

156 兼任 講師 
岩塚
イワツカ

 さおり
サ オ リ

 

<平成 25 年 4月> 
 

修士 

（英文学） 
 

英語コミュニケーションⅠ 

英語コミュニケーションⅡ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 
なし  

157 兼任 講師 
植田
ウ エ ダ

 裕志
ヒ ロ シ

 

<平成 26 年 4月> 
 文学修士※  

フランス語Ⅲ 

フランス語Ⅳ 

2 前 

2 後 

1 

1 

1 

1 

名古屋大学大学院 

文学研究科 

助教 

（平成 19 年 4月） 

 

158 兼任 講師 
太田
オ オ タ

 俊彦
トシヒコ

 

<平成 26 年 4月> 
 工学修士  

化学工学 

分離精製工学 

2 後 

2 前 

2 

2 

1 

1 

日油株式会社 

愛知事業所 

武豊工場 

研究開発部 

主査 

（平成 12 年 7月） 

 

159 兼任 講師 
大塚
オオツカ

 辰夫
タ ツ オ

 

<平成 25 年 4月> 
 修士（文学）  

英語コミュニケーションⅠ 

英語コミュニケーションⅡ 

英語コミュニケーションⅢ 

英語コミュニケーションⅣ 

1 前 

1 後 

2 前 

2 後 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名古屋ビジネス 

専門学校 

教諭 

(平成11年3月まで) 

 

160 兼任 講師 
大橋
オオハシ

 真砂子
マ サ コ

 

<平成 26 年 4月> 
 博士（文学）  

欧米文化論Ⅰ 

欧米文化論Ⅱ 

2 前 

2 後 

2 

2 

1 

1 
なし  

161 兼任 講師 
夏
カ

 玲
リン

 

<平成 25 年 4月> 
 

文学士 

（中国） 
 

中国語Ⅰ 

中国語Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 
なし  

162 兼任 講師 
蟹江
カ ニ エ

 弘子
ヒ ロ コ

 

<平成 27 年 4月> 
 修士（文学）  文学 3 前 2 1 なし  

163 兼任 講師 
金子
カ ネ コ

 恭久
ヤスヒサ

 

<平成 26 年 4月> 
 教育学士  

体育科学Ⅲ 

体育科学Ⅳ 

2 前 

2 後 

1 

1 

1 

1 
なし  

164 兼任 講師 
川瀬
カ ワ セ

 基弘
モトヒロ

 

<平成 26 年 4月> 
 博士（工学）  

地学Ⅰ 

地学Ⅱ 

2 前 

2 後 

2 

2 

1 

1 

愛知みずほ大学 

人間科学部 

講師 

（平成 12 年 4月） 
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

165 兼任 講師 
河津
カ ワ ツ

 邦喜
ク ニ キ

 

<平成 25 年 4月> 
 文学修士  

フランス語Ⅰ 

フランス語Ⅱ 

人文科学基礎Ⅰ 

人文科学基礎Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

1 

1 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

なし  

166 兼任 講師 
鬼頭
キ ト ウ

 延寧
ノブヤス

 

<平成 25 年 4月> 
 教育学修士  

英語コミュニケーションⅠ 

英語コミュニケーションⅡ 

英語基礎演習Ⅰ 

英語基礎演習Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

名古屋 

外国語大学 

外国語学部 

准教授 

（平成 19 年 4月） 

 

167 兼任 講師 
Kumar
ク マ ー ル

 Mukul
ム ク ル

 

<平成 25 年 4月> 
 

Ph.D.  

in Science 

（インド） 

 
物理学実験Ⅰ 

物理学実験Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名城大学大学院 

研究員 

(平成23年2月まで) 

 

168 兼任 講師 
熊谷
クマガイ

 暁子
ア キ コ

 

<平成 26 年 4月> 
 修士（文学）  

中国語Ⅲ 

中国語Ⅳ 

2 前 

2 後 

1 

1 

1 

1 
なし  

169 兼任 講師 
小塚
コ ヅ カ

 義成
ヨシナリ

 

<平成 27 年 4月> 
 博士（工学）  先端技術管理 3 後 2 1 

公益財団法人科学 

技術交流財団 

東海広域知的 

クラスター 

創成事業本部 

科学技術 

コーディネータ 

（平成20年11月） 

 

170 兼任 講師 
齋藤
サイトウ

 滋
シゲル

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（文学）  

社会科学基礎Ⅰ 

社会科学基礎Ⅱ 

アジア文化論Ⅰ 

アジア文化論Ⅱ 

1 前 

1 後 

2 前 

2 後 

2 

2 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

日本学術振興会 

特別研究員 

(平成19年3月まで) 

 

171 兼任 講師 
佐久間
サ ク マ

 留理子
ル リ コ

 

<平成 26 年 4月> 
 修士（文学）  

アジア文化論Ⅰ 

アジア文化論Ⅱ 

2 前 

2 後 

2 

2 

1 

1 
なし  

172 兼任 講師 
重村
シゲムラ

 正之
マサユキ

 

<平成27年4月> 
 文学修士  心理学 3 後 2 1 なし  
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

173 兼任 講師 
治村
ジ ム ラ

 かをる
カ ヲ ル

 

<平成26年4月> 
 文学修士  

英語コミュニケーションⅢ 

英語コミュニケーションⅣ 

2 前 

2 後 

1 

1 

1 

1 
なし  

174 兼任 講師 
杉浦
スギウラ

 武仁
タケヒト

 

<平成26年4月> 
 修士（文学）  

欧米文化論Ⅰ 

欧米文化論Ⅱ 

2 前 

2 後 

2 

2 

1 

1 
なし  

175 兼任 講師 
輔老
スケタケ

 英 淳
エイジュン

 

<平成27年4月> 
 修士（法学）  日本国憲法 3 前 2 1 

名城大学理工学部

後援会事務局長 

(平成20年3月まで) 

 

176 兼任 講師 
鈴木
ス ズ キ

 智子
ト モ コ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（工学）  物理学演習 1 後 1 1 なし  

177 兼任 講師 
鈴木
ス ズ キ

 康博
ヤスヒロ

 

<平成 26 年 4月> 
 

修士 

（体育学） 
 

体育科学Ⅲ 

体育科学Ⅳ 

2 前 

2 後 

1 

1 

1 

1 

Life is motion 

代表 

（平成 17 年 4月） 

 

178 兼任 講師 
鈴村
スズムラ

 順三
ヨシカズ

 

<平成 25 年 4月> 
 理学博士  

物理学Ⅰ 

物理学Ⅱ 

1 前 

1 後 

2 

2 

1 

1 

名古屋大学大学院

理学研究科 

教授 

（平成12年10月） 

 

179 兼任 講師 
高井
タ カ イ

 千加
チ カ

 

<平成 27 年 4月> 
 博士（工学）  流動現象学 3 後 2 1 

名古屋工業大学 

セラミックス 

基盤工学研究 

センター 

講師 

（平成 23 年 4月） 

 

180 兼任 講師 
髙
タカ

橋
ハシ

 淳一郎
ジュンイチロウ

 

<平成 26 年 4月> 
 

博士 

（スポーツ

健康科学） 

 
体育科学Ⅲ 

体育科学Ⅳ 

2 前 

2 後 

1 

1 

1 

1 

至学館大学 

健康科学部 

准教授 

（平成 17 年 4月） 

 

181 兼任 講師 
髙山
タカヤマ

 伸也
シ ン ヤ

 

<平成 26 年 4月> 
 

修士 

（体育学） 
 

体育科学Ⅲ 

体育科学Ⅳ 

2 前 

2 後 

1 

1 

1 

1 

中京大学大学院 

助手 

(平成13年8月まで) 

 

182 兼任 講師 
田中
タ ナ カ

 安代
ヤ ス ヨ

 

<平成 25 年 4月> 
 博士（農学）  

生物学 

生物学実験 

1 後 

2 前 

2 

1 

1 

1 
なし  
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様式第３号（その２の１） 
 

教  員  の  氏  名  等 
 

（理工学部 応用化学科） 

調書 

番号 

専任等

区 分 
職位 

フリガナ 

年齢 
保 有 

学位等 

月 額 

基本給 

（千円） 

担当授業科目の名称 
配当 

年次 

担 当 

単位数 

年 間 

開講数 

現 職 

（就任年月） 

申請に係る大

学等の職務に

従事する週当

たり平均日数 

氏名 

＜就任（予定）年月＞ 

 

183 兼任 講師 
谷口
タニグチ

 佳津宏
カ ツ ヒ ロ

 

<平成 25 年 4月> 
 文学修士  

人文科学基礎Ⅰ 

人文科学基礎Ⅱ 

1 前 

1 後 

2 

2 

1 

1 

南山大学 

人文学部 

教授 

（平成 16 年 4月） 

 

184 兼任 講師 
丹嶌
タンジマ

 久香
ヒ サ カ

 

<平成 26 年 4月> 
 文学修士  

英語コミュニケーションⅢ 

英語コミュニケーションⅣ 

2 前 

2 後 

1 

1 

1 

1 
なし  

185 兼任 講師 
濱家
ハマイエ

 徳子
ノ リ コ

 

<平成 27 年 4月> 
 修士（心理学）  心理学 3 後 2 1 

小牧市立応時 

中学校スクール 

カウンセラー 

（平成 23 年 4月） 

 

186 兼任 講師 
早坂
ハヤサカ

 泰行
ヒロユキ

 

<平成 25 年 4月> 
 修士（歴史学）  

社会科学基礎Ⅰ 

社会科学基礎Ⅱ 

1 前 

1 後 

2 

2 

1 

1 
なし  

187 兼任 講師 
日比
ヒ ビ

 拓也
タ ク ヤ

 

<平成 27 年 4月> 
 修士（法学）  日本国憲法 3 前 2 1 なし  

188 兼任 講師 
正岡
マサオカ

 重行
シゲユキ

 

<平成 26 年 4月> 
 博士（工学）  錯体化学 2 後 2 1 

自然科学研究機構 

分子科学研究所 

准教授 

（平成 23 年 2月） 

 

189 兼任 講師 
吉里
ヨシザト

 秀雄
ヒ デ オ

 

<平成 25 年 4月> 
 

博士（医学） 

修士（教育学） 
 

体育科学Ⅰ 

体育科学Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名古屋工業大学 

工学部 

准教授 

（平成 15 年 4月） 

 

190 兼任 講師 
吉村
ヨシムラ

 篤司
ア ツ シ

 

<平成 25 年 4月> 
 

医学博士 

修士（体育学） 
 

体育科学Ⅰ 

体育科学Ⅱ 

1 前 

1 後 

1 

1 

1 

1 

名古屋工業大学 

工学部 

教授 

（平成 17 年 1月） 

 

 

 



 
 

様式第３号（その３） 
 

 
専任教員の年齢構成・学位保有状況 

職 位 学 位 29 歳 
以下 

30～39
歳 

40～49
歳 

50～59
歳 

60～64
歳 

65～69
歳 

70 歳 
以上 合 計 備 考 

教 授 

博 士 人                           人                           人                           3 人                           2 人                           人 人                           5 人                            

修 士 人                           人                           人                           人                           人                           人                 人                           人                           

学 士 人                           人                           人                           人                           人                           人                           人     人                           

短期大 
学 士 人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                  人                           

その他 人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                           人      

准教授 

博 士 人                           人                           3 人                           人                           人                           人                           人                           3 人                   

修 士 人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                           

学 士 人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                           

短期大 
学 士 人            人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                           

その他 人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                           

講 師 

博 士 人                           人              人                           人                           人                           人                           人                           人                            

修 士 人                           人                           人  人                           人                           人                           人                           人                           

学 士 人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                           

短期大 
学 士 人                           人                           人             人                           人                           人                           人                           人                           

その他 人                           人                           人                           人 人                           人                           人                           人                           

助 教 

博 士 人                           2 人                           人                           人              人                           人                           人                           2 人                            

修 士 人                           人                           人                           人                           人 人                           人                           人                           

学 士 人                           人                           人                           人                           人                  人                           人                           人                           

短期大 
学 士 人                           人                           人                           人                           人                           人  人                           人                           

その他 人                           人                           人                           人                           人                           人                   人                           人                           

合 計 

博 士 人                           2 人                           3 人                           3 人                           2 人                           人                           人                           10 人                            

修 士 人                           人                           人                           人                           人                           人                           人               人                           

学 士 人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                           人   

短期大 
学 士 人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                

その他 人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                           人                           
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